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国庫事務例規集（代理店用）の使用にあたって 

１．国庫事務例規集の編集区分 

国庫事務に関する諸規定を、次のとおり分類して収録している。

● 国庫事務例規集１

日本銀行代理店国庫金事務取扱手続（はじめに、国庫金編）

● 国庫事務例規集２

日本銀行代理店国庫金事務取扱手続（国庫送金編）

国庫金、国庫送金関係その他例規（注）（通知類） 

● 国庫事務例規集３

日本銀行代理店政府有価証券事務取扱手続

政府有価証券関係その他例規（注）（通知類） 

● 国庫事務例規集４

日本銀行代理店国庫金事務取扱手続の参考書式

日本銀行代理店国庫金事務取扱手続の書式一覧

（注）取扱方の一部が変更または廃止となっている事項については、事務取扱上

の便を考慮し、原文を修正したものを収録している。

２．日本銀行代理店政府有価証券事務取扱手続の構成等 

（１）は じ め に

政府有価証券の各事務に共通する事項を記載している。

【使用にあたって】 
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（２）事 務 区 分 

次表のとおり区分し、それぞれ事務の取扱手順にしたがい記載している。 

 
区  分 内      容 

窓 口 事 務 毎日の営業時間内の事務 

後方整理事務 毎日の営業時間後の事務および月末、年度末の事務 

 
○ 使用しやすいように自店の事務に関係のある部分を適宜移し替えてもよい。 

 

（３）記載区分等 

イ．左右ページの記載区分 

原則として、次表の区分にしたがい記載している。 
 

左のページ 右のページ 

・ 基本的事項 

・ 標準的事項 

・ 注意事項 

・ 計表の作成例等 

・ 参考図表 

書類名称について 

は適宜略称を使用 

 
○ 左ページと右ページとの関連づけは、各ページごとに付けた①②･･････の連続番

号によっている。 

 

ロ．書式、参考書式の区分 

次表の区分にしたがい記載している。 
 

書  式 参 考 書 式 

・ 代理店が作成するもの 

（各事務に記載） 

・ 官庁等が作成するもの 

巻末に記載。主なもの 

は各事務に例示 
 

【使用にあたって】 
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ハ．事務のつなぎ方 

次表の区分にしたがい記載している。 

 

同一事務区分 

内でのつなぎ 

方 

〔例〕 「窓口４ 供託有価証券」の中でつなぐ場合 

供託有価証券払渡請求書は、前記（１）「有価証券の全部を払渡

す場合」（122ページのイ．）へ 

他の事務区分 

へのつなぎ方 

〔例〕 「窓口３ 保管有価証券」から「後方１ 計算整理、諸報告」

につなぐ場合 

受入証票は… 
☞「後方１ 計算整理、諸報告」 

（150ページの（１））へ 
 

 

 

 

３．国庫事務例規集３に収録していない事務の取扱い 

 

この例規集に収録していない事務については、すべて統轄店（注）に照会のうえ、その指示にし

たがって取扱うことにしている（主なものは、 統轄店照会事項 と表示してその内容を記載して

いる）。 

（注）１．統轄店とは、代理店の所在地を業務区域とする日本銀行の本支店をいう。ただ

し、帯広代理店、根室代理店、江差代理店および八雲代理店については、その所

在地にかかわらず、札幌支店を統轄店とする。 

２．統轄店照会事務一覧に記載されている先に照会する。 

統轄店照会事項 

【使用にあたって】 
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（参考） 

根 拠 法 令 

 

１．特定の略称を使用したもの 

（略 称）      （法 令 の 名 称） 

日  有  規   日本銀行政府有価証券取扱規程 

所  有  規   政府所有有価証券取扱規程 

保  有  規   政府保管有価証券取扱規程 

供  有  規   供託有価証券取扱規程 

供 託 準 則   供託事務取扱手続準則 

 

２．そ の 他 

上記以外のものは、原則として法令の正式名称を使用している。 

【使用にあたって】 
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国 庫 事 務 例 規 集 ３ 
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は じ め に 

 

１．この手続の適用 

代理店は、別に定めがある場合①を除き、この手続により、政府有価証券に関する

事務を取扱う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日有規   1.2 

会計法    35 

予算決算及び会 

計令    104 

 

政府所有有価証券にかかる取扱い（①取引の開廃、②現在額等の証明請

求、③受入れ、払渡し、④計算整理、諸報告、⑤帳簿、書類の整理保管） 

統轄店照会事項 
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① この手続のほか、別に定めがあるもの 

・ 「供託振替国債事務取扱要領（代理店引受金融機関用)
（注）」 

・ 日本銀行の本支店から送付された事務取扱いに関する通知類 

（注）供託有価証券事務取扱官庁の取引代理店および当該代理店引受金融機関の関係部署にのみ 

送付している。 
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２．政府有価証券として取扱う有価証券 

 所定の受入書類等①とともに取扱主任官から寄託または払込人から払込を受けた有

価証券を政府有価証券として取扱う。 

 

【政府有価証券として受入れる有価証券の種類】 

種  類 備         考 

国 債 証 券②
 日本政府、外国政府が発行した証券 

地 方 債 証 券 
地方公共団体（都道府県、市町村、特別区・地方公共団体の組合、

財産区等）が発行した証券 

社 債 券 
株式会社が商法の規定にもとづき発行した証券（一般に「事業債」

といわれているもの） 

特別の法律によ 

り法人が発行す 

る債券 

公庫、公団、長期信用銀行等が発行した証券（一般に「公団・公

庫債」、「金融債」といわれているもの） 

株     券 
株式会社が商法の規定にもとづき、出資者の株主権を表わすため

に発行した証券 

特別の法律によ 

り設立された法 

人が発行する出 

資証券 

日本銀行、帝都高速度交通営団、宇宙開発事業団、日本原子力研

究所等が出資者の持分を表わすために発行した証券 

証券投資信託ま 

たは貸付信託の 

受益証券（無記 

名式のもの） 

証券投資信託の委託会社または貸付信託の受託会社が各信託の

受益権を表わすために発行した証券 

上記以外の有価 

証券 

手形③、倉荷 

証券④等 

取扱官庁が適当と認めたもの等⑤
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①（参考）取扱区分別受入書類等の名称 

取 扱 区 分 受入書類 
 

添付書類 
 

提出者 
参考書式番号 参考書式番号 

政府所有有価証券 
政府所有有価 
証券寄託書 

 
政府所有有価 
証券受託証 
書の用紙 

 取扱主任官 

政府保管 
有価証券 

保  管 
有価証券 

政府保管有価 
証券提出書 

政府保管有価 
証券内訳書 

第６号 
 

第７号 
― ― 同 上 

政府保管有価 
証券払込書 

第８号 ― ― 払込人 

供  託 
有価証券 

供託有価証券 
寄託書 

第 11 号 

供託有価証券 
受託証書の 
用紙 

供  託  書 

第 12 号 供託者 

② 記名国債証券は、次のような場合に寄託される。 

 ・ 株式会社日本政策金融公庫（注）の貸付担保として提供された遺族国庫債券が記名者の所在

不明を理由に同公庫から弁済供託される場合 

 ・ 公職選挙（地方選挙を除く）に立候補のため供託者（立候補者または推薦届出者）名義の

遺族国庫債券が供託される場合 

 ・ 記名者の所在不明等により長期未交付となっている記名国債証券が財務省から弁済供託さ

れる場合 

 ・ 記名者の所在不明等の理由で市町村長が保管中の記名国債証券が市町村長から弁済供託さ

れる場合 

（注）「株式会社日本政策金融公庫法」（平成 19 年法律第 57 号）により、平成 20 年 10 月１日をもって「国民生

活金融公庫」は、解散し、その権利および義務は「株式会社日本政策金融公庫」が承継した。 

③ 手形は、次のような場合に寄託される。 

 ・ 金銭債務の支払いに代えて約束手形を交付する旨の契約により振出された約束手形が弁済

のため供託される場合 

 ・ 金融機関の保証のある約束手形が法人税納税猶予、相続税延納の担保として供託される場合 

・ 金融機関の引受、保証または裏書きのある手形が国の債権保全の担保として供託される場合 

④ 倉荷証券は、供託所（法務局、地方法務局等）が供託有価証券として受理した場合に寄託さ

れる。 

⑤１．有価証券から切り離された利札が単独で政府保管有価証券として寄託されることはない。 

 ２．次の会社等が発行した出資証券が供託有価証券として寄託されることはない。 

  ・ 合名会社、合資会社、有限会社 

・ 協同組合（消費生活協同組合、農業協同組合、信用協同組合、漁業協同組合等） 

 ３．持参人払式以外の定期預金証書が供託有価証券として寄託されることはない。
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〔日有規    ５〕 

 

 

 

 

３．政府有価証券①の取扱区分 

 政府有価証券の受払および保管は、政府所有有価証券と政府保管有価証券に区分し、

政府保管有価証券はさらに保管有価証券と供託有価証券に区分して取扱う。 
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① 政府有価証券には、国が所有する有価証券と国が保管する有価証券とがある。 

（参考）主なものは次表のとおり。 

 

取 扱 区 分 主  な  も  の 

政 府 所 有 

有 価 証 券 

・ 出資により取得した有価証券 

・ 特別会計の余裕金等を運用するために購入した有価証券 

・ 相続税等として物納を受けた有価証券 

政 

府 

保 

管 

有 

価 

証 

券 

保  管 

有価証券 

・ 物品売渡代金延納等の担保として提出を受けた有価証券 

・ 入札、契約、保釈等の保証として提出を受けた有価証券 

・ 国税等の滞納処分により差押えた有価証券 

供  託 

有価証券 

・ 債務の弁済のため供託された有価証券 

・ 宅地建物取引業、旅行業、割賦販売業、家畜商等の営業保証として

供託された有価証券 

・ 商品券発行、公職選挙立候補等の保証として供託された有価証券 

・ 訴訟関係等の担保または保証として供託された有価証券 

・ 国税等納税猶予、相続税等延納、酒税等保全、その他の担保として

供託された有価証券 
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４．政府有価証券の計算 

 政府有価証券の計算は、枚数および額面による。 

 この場合、外貨債①、額面表示のない有価証券等の額面は次表のとおり。 

 

区       分 額      面 

外   貨   債 
額面を所定の外国貨幣換算率②

 

で換算した邦貨額③
 

額 

面 

表 

示 

の 

な 

い 

有 

価 

証 

券 

株  券 

株式の数のほか１株の金額 

が表示されているもの 

１株の金額に株式の数を乗じた

金額 

株式の数のみ表示され１株 

の金額が表示されていない 

もの（無額面株券） 

零 

倉  荷  証  券 零 

証券投資 

信託の受 

益証券 

口数のほか「当初元本○円」 

と表示されているもの 
当初元本額 

口数のみ表示され「当初元 

本○円」と表示されていな 

いもの 

零 

額 面 変 更 株 券④
 変更後の額面 

 

５．営業時間外の取扱い 

 官庁から臨時至急を要するため、営業時間外取扱いの要請を受けたときは、統轄

店に連絡のうえその事務を取扱う。 

 ただし、次の場合は統轄店に連絡する必要はない。 

   ・ 選挙管理委員会から、公職選挙にかかる供託有価証券受入れの要請を受

けた場合⑤
 

   ・ 取引先の法務局等から、供託有価証券受入れの要請を受けた場合⑤ 
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① 外貨債とは、額面が外貨で表示されている有価証券をいう。 

② 所定の外国貨幣換算率は、支出官レート（「支出官事務規程に規定する外国貨幣換算率（注）」、

例規集２、297ページ）参照。 

（注）支出官レートは、改正のつど通知される。 

③１．外貨債１枚ごとに邦貨額に換算（円位未満切捨）する。 

 ２．取扱主任官が作成する受入書類（政府保管有価証券提出書を含む）には、所定の外国貨幣

換算率（上記②参照）で換算した邦貨額とその換算率が記載される。 

④ 額面変更株券とは、株券上の額面、１株の金額が変更（変更事由が付記される）され、それ

を証明する代表取締役の署名（記名、押印）があるものをいう。 

⑤・「公職選挙法により選挙が行われる場合の供託事務の取扱いについて」 

  （昭和 44年 12月 15日付国丙第 135号－例規集２に収録－） 

 ・「営業時間外における供託有価証券等の特別取扱いについて」 

  （昭和 35年３月 31日付国丙第 67号、223ページ） 

 

参照。 
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６．領収印等 

この手続で使用する領収印等①は、「日本銀行代理店国庫金事務取扱手続」（例規集

１に収録②）に定めるものを使用する。 
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①（参考）１．この手続で使用する領収印等のひな形は、次表のとおり。なお、これらは、必要

記入事項（日付、店名および処理内容）の記載の代替として使用するものとする。 

ひ  な  形 備        考 

領 

収 

印 

 

 

 

 

横 2.6cm  縦 2.2cm 

日付の下部縦線の個所に、押印

者名または連続番号等をそう入

してもよい。 

支

払

印 

 

 

 

 

直径 2.5cm 

 

 

     ２．領収印または支払印として使用できる出納印等 

       各事務において、領収印または支払印として使用できることを定めている自行庫

所定の出納印等は、日付、金融機関名、店舗名が表示できるものに限る。 

       ただし、自店に保管する受払証票等に押す場合は、金融機関名、店舗名の表示が

ないものでもよい。 

② 「日本銀行代理店国庫金事務取扱手続」の「はじめに」（６ページの４．）参照。

6.4.1 

支払 

○○代理店 

本 銀 
日 行 

○ 

領  6.4.1 収  

○ 
店 

理 代 



 

 

 



 

 

窓口１  取 引 の 開 廃 等 

 

 

○ 取引の開廃とは、官庁の取扱主任官等と代理店との間における政府有価証券の取

引の開始または廃止をいう。 

取引の開廃手続は、官庁が新設、廃止された場合のほか、取扱主任官等の交替が

あった場合に行うことになる。いずれの場合でも、そのつど、取扱主任官等から必

ず取引関係通知書が提出されることになっている。 

○ なお、取引関係通知書については、代理店でその写を作成し、本書は統轄店に送

付する扱いとなっており、この点を除けば、国庫金の場合の取扱方法とほぼ同様で

ある。 

 
 



（参 考） 

取 引 開 廃 書 類 の 受 付 等 

 

１．官庁との取引の開始 

 

 

 

 

 

 

２．取扱主任官等の交替 

 

 

 

 

 

 

３．官庁との取引の廃止 

 

 

 

 

 

（注）取引種類が供託有価証券の場合は、取扱主任官のほか供託官からも取引関係通知

書が提出される。 

 

 

 

 

 

代 理 店 
取引を開始する 

取扱主任官等(注) 

➋取引関係通知書 
 

統 轄 店 

日本銀行 
本 支 店 

取引関係 
  通知書写 

取引関係通知書 
照合用の印鑑票 ➊ 

代 理 店 
後 任 の 取 扱 

主 任 官 等 (注) 

➋取引関係通知書 
 

統 轄 店 

日本銀行 
本 支 店 

取引関係 
  通知書写 

取引関係通知書 
照合用の印鑑票 ➊ 

代 理 店 
取引を終止する 

取扱主任官等(注) 

➋取引関係通知書 
 

統 轄 店 

日本銀行 
本 支 店 

取引関係 
  通知書写 

➊取引関係通知書 
 

 
 



窓口１ 取引の開廃等 

 

目    次 

ページ 

１．官庁との取引の開始････････････････････････････････････････････････････････  16 

（１）取引関係通知書、印鑑票の確認･････････････････････････････････････････････  16 

（２）取引関係通知書、印鑑票の取扱い･･･････････････････････････････････････････  18 

 

２．取扱主任官等の交替･･････････････････････････････････････････････････････････  20 
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政府所有有価証券にかかる取扱い 

統轄店照会事項 

【取引の開廃・目次】 
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保有規     3 

供有規     6 

供託準則   25 

 

 

 

 

 

 

取引関係通知書等の

確認 

 

窓口１ 取引の開廃等 

 

１．官庁との取引の開始 

新規に政府有価証券の取引を開始するため、官庁の取扱主任官等から取引関係通知

書（参考書式第１号）、照合用の印鑑票の提出を受けたときは、次の取扱いをする。 

 

（１）取引関係通知書、印鑑票の確認 

○ 取引関係通知書の作成者名が次表の取扱主任官等①であること。 

取 引 種 類 取扱主任官等 

 

有
価
証
券 

政
府
保
管 

保管有価証券 取 扱 主 任 官 

供託有価証券 

同 上 

供  託  官 

 

○ 取引関係通知書の作成者名、印影が印鑑票と一致していること②。 

○ 次表のように、取引関係通知書の各項目が記載されていること。 
 

取引種類等 
 
 
 
 
項  目 

政 府 保 管 有 価 証 券 

保管有価証券 
（取扱主任官分） 

供 託 有 価 証 券 

（取扱主任官分） （供託官分） 

作  成  者 
取引を開始する取扱主任
官の所属庁、資格、官職、
氏名、印 

同  左 
取引を開始する供託

官の所属庁、官職、氏

名、印 

本文の冒頭に記載

されている者 
取引を開始する取扱主任
官の官職、氏名 

取引を開始する取扱

主任官の所属庁、官

職、氏名 

取引を開始する供託

官の所属庁、官職、氏

名 

本文中の取引内容 
貴店との間に政府保管有

価証券の寄託に関する取

引･･･ 

貴店との間に供託有価証券の寄託に関する

取引･･･ 

本文中の取引の 
「開始」または 
「終止」 

開  始 同  左 

理  由 新  設 同  左 

付  記 （記載されない） （同  左） 

 

 

【取引の開始】 

16 



 

① 供託有価証券の取引については、取扱官庁（法務局、地方法務局およびこれらの支局、出張

所）の取扱主任官（注１）と供託官（注２）からそれぞれ取引関係通知書、印鑑票の提出を受ける。 

  （注１）取扱主任官とは、供託有価証券の出納保管に関する事務を取扱う国の職員をいい、受入書類の作成、

突合表の証明などの事務を行っている。 

  （注２）供託官とは、現金、有価証券による供託の受理、供託された現金、有価証券および利賦札の払渡しの

認可に関する事務を取扱う国の職員をいい、供託書の受理、証印、払出書類の作成などの事務を行って

いる。 

② 【取引関係通知書、印鑑票の記載例】－供託有価証券の場合－ 

 １．取扱主任官分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 ２．供託官分 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

第  １  号 
平成７年５月１日 

日本銀行○○代理店 御中 

○○地方法務局○○支局取扱主任官 
供 託 官  田中 一郎 □印  

取 引 関 係 通 知 書 

○○地方法務局○○支局 供託官 田中一郎は、

本日付をもって、貴店との間に供託有価証券の寄託

に関する取引を
 開始 

するので通知します。 
終止 

（理由     新  設   ） 
（付記） 

日本銀行    店受付 
                            平成   年  月 日 

 
取引種類等 

○○地方法務局 
○○支局取扱主任官 
供 託 官 田中 一郎 

使用開始日 

□印  
変 更 日 

印  鑑  票 

（様式、規格等は適宜）  
 

作成日（代理店への提出日） 
作成者 

・ 訂正印は不要 

第  ２  号 
平成７年５月１日 

日本銀行○○代理店 御中 

   ○○地方法務局○○支局  
供 託 官  田中 一郎 □印  

取 引 関 係 通 知 書 

○○地方法務局○○支局 供託官 田中一郎は、

本日付をもって、貴店との間に供託有価証券の寄託

に関する取引を開始するので通知します。 
 

（理由     新  設    ） 
（付記） 

日本銀行    店受付 
              平成   年  月 日 

 
取引種類等 

○○地方法務局○○支局 
供 託 官 田中 一郎 

使用開始日 

□印  
変 更 日 

印  鑑  票 

（様式、規格等は適宜） 
 

作成日（代理店への提出日） 
作成者 

【取引の開始】 
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取引関係通知書等の

取扱い 

 

 

（２）取引関係通知書、印鑑票の取扱い 

 

書 類 名 称 取  扱  方  法 

取引関係通知書 

○ 受付日、代理店名を記入①する。 

○ 写を作成し、その写を使用中分として整理する。 

○ 本書は統轄店に送付する。 
 

印  鑑  票 
○ 取引種類、使用開始日を記入①し、使用中分とし

て整理する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【取引の開始】 
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① 【取引関係通知書、印鑑票への受付日等の記入例】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ 受付印等を使用してもよい。 

・ 取引種類（保管有価証券または供託有価証券）を記入する。 

・ 取引関係通知書の作成日（取引店への提出日）を記入する。 

  作成日と提出日が違う場合は次のとおり取扱う。 

   ・印鑑票の使用開始日･････････作成日 

   ・取引関係通知書の受付日･････提出日 

取引種類等 

供 託 有 価 証 券 

○○地方法務局 
 ○○支局取扱主任官 

供 託 官 田中 一郎 
使用開始日 
７．５．１ 

 □印  
変 更 日 

印  鑑  票 
      （様式、規格等は適宜） 
 
 

 
（理  由        新  設  ） 
（付  記） 

 
 
 
 

日本銀行  店受付 
平成  年 月 日 

 
 

○ ○ 
代理店 

受 付 

７．５．１ 

【取引の開始】 
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【取扱主任官等の交替】 

20 

③ 

 

保有規     3 

供有規     6 

 

 

 

 

 

取引関係通知書等の 

確認 

 

 

 

 

 

２．取扱主任官等の交替 

後任の取扱主任官等から取引関係通知書、印鑑票の提出を受けたときは、次の取

扱いをする。 

 

（１）取引関係通知書、印鑑票の確認 

○ 取引関係通知書の作成者名が次表の取扱主任官等
①
であること。 

取 引 種 類 取扱主任官等 

有
価
証
券 

政
府
保
管 

保管有価証券 取 扱 主 任 官 

供託有価証券 
同 上 

供 託 官 

 

○ 取引関係通知書の作成者名、印影が印鑑票と一致していること
②
。 

○ 次表のように、取引関係通知書の各項目が記載されていること。 

 

取引種類等 
 
 
 
 
項  目 

政 府 保 管 有 価 証 券 

保管有価証券 
（取扱主任官分） 

供 託 有 価 証 券 

（取扱主任官分） （供託官分） 

作  成  者 

後任の取扱主任官の

所属庁、資格、官職、

氏名、印 

同  左 

後任の供託官の所属

庁、官職、氏名、印 

本文の冒頭に記載さ

れている者 

後任の取扱主任官の

官職、氏名 

後任の取扱主任官の所属

庁、官職、氏名 

後任の供託官の所属

庁、官職、氏名 

本文中の取引内容 

貴店との間に政府保

管有価証券の寄託に

関する取引･･･ 

貴店との間に供託有価証券の寄託に関する取

引･･･ 

本文中の取引の 

「開始」または 

「終止」 

開  始 同  左 

理  由 異  動 同  左 同  左 

付  記 
前任の取扱主任官の
官職、氏名 

同  左 
前任の供託官の官職、

氏名 

 

 

 

 



 

【取扱主任官等の交替】 
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① 供託有価証券の取引については、取扱主任官と供託官からそれぞれ取引関係通知書、印鑑票

の提出を受ける。なお、振替国債についてのみ供託有価証券の取引を行っている場合には、供

託官からの取引関係通知書および印鑑票の提出は受けない。 

② 【後任官から提出された取引関係通知書、印鑑票の記載例】－供託有価証券の場合－ 

 １．取扱主任官分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ２．供託官分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 振替国債についてのみ供託有価証券の取引を行っている場合には、「異動（振替国債に限る）」

と記載される。

第  ３  号 

平成７年１０月２日 

日本銀行○○代理店 御中 

 

   ○○地方法務局○○支局取扱主任官 

供 託 官 高山 徹 □印  
 

取 引 関 係 通 知 書 

○○地方法務局○○支局 供託官 高山 徹は、

本日付をもって、貴店との間に供託有価証券の寄託

に関する取引を 
開始 するので通知します。 
終止 

（理由   異  動   ） 

（付記）   供託官 田中 一郎 

日本銀行     店受付 

平成  年  月  日 

 

取引種類等 

○○地方法務局 

○○支局取扱主任官 

供 託 官 高山 徹 

使用開始日 

□印  
変 更 日 

印  鑑  票 

（様式、規格等は適宜） 
 

作成日（代理店への提出日） 

作成者 

 

 

 

 
・ 訂正印は不要 

 

 

第  ４  号 

平成７年１０月２日 

日本銀行○○代理店 御中 

 

    ○○地方法務局○○支局 

供 託 官 高山 徹 □印  
 

取 引 関 係 通 知 書 

○○地方法務局○○支局 供託官 高山 徹は、

本日付をもって、貴店との間に供託有価証券の寄託

に関する取引を開始するので通知します。 

 

（理由   異  動   ） 

（付記）   供託官 田中 一郎 

日本銀行      店受付 

平成   年  月  日                          

 

取引種類等 

○○地方法務局 ○○支局 

供 託 官 高山 徹 

使用開始日 

□印  
変 更 日 

印  鑑  票 

（様式、規格等は適宜） 

 

 

作成日（代理店への提出日） 

作成者 



 

 

取引関係通知書等の

取扱い 

（２）取引関係通知書、印鑑票の取扱い 

 

区分 取  扱  方  法 

後
任
官
か
ら
提
出
さ
れ
た
分 

○ 取引関係通知書に受付日、代理店名を記入
①
する。 

○ 写を作成し、その写を使用中分として整理する。 

○ 本書は統轄店に送付する。 

○ 印鑑票に取引種類、使用開始日を記入
①
し、使用中分として整

理する。 
 

  
前

任

官

か

ら

提

出

さ

れ

て

い

る

分 

○ 取引関係通知書写の下部余白と印鑑票の変更日欄とに、次の

事項を記入
②
する。 

 ・ 後任官から提出された取引関係通知書の作成日 

○ 印鑑票は変更日欄の日付から１年間使用中分として整理す

る。 

 

取引関係通知書写･･･････････････････････ 
は、 

変更日欄の日付から１年を過ぎた印鑑票･･･ 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「後方２ 帳簿、書類の整理保管」 
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【取扱主任官等の交替】 
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① 【後任官から提出された取引関係通知書、印鑑票への受付日等の記入例】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 【前任官から提出されている取引関係通知書写、印鑑票への交替日の記入例】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 
 
 
 
７．１０．２ 

日本銀行   店受付 
平成   年 月 日 

 
 

 

 
使用開始日 

７．５．１ 
印 

変 更 日 

７．１０．２ 

印  鑑  票 

 

 

受 付 

７．５．１ 

○ ○ 
代理店 

 

・ 受付印等を使用してもよい。 

・ 取引種類（保管有価証券または供託有価証券）を記入する。 

・ 後任官から提出された取引関係通知書の作成日を記入する。 

取引種類等 

 供 託 有 価 証 券 

○○地方法務局 
 ○○支局取扱主任官 
供 託 官 高山 徹 

使用開始日 

７．１０．２ 
印 

変 更 日 

印  鑑  票 

（様式、規格等は適宜） 

 
 

 

 

 

（理 由   異  動     ） 

（付 記）   供託官 田中 一郎 

 

 

 

 

日本銀行   店受付 

平成   年 月 日 

 

 

○ ○ 
代理店 

 

受 付 
７.１０.２ 

【取扱主任官等の交替】 
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【取引の廃止】 
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保有規     3 

供有規     6 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取引関係通知書等の

確認 

 

３．官庁との取引の廃止 

 

（１）残務承継官
①
が設けられる場合 

 

イ．残務承継官との取引の開始 

廃止される官庁の残務を承継する取扱主任官
②
から取引関係通知書、印鑑票の提

出を受けたときは、次の取扱いをする。 

 

（イ）取引関係通知書、印鑑票の確認 

○ 取引関係通知書の作成者名が次表の取扱主任官であること。 

取 引 種 類 取 扱 主 任 官 

有
価
証
券 

政
府
保
管 

保管有価証券 取 扱 主 任 官 

供託有価証券 同 上 

 

○ 取引関係通知書の作成者名、印影が印鑑票と一致していること
③
。 

○ 次表のように、取引関係通知書の各項目が記載されていること。 

 

取引種類等 
 
 
 
項  目 

政 府 保 管 有 価 証 券 

保管有価証券 
（取扱主任官分） 

供 託 有 価 証 券 
（取扱主任官分） 

作  成  者 
残務を承継する取扱主任官の所
属庁、資格、官職、氏名、印 

同  左 

本文の冒頭に記載さ

れている者 
残務を承継する取扱主任官の官
職、氏名 

残務を承継する取扱主任官の

所属庁、官職、氏名 

本文中の取引内容 
貴店との間に政府保管有価証

券の寄託に関する取引･･･ 

貴店との間に供託有価証券の

寄託に関する取引･･･ 

本文中の取引の 

「開始」または 

「終止」 

開  始 同  左 

理  由 廃止に伴う残務承継 同  左 

付  記 
取引を終止する取扱主任官の官

職、氏名 
同  左 

 

 

 

④ 



 

【取引の廃止】 
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第  １３  号 

平成８年３月２５日 

 

日本銀行○○代理店 御中 

 

   ○○税務署残務承継 
   △△税務署取扱主任官 

△△税務署長   原 田 太 郎 □印  

 

取 引 関 係 通 知 書 

△△税務署長 原田太郎は、本日付をもって、

貴店との間に政府保管有価証券の寄託に関する取

引を 
開始 するので通知します。 

終止 

 

（理由   廃止に伴う残務承継） 

（付記）  ○○税務署長 

        山本 保 

 

日本銀行      店受付 
平成   年  月  日 

 

作成日（代理店への提出日） 

 

・ 廃止される官庁の名称と残務 

承継の旨が記載される。 

作成者 

 

取引種類等 

○○税務署残務承継 
△△税務署取扱主任官 

△△税務署長 

原 田 太 郎 

使用開始日 

□印  
変 更 日 

印  鑑  票 

（様式、規格等は適宜） 
 

・ 訂正印は不要 

① 残務承継官とは、廃止される官庁の取扱主任官の残務処理（月計突合表の証明等）を行うた

めに設けられる取扱主任官をいう。 

 

② 供託有価証券取引の場合、供託官については残務承継官は任命されないので、同時に供託官

から取引関係通知書（終止届）の提出を受け、後記（２）「残務承継官が設けられない場合」

（30ページ）に準じて取扱う。 

 

③ 【取引関係通知書、印鑑票の記載例】－保管有価証券の場合－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 振替国債についてのみ供託有価証券の取引を行っている場合には、「廃止に伴う残務承継（振

替国債に限る）」と記載される。 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

取引関係通知書等の

取扱い 

 

（ロ）取引関係通知書、印鑑票の取扱い
 

 
区分 取  扱  方  法 

提
出
さ
れ
た
分 

残
務
承
継
官
か
ら 

○ 取引関係通知書に受付日、代理店名を記入
①
する。 

○ 写を作成し、その写を使用中分として整理する。 

○ 本書は統轄店に送付する。 

○ 印鑑票に取引種類、使用開始日を記入
①
し、使用中分として

整理する。 

廃

止

さ

れ

る

官

庁

の

取

扱

主

任

官

か

ら

提

出

さ

れ

て

い

る

分 

○ 取引関係通知書写の下部余白と印鑑票の変更日欄とに、次の

事項を記入
②
する。 

 ・ 残務承継官から提出された取引関係通知書の作成日 

○ 印鑑票は変更日欄の日付から１年間使用中分として整理す

る。 

 

取引関係通知書写･･･････････････････････ 
は、 

変更日欄の日付から１年を過ぎた印鑑票･･･ 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

「後方２ 帳簿、書類の整理保管」 

（166ページの（１））へ 

【取引の廃止】 
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① 【残務承継官から提出された取引関係通知書、印鑑票への受付日等の記入例】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

② 【廃止される官庁の取扱主任官から提出されている取引関係通知書写、印鑑票への取引終止

日の記入例】 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

・ 受付印等を使用してもよい。 
・ 取引種類（保管有価証券または供託有価証券）を 
記入する。 

・ 残務承継官から提出された取引関係通知書の作成日 
を記入する。 

取引種類等 
 

保 管 有 価 証 券 

○○税務署残務承継 
△△税務署取扱主任官 
△△税務署長 

   原 田 太 郎 

使用開始日 
  ８．３．２５ 

□印  
変 更 日 

印  鑑  票 

（様式、規格等は適宜） 
 

 

（理 由   廃止に伴う残務承継） 

（付 記）  ○○税務署長 

          山本 保 
 
 
 
 

日本銀行    店受付 
平成  年  月  日 

 
 

受付 
８．３.２５ 

○ ○ 
代理店 

 

 

使用開始日 
７．１０．２ 

□印  
変 更 日 

８．３．２５ 

印  鑑  票 
 

 
 
 
 
 
 
８．３．２５ 

日本銀行    店受付 
平成  年  月  日 

 
 

受付 
７．１０.２ 

○ ○ 
代理店 

【取引の廃止】 
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残務承継官の交替 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

残務承継官との取

引終止 

 

ロ．残務承継官の交替 

後任の残務承継官から取引関係通知書、印鑑票の提出を受けたときは、次の取扱

いをする。 

○ 前記２．「取扱主任官等の交替」の場合（20ページ）に準じて取扱う。 

 

ハ．残務承継官との取引の終止 

任務の終了により取引を終止しようとする残務承継官から取引関係通知書
①
の提

出を受けたときは、次の取扱いをする。 

○ 後記（２）「残務承継官が設けられない場合」（30ページ）に準じて取扱う。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【取引の廃止】 
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① 【取引関係通知書の記載例】－保管有価証券の場合－ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

第  １４  号 
平成８年６月２８日 

 
日本銀行○○代理店 御中 

 
   ○○税務署残務承継 
   △△税務署取扱主任官 

△△税務署長   原 田 太 郎 □印  
 

取 引 関 係 通 知 書 
△△税務署長 原田太郎は、本日付をもって、

貴店との間に政府保管有価証券の寄託に関する取

引を 
開始 するので通知します。 
終止 

 
（理由   廃   止    ） 
（付記）   
 
  

日本銀行      店受付 
平成   年  月  日 

作成者 

・ 訂正印は不要 
 

【取引の廃止】 
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取引関係通知書の確

認 

 

 

 

（２）残務承継官が設けられない場合 

廃止される官庁の取扱主任官等から取引関係通知書の提出
①
を受けたときは、次

の取扱いをする。 

 

イ．取引関係通知書
②
の確認 

○ 取引関係通知書の作成者名が次表の取扱主任官等であること。 

取 引 種 類 取扱主任官等 

 

有
価
証
券 

政
府
保
管 

保管有価証券 取 扱 主 任 官 

供託有価証券 
同 上 

供 託 官 

 

○ 取引関係通知書の作成者名、印影が届出の印鑑票と一致していること。 

○ 次表のように、取引関係通知書の各項目が記載されていること。 

 
取引種類等 

 
 
 
項  目 

政 府 保 管 有 価 証 券 

保管有価証券 
（取扱主任官分） 

供 託 有 価 証 券 

（取扱主任官分） （供託官分） 

作  成  者 
廃止される官庁の取
扱主任官の所属庁、
資格、官職、氏名、
印 

同  左 
廃止される官庁の供託

官の所属庁、官職、氏名、

印 

本文の冒頭に記載さ

れている者 

廃止される官庁の取
扱主任官の官職、氏
名 

廃止される官庁の取

扱主任官の所属庁、官

職、氏名 

廃止される官庁の供託

官の所属庁、官職、氏名 

本文中の取引内容 
貴店との間に政府

保管有価証券の寄

託に関する取引･･･ 

貴店との間に供託有価証券の寄託に関する取

引･･･ 

本文中の取引の 
「開始」または 
「終止」 

終  止 同  左 

理  由 廃  止 同  左 

付  記 （記載されない） （同  左） 

 

 

 

 

【取引の廃止】 
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【取引の廃止】 
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① 供託有価証券の取引については、取扱主任官と供託官からそれぞれ取引関係通知書（終止届）

の提出を受ける。なお、振替国債についてのみ供託有価証券の取引を行っている場合には、供

託官からの取引関係通知書および印鑑票の提出は受けない。 

 

② 【取引関係通知書の記載例】－供託有価証券の場合－ 

 １．取扱主任官分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ２．供託官分 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第  １９  号 

平成８年３月２５日 

 

日本銀行○○代理店 御中 

 

  ○○地方法務局△△支局取扱主任官 

供 託 官 池田 春夫 □印  

 

取 引 関 係 通 知 書 

○○地方法務局△△支局 供託官 池田春夫は、

本日付をもって、貴店との間に供託有価証券の寄託

に関する取引を 
開始 するので通知します。 

終止 

 

（理由   廃   止    ） 

（付記）   

 

日本銀行      店受付 
平成   年  月  日 

 

作成日（代理店への提出日） 

 

 

 

 

作成者 

 

 

・ 訂正印は不要 

 

 

第  ２０  号 

平成８年３月２５日 

 

日本銀行○○代理店 御中 

 

        ○○地方法務局△△支局 

供 託 官 池田 春夫 □印  

 

取 引 関 係 通 知 書 

○○地方法務局△△支局 供託官 池田春夫は、

本日付をもって、貴店との間に供託有価証券の寄託

に関する取引を終止するので通知します。 

 

（理由   廃   止    ） 

（付記）   

 

日本銀行      店受付 
平成   年  月  日 
 

作成日（代理店への提出日） 

 

 

作成者 



 

 

取引関係通知書等の

取扱い 

 

 

ロ．取引関係通知書、印鑑票の取扱い 

区分 取  扱  方  法 

取
引
終
止
の
た
め
提
出
さ
れ
た
分 

 

○ 取引関係通知書に受付日、代理店名を記入
①
する。 

○ 写を作成する。 

○ 本書は統轄店に送付する。 

 

 取引関係通知書写は、 
 
 

 

す
で
に
提
出
さ
れ
て
い
る
分 

 

○ 取引関係通知書写の下部余白と印鑑票の変更日欄とに、次の事項

を記入
②
する。 

・ 取引終止のため提出された取引関係通知書の作成日 

○ 印鑑票は変更日欄の日付から 1 年間使用中分として整理する。 

 

 
取引関係通知書写･･･････････････････････ 

は、 
変更日欄の日付から１年を過ぎた印鑑票･･･ 
 

 

 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「後方２ 帳簿、書類の整理保管」 

（166ページの（１））へ 

「後方２ 帳簿、書類の整理保管」 

（166ページの（１））へ 

 

取扱主任官から取引店を他店に変更する旨の申出を受け

た場合または官職名変更等の通知書の送付を受けた場合 

統轄店照会事項 

【取引の廃止】 
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① 【取引終止のため提出された取引関係通知書への受付日等の記入例】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 【すでに提出されている取引関係通知書写、印鑑票への取引終止日の記入例】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 受付印等を使用してもよい。 

 

 

（理 由      廃  止 ） 

（付 記） 

 

 

 

 

日本銀行 店受付 

平成 年 月 日 

 

 

○ ○ 
代理店 

 
 

受 付 
８.３.２５ 

 

 
使用開始日 
７．１０．５ 

印 変 更 日 
８．３．２５ 

印  鑑  票 

 

 
 

 
 
 
 
 

８．３．２５ 
日本銀行 店受付 
平成 年 月 日 

 
 

○ ○ 
代理店 

 

受 付 

７．１０．５ 

・ 取引終止のため提出された取引関係通知書の作成日を記入する。 

【取引の廃止】 
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【証明請求】 

33-2 

日有規４４の２ 

 

 

請求者名の確認 

 

 

 

 

 

 

件別帳との照合 

 

請求書の取扱い 

４．取扱主任官等から有価証券の現在額等の証明請求を受けた場合の取扱い 

 

（１）現在額の証明請求①を受けた場合 

○ 次表により、現在額の証明請求書②に記載されている請求者名を確かめる。 

 

区 分 請  求  者  名 

保 管 有 価 証 券 取扱主任官（またはこれを監督、検査する者） 

供 託 有 価 証 券 同   上 

 

○ 現在額の証明請求書に指定された日の現在額が、これに該当する件別帳と一致③して

いることを確かめる。 

○ 現在額の証明請求書の下部に次の事項を記入し、これを請求者に渡す。 

・ 証 明 の 旨 

・ 証 明 日 

・ 代 理 店 名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

【証明請求】 

33-3 

①（参考）現在額の証明請求は、次のような場合に取扱主任官と取引している代理店に対して行

われる。 

・ 取扱主任官が交替する場合 

・ 会計検査院等が検査する場合 

 

②【供託有価証券の現在額証明請求書の記載例】－取扱主任官が請求する場合－ 

 
   

供 託 有 価 証 券 

現 在 額 証 明 請 求 書 

 

令和3年9月1日 

日本銀行○○代理店 

        御中 

○○地方法務局○○支局取扱主任官 

    供託官 荒川太郎  

 

  枚 数 83枚   

  総額面 5,800,000円   

     （令和3年8月31日現在） 

  上記について証明願います。 

  

  （日本銀行証明欄） 

 

上記のとおり相違ないことを証明します。 

 

   令和3年9月1日 

日本銀行○○代理店    

 

（様式、規格等は適宜） 

・請求者が取扱主任官を監督、検査する者である場合は、「（令和３年８月３１日現在）」の下部または適宜の

箇所に「○○地方法務局○○支局取扱主任官 供託官荒川太郎分」と付記される。 

 

③ 受払簿を設けている場合（注）は、これにより確かめてよい。 

（注）保管有価証券の場合･････････････････  81    

供託有価証券の場合･････････････････ 119   

 

 

ページの③２.参照。 

・供託有価証券（振替国

債）については、枚数

が記載されない。 

・代理店の記入事項 

取扱主任官 

届出の印鑑票どおり
記名される。 



 

【証明請求】 

33-4 

 

日有規 ４４ 

保有規 ２２ 

供有規  ６ 

 

請求者名等の確認 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

件別帳との照合等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

証明請求書の取扱い 

 

 

（２）有価証券保管の証明請求①を受けた場合 

○ 次表により、証明請求書②（参考書式第 22 号）に記載されている請求事由、請

求者名を確かめる。 

 

区 分 請 求 事 由 請 求 者 名 

保 管 有 価 証 券 

政府保管有価証券受託証書 

の亡失（またはき損） 
取 扱 主 任 官 

政府保管有価証券払込済通知書

の亡失（またはき損） 

取 扱 主 任 官 

または払込人 

供 託 有 価 証 券 
供託有価証券受託証書 

の亡失（またはき損） 
取 扱 主 任 官 

 

○ 証明請求書に記載されている枚数、総額面に訂正、改ざんがないことを確かめ

る。 

○ 証明請求書に記載されている受託番号（または供託番号）、提出者名（または供

託者名）、有価証券の要項（証券名称、枚数、総額面、内訳）等が、これに該当す

る件別帳と一致していることを確かめる。 

○ 件別帳の余白に、請求事由に応じて次の事項を記入する。 

・ 証 明 日 

・ 受託証書亡失（またはき損）のための証明の旨 

または 

払込済通知書亡失（またはき損）のための証明の旨 

○ 証明請求書の証明欄に次の事項を記入し、これを請求者③に渡す。 

・ あ て 先 

・ 証 明 日 

・ 代 理 店 名 

 

 

 

 

 



 

【証明請求】 

33-5 

①（参考）有価証券保管の証明請求は、次の場合に、保管有価証券等の受託証書または政府保管

有価証券払込済通知書を発行した代理店に対して行われる。 

・ 取扱主任官が保管有価証券等の受託証書または政府保管有価証券払込済通知書

を亡失（またはき損）した場合（証明請求書は参考書式第 22 号(１)が使用される。

記載例は下記②参照） 

・ 払込人が政府保管有価証券払込済通知書を取扱官庁に提出前に亡失（またはき

損）した場合（証明請求書は参考書式第 22 号（２）が使用される。記載例は 33

の 7 ページの③２.参照） 

 

② 【保管有価証券の証明請求書の記載例】 

－政府保管有価証券受託証書の亡失により取扱主任官が請求する場合－ 

 
 証  明  請  求  書 

 

（受 託 番 号） 第    60    号 

（受 託 日 付） 平成 4 年 11 月 2 日 

（取扱官庁名） ○ ○ ○ ○ 事 務 所 

（提 出 者 名） 株 式 会 社 ○ ○ 建 設 

 

 
証券名称 枚数 総額面 

内              訳 
備考 

 

 額  面 回記号 番 号  

 電信電話債券 2 200,000 10 万円券 い号 
第 5 回 

第 2345 号 
第 2346 号 

  

  
日本銀行○○代理店 御中 

（日付） 令和 3 年 7 月 6 日 

○○○○事務所取扱主任官 

総務課長  赤 井 一 郎    

  

政府保管有価証券受託証書を亡失（またはき損）しましたので、 

上記の証券を保管していることを証明して下さい。 

  

  
○○○○事務所取扱主任官 殿 

（日付） 令和 3 年 7 月 6 日 

日本銀行○○代理店          

上記の証券を保管していることを証明します。 

  

  日本銀行       店 御中 

（日付） 

取扱主任官             印 
上記の証券を払い渡して下さい。 

  

  日本銀行       店 御中 

（日付） 

（住所、  氏名）                

上記の証券を受領しました。 

  

 

 

有価証券の要項 

 

請求事由 

 

取扱主任官 

届出の印鑑票どおり 
記名される 

 

 

 

・ 代理店の記入事項 



 

 

 

【証明請求】 

33-6 



 

    【証明請求】 

33-7～65 

③１．請求者が保管有価証券の払込人（請求事由･･･政府保管有価証券払込済通知書の亡失または

き損）であるときは、その保管有価証券を取扱う取扱主任官に証明した旨の通知をする（証明

済通知書の作成例は下記３.参照）。 

２．【保管有価証券の証明請求書の記載例】 

－政府保管有価証券払込済通知書の亡失により払込人が請求する場合－ 

 

 証  明  請  求  書 
（受 託 番 号） 第   74   号 

（受 託 日 付） 平成 7 年 6 月 5 日 

（取扱官庁名） ○ ○ ○ ○ 事 務 所 

 

 
証券名称 枚数 総額面 

内        訳 
備考 

 

 額 面 回記号 番 号  

 割引興業債券 4 350,000 5 万円券 
10 〃 

第 470 号 
〃 

第 677 号 
自第 515 号 
至第 517 号 

  

  
日本銀行○○代理店 御中 

（日付）  令和 3 年 6 月 8 日 

株式会社○○建設 

代表取締役   金 山 高 志     

政府保管有価証券払込済通知書を亡失（またはき損）しましたので、

上記の証券を保管していることを証明して下さい。 

  

  株式会社○○建設 

 代表取締役   金 山 高 志 殿 

（日付） 令和 3 年 6 月 8 日 

日本銀行○○代理店       

上記の証券を保管していることを証明します。 

  

  （保管事由） 

取扱主任官 殿 

（日付） 

（住所、  氏名）             

上記の証券を払い込みました。 

  

  日本銀行     店 御中 

（日付） 

取扱主任官          ○印  

上記の証券を払い渡して下さい。 

  

  日本銀行     店 御中 

（日付） 

（住所、  氏名）             
上記の証券を受領しました。 

  

 

３．【証明済通知書の作成例】－証明請求書の写に付箋を付けて通知する場合－ 

 

上記の証券を受領しました。 

○○○○事務所取扱主任官 殿 

上記のとおり証明しましたので通知します。 

令和 3 年 6 月 8 日 

日本銀行○○代理店       

 

有価証券の要項 

 

請求事由 
 

払込人 

 

 

 

 

・ 代理店の記入事項 

・ あて先、証明文言、証明日、 

代理店名を記入する。 



 

 

     

 



 

 

窓口２  削 除 

 

 

 

 



 

 



 

 

 

 

窓口３  保 管 有 価 証 券 

 

 

○ 保管有価証券とは、法令の定めにもとづき取扱官庁（裁判所、税務署等）が保管

する有価証券をいい、これら有価証券は、特別の事由があるものを除き、日本銀行

に寄託されることになっている。 

保管事由の主なものとしては、①物品売渡代金延納の担保、②入札、契約、保釈

の保証、③国税等の滞納処分による差押えなどがあげられる。 

○ 日常の事務としては、有価証券の受入れ、払渡し（全部または一部）のほか、付

属利賦札のみの払渡し等がある。 



 

 

（参 考） 

保管有価証券の受払経路等 

－有価証券に利札または賦札が付属している場合－ 

 

１．受 入 れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．払 渡 し  

（１）有価証券の全部払渡し 

 

 

 

 

 

 

 

（２）有価証券の一部払渡し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（３）付属利賦札の払渡し 

 

 

 

 

取扱主任官 

政府保管有価

証券提出書 

➋政府保管有価証

券受託証書 

 

➌政府保管有価証 

券提出書 

（政府有価証券

受払集計表に

添付） 
 代 理 店 

➊ 

➊ 

有価証券 

保管有価証券 

件 別 帳 

統 轄 店 

日本銀行 

本 支 店 

請 求 者 

➊ 政府保管有価証

券受託証書 
 代 理 店 

保管有価証券 

件 別 帳 
➋有価証券 

 

統 轄 店 

日本銀行 

本 支 店 

➌政府保管有価証 

券受託証書 

（政府有価証券

受払集計表に

添付） 

取扱主任官 

請 求 者 

➊政府保管有価証券受託証書 

 
 代 理 店 

保管有価証券 

件 別 帳 

政府保管有価証券 

一部払渡請求書 

➌政府保管有価証

券一部払渡請求書 

（政府有価証券受

払集計表に添付） 
統 轄 店 

日本銀行 

本 支 店 
取扱主任官 

請 求 者 

➋政府保管有価証

券受託証書 

 
➋有価証券 

 

請 求 者 

 代 理 店 

保管有価証券 

件 別 帳 

➊政府保管有価証券 

利札・賦札請求書 

 

➋利札または賦札 

 

統 轄 店 

日本銀行 

本 支 店 

➌政府保管有価証券

利札・賦札請求書 

（適宜の送付書に添

付） 
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窓口３ 保管有価証券 

 

目    次 

ページ 
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窓口３ 保管有価証券 

 

１．受入れ  

取扱主任官または払込人から、次表の受入書類により有価証券①（付属書類②を含

む）の寄託または払込を受けたときは、次の取扱いをする。 

 

取扱主任 官 

または払込人 
受 入 書 類 の 名 称 

 

参考書式番号 

 

取扱主任 官 

 

政府保管有価証券提出書③
 

または 

政府保管有価証券内訳書③
 

第６号 

 

第７号 

払 込 人 政府保管有価証券払込書③
 第８号 
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① （参考）保管有価証券として受入れる有価証券の種類は、「はじめに」（６ページの２．）

参照。 

② 記名式有価証券（株券を除く）の寄託または払込を受ける場合に限り必要な書類で、具体的

には、譲渡証書等がこれにあたる。 

③（参考）政府保管有価証券提出書、政府保管有価証券内訳書および政府保管有価証券払込書は、

次の場合に使用される。 

・提出書･･･････取扱主任官が提出者から提出書とともに受入れた有価証券を寄託する場合 

・内訳書･･･････取扱主任官が提出者等から受入れた有価証券を寄託する場合 

・払込書･･･････払込人が取扱主任官の承認を得て有価証券を払込む場合 
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受入書類等の確認 （１）受入書類の確認 

イ．政府保管有価証券提出書により受入れる場合 

 

受入書類の名称 確    認    内    容 

政府保管有価証 

券 提 出 書① 

○ 取扱主任官の所属庁名、資格、官職、氏名が

記載されていること。 

○ 官庁への提出者の住所、氏名が記載されてい

ること。 

○ その他の記載事項が整っていること。 

・ 枚数、総額面に訂正、改ざんがないか 

・ 提出の事由、有価証券の要項（証券名称、

枚数、総額面、内訳）等の記載もれがないか 
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① 【政府保管有価証券提出書の記載例】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 （注１）用紙が２枚以上にわたる場合は、各用紙間に取扱主任官および官庁への提出者の記名がされる。 

 （注２）１．外貨債の場合は、外貨額で記載される。 

     ２．額面表示のない有価証券（無額面株券等）の場合は、総額面欄には「０」、内訳の額面欄には券

面ごとの株数等が記載される。 

 （注３）付属利札の全部が欠けている場合でその旨の記載がないときは、鉛筆で「なし」と付記する。 

 （注４）１．外貨債の場合は、１枚ごとに所定の外国貨幣換算率で換算した邦貨額（円位未満切捨）およびそ

の換算率が記載される。 

     ２．次の事項を鉛筆で付記する。 

・ 有価証券に付属書類が添付されている場合･･････････「譲渡証書○通添付」等 

・ 付属利賦札が最終の渡期まで連続しておらず一部が欠けている場合 

･････････････「○年○月○日渡利札（または賦札）けん欠」 

 
              政府保管有価証券提出書（注１） 
  
   （提出の事由） 契約保証金     令和 3 年 10 月 4 日 
   ○○○○事務所 取扱主任官 殿     住所 ○○市○○町○○ 
                       氏名 株式会社 ○○建設 
                          取締役社長 石原太郎  

 下記の証券を提出します。 
                                       

    

日本銀行○○代理店 御中       令和 3 年 10 月 5 日 

                      ○○○○事務所 取扱主任官 
    下記の証券を寄託します。          総務課長 山本 保 
 

 証 券 名 称  枚数 総額面 
      内         訳       

備考 
額面 回記号 番  号 附 属 利 賦 札 

○○株式会社株券 ３０ 1,500,000 伍萬円券 Ａ 
自 00011 

至 00040 
 

 

○○株式会社株券 ７ 0 弐千株券 Ｂ 
自 000041 
至 000047 

 
 

○○株式会社株券 ８０ 4,000,000 
壱百株券 

1 株 500 円 
Ｃ 

自 000051 

至 000130 
 

 

 

官庁への提出日 

 

作成日 

寄託欄 
（注２） 

（注２） 

（注４） 

官庁への提出者 

 

有価証券の要項 

 （注３） 取扱主任官 

 届出の印鑑票どおり 
 記名される 
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ロ．政府保管有価証券内訳書により受入れる場合 

 

受入書類の名称 確    認    内    容 

政府保管有価証 

券内訳書①
 

○  取扱主任官の所属庁名、資格、官職、氏名

が記載されていること。 

○  官庁への提出者の氏名が記載されているこ

と。 

○  その他の記載事項が整っていること。 

・  枚数、総額面に訂正、改ざんがないか 

・  作成日、有価証券の要項（証券名称、枚

数、総額面、内訳）等の記載もれがないか 
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① 【政府保管有価証券内訳書の記載例】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （注１）用紙が２枚以上にわたる場合は、各用紙間に取扱主任官の記名がされる。 

 （注２）１．外貨債の場合は、外貨額で記載される。 

     ２．額面表示のない有価証券（無額面株券等）の場合は、総額面欄には「０」、内訳の額面欄には券

面ごとの株数等が記載される。 

 （注３）付属利札の全部が欠けている場合でその旨の記載がないときは、鉛筆で「なし」と付記する。 

（注４）１．外貨債の場合は、１枚ごとに所定の外国貨幣換算率で換算した邦貨額（円位未満切捨）およびそ

の換算率が記載される。 

    ２．次の事項を鉛筆で付記する。 

・ 有価証券に付属書類が添付されている場合･･････････「譲渡証書○通添付」等 

・ 付属利賦札が最終の渡期まで連続しておらず一部が欠けている場合 

･････････････「○年○月○日渡利札（または賦札）けん欠」 

 
              政府保管有価証券内訳書（注１） 
                          

                         （提出者氏名） 

                            藤 村 茂 雄 

   日本銀行○○代理店 御中       令和 3 年 10 月 5 日 

                      ○○○○事務所取扱主任官 
    下記の証券を寄託します。          総務課長 山 本  保 
 

証券名称 枚数 総額面 
      内         訳       

備 考 
額 面 回記号 番  号 附 属 利 賦 札 

○○株式会社株券 30 1,500,000 伍萬円券 Ａ 
自 00011 

至 00040 
 

 

○○株式会社株券 7 0 弐千株券 Ｂ 
自 000041 

至 000047 
 

 

○○株式会社株券 80 4,000,000 
壱百株券 

1 株 500 円 
Ｃ 

自 000051 

至 000130  
 

 

作成日 

（注２） 

（注２） （注４） 

（注３） 
取扱主任官 

届出の印鑑票どおり 
記名される 

官庁への提出者 

国税等の滞納処分により差
押さえたものであるときは
取扱主任官の官職氏名 

有価証券の要項 
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ハ．政府保管有価証券払込書により受入れる場合 

 

受入書類の名称 確  認  内  容 

政府保管有価証 

券払込書①
 

○  払込人の住所、氏名が記載されていること。 

○  その他の記載事項が整っていること。 

・  枚数、総額面に訂正、改ざんがないか 

・  払込の事由、有価証券の要項（証券名称、

枚数、総額面、内訳）等の記載もれがないか 
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① 【政府保管有価証券払込書の記載例】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

（注１）用紙が２枚以上にわたる場合は、各用紙間に払込人の記名がされる。 

 （注２）１．外貨債の場合は、外貨額で記載される。 

     ２．額面表示のない有価証券（無額面株券等）の場合は、総額面欄には「０」、内訳の額面欄には券

面ごとの株数等が記載される。   

 （注３）付属利札の全部が欠けている場合でその旨の記載がないときは、鉛筆で「なし」と付記する。 

 （注４）次の事項を鉛筆で付記する。 

・ 有価証券に付属書類が添付されている場合･･････････「譲渡証書○通添付」等 

・ 付属利賦札が最終の渡期まで連続しておらず一部が欠けている場合 

･････････････「○年○月○日渡利札（または賦札）けん欠」 

・ 外貨債の場合･･･････１枚ごとに所定の外国貨幣換算率で換算した邦貨額（円位未満切捨）およ

びその換算率 

 

（注 1） 

              政府保管有価証券払込書 
 

   （払込の事由） 教科書発行保証金 

     日本銀行○○代理店 御中     令和 3 年 10 月 5 日 

                         住所 東京都○○区○○町○○ 

                         氏名 ○○印刷株式会社 

                             代表取締役 稲 本  武  

    下記の証券を文部科学省の保管有価証券として払い込みます。 
 

 証 券 名 称  枚数 総額面 
      内         訳       

備考 
額 面 回記号 番  号 附 属 利 賦 札 

○○株式会社株券 30 1,500,000 伍萬円券 Ａ 
自 00011 
至 00040 

 
 

○○株式会社株券 7 0 弐千株券 Ｂ 
自 000041 

至 000047 
 

 

○○株式会社株券 80 4,000,000 
壱百株券 

1株 500円 
Ｃ 

自 000051 

至 000130 
 

 

 

作成日 

 

 

払込人 

 

 

 

 

 

 

有価証券の要項 

（注２） 

（注２） 

（注３） 

（注４） 
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有価証券の受入れ等 

 

（２）有価証券の受入れ等 

  ○ 受入書類に記載されている有価証券の要項（証券名称、枚数、総額面、内訳）

が、有価証券（付属書類を含む）と一致①していることを確かめる。 

  ○ 有価証券を受入れる。 

  ○ 受入書類に領収印（または自行庫所定の出納印等）を押し、受託番号（注）を記

入②する。 

    （注）保管有価証券の受入順１件ごとの連続番号をいう。この場合、適宜の受託

番号整理簿に受託番号等を記入③する。 
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① 受入書類に記載されている証券名称、額面、番号が有価証券と一部相違している場合の取扱

い例は、108ページの別表３参照。 

 

② 【政府保管有価証券提出書への受託番号の記入例】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③【受託番号整理簿の記入例】 

        受託番号整理簿   保管有価証券 

受入年月日 受託番号（注）  取 扱 官 庁  備 考  

考      
     
     3/10   5   5 0 ○○○○事務所  

 〃   5 1    〃  

 〃   5 2 文 部 科 学 省  

     
        （様式、規格等は適宜） 

  （注）受託番号は適宜更新してもよい。更新により、番号が重複するおそれのあるときは、これに記号等を

付ける。 

・ 取扱区分別に設ける。 

 
              政府保管有価証券提出書              
  
   （提出の事由） 契約保証金     令和 3 年 10 月 4 日 
   ○○○○事務所 取扱主任官 殿     住所 ○○市○○町○○ 
                       氏名 株式会社 ○○建設 
                          取締役社長 石原太郎  

    下記の証券を提出します。 
                                     

 

日本銀行○○代理店 御中           令和 3 年 10 月 5 日 

                      ○○○○事務所 取扱主任官 
    下記の証券を寄託します。          総務課長 山本 保 
 

 証 券 名 称  枚数 総額面 
      内         訳       

備考 
額 面 回記号 番  号 附 属 利 賦 札 

○○株式会社株券 ３０ 1,500,000 伍萬円券 Ａ 
自 00011 

至 00040 
 

 

○○株式会社株券 ７ 0 弐千株券 Ｂ 
自 000041 

至 000047 
 

 

○○株式会社株券 ８０ 4,000,000 
壱百株券 

1 株 500 円 
Ｃ 

自 000051 

至 000130 領収印 
 

 

第５０号 受託番号 

有価証券の要項 
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受託証書の交付等 

 

 

（３）政府保管有価証券受託証書の交付等 

○ 受入書類により、次表の区分別に政府保管有価証券受託証書または政府保管有

価証券払込済通知書を作成①し、領収印を押す。 

 

区     分 作 成 書 類 

受入書類が、 

政府保管有価証券提出書 

または 

政府保管有価証券内訳書の場合 

政府保管有価証券受託証書 

受入書類が、 

政府保管有価証券払込書の場合 
政府保管有価証券払込済通知書 

 

○  政府保管有価証券受託証書は取扱主任官に渡す。 

○  政府保管有価証券払込済通知書は払込人に渡す。 
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①１．【政府保管有価証券受託証書、政府保管有価証券払込済通知書の作成例】 

 

                       （注１） 

    政府保管有価証券受託証書     
 

            （番   号）第 50 号 

            （提出者氏名）株式会社○○建設 

 ○○○○事務所取扱主任官殿 

     令和 年 月 日 

           日本銀行      領収印 

   下記の証券を受託しました 
                          
     
 日本銀行   店 御中 

     令和 年 月 日 

           取扱主任官        □印  

   下記の証券を払い渡して下さい。 
                          
     
 日本銀行   店 御中 

     令和 年 月 日 

          住所 

            氏名           

   下記の証券を受領しました。 

証券名称 枚数 総額面 
内  訳 

備考 
額面 

 

 

回記号 番 号 

○ ○ 株 式
会社株券 

30 
 

1,500,000 
 

伍萬円券 Ａ 
自 00011 
至 00040 

 

○ ○ 株 式
会社株券 

7 0 弐千株券 Ｂ 
自 000041 
至 000047 

 

○ ○ 株 式
会社株券 

80 4,000,000 
壱百株券 
1株500円 

Ｃ 
自000051 
至000130 

 

 
 
 

  以 下 余 白    

       

（用紙寸法Ａ４）                    （用紙寸法Ａ４） 

 （注１）１．用紙が２枚以上にわたる場合は、各用紙間に店名を表示する（領収印を押してもよい。）。 

     ２．枚数、総額面については訂正することができない。 

 （注２）１．外貨債の場合は、外貨額で記載する。 

     ２．額面表示のない有価証券（無額面株券等）の場合は、総額面欄には「０」、内訳の額面欄には券

面ごとの株数等を記入する。 

 （注３）備考欄は、次のような場合に記入する。 

・ 有価証券に付属書類が添付されている場合･･･････････「譲渡証書○通添付」等 

・ 付属利賦札が最終の渡期まで連続しておらず一部が欠けている場合 

･････････････「○年○月○日渡利札（または賦札）けん欠」 

・ 外貨債の場合･･･････１枚ごとに所定の外国貨幣換算率で換算した邦貨額（円位未満切捨）およ

びその換算率 

２．保管有価証券件別帳として政府保管有価証券受託証書または政府保管有価証券払込済通知

書の写を使用する場合（81ページの①１．）は、取扱主任官に渡す前にこれを作成する。こ

の場合、付属利賦札があるときは、その状態を記録しておく。

受託番号 

・ 法人の
場合は、
法人名の
みを記入
する。 

                         （注１） 

  政府保管有価証券払込済通知書 
 

            （番   号）第 52 号 

            （払込人氏名）○○印刷株式会社 

 文部科学省取扱主任官殿 

     令和 年 月 日         

          日本銀行       領収印 

   下記の証券を貴庁の保管有価証券として払込を受け 

  ました。                     

 （保管の事由）    

     取扱主任官殿 

     令和 年 月 日 

          住所 

            氏名           

   下記の証券を払い込みました。          

 日本銀行   店 御中 

     令和 年 月 日 

             取扱主任官       □印  

   下記の証券を払い渡して下さい。         

 日本銀行   店 御中 

     令和 年 月 日 

          住所 

            氏名           

下記の証券を受領しました。 

証券名称 枚数 総額面 
内   訳 

備考 
額面 

回記号 番 号 

○ ○ 株 式
会社株券 

30 
 

1,500,000 
 

伍萬円券 Ａ 
自 00011 
至 00040 

 

○ ○ 株 式
会社株券 

7 0 弐千株券 Ｂ 
自 000041 

至 000047 

 

   以 下 余 白    
        

（書式第３号） （書式第４号） 

（注２） 

（注２） 

（注２） 

（注 3） 

（注２） 

（注 3） 
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件別帳の作成等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）保管有価証券件別帳の作成等 

○ 受入書類の写を作成①し、これに現在高（枚数、総額面）を記入②する。 

○ 写は、取扱官庁別に受入順にそろえ、これを保管有価証券件別帳③の使用中分

として整理する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

【保管有価・受】 

81 

①１．政府保管有価証券受託証書または政府保管有価証券払込済通知書の写を作成してもよい。

この場合、付属利賦札があるときは、その状態を記録しておく。 

 ２．受入年月日、受託番号、提出者名等を別表４（109ページ）に掲げる保管有価証券件別帳（書

式第５号）に記入した場合は、受入書類等の写を作成する必要はない。 

② 【政府保管有価証券提出書写への現在高の記入例】 ―枠判を使用した場合― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 受入書類の枚数、総額面欄の記載が１行の場合または枚数、総額面の合計が記載されている場合は、

現在高の記入を省略してよい。 

 

③１．（参考）保管有価証券件別帳は、代理店が取扱主任官から寄託または払込人から払込を受

けた保管有価証券について、受入れ１件ごとの現在高および有価証券の内容等を明

らかにするために設ける帳簿。 

 

 

 

 

 

 

 
              政府保管有価証券提出書      第 5 0 号 
  
   （提出の事由） 契約保証金      令和３年 10 月４日 
   ○○○○事務所 取扱主任官 殿     住所 ○○市○○町○○ 
                       氏名 株式会社 ○○建設 
                          取締役社長 石原太郎  

    下記の証券を提出します。 
                                       

   日本銀行○○代理店 御中       令和３年 10 月５日 

                       ○○○○事務所 取扱主任官 
    下記の証券を寄託します。          総務課長 山本 保 
 

 証 券 名 称  枚数 総額面 
      内         訳       

備考 
額 面 回記号 番  号 附 属 利 賦 札 

○○株式会社株券 ３０ 1,500,000 伍萬円券 Ａ 
自 00011 

至 00040 

 
 

 

○○株式会社株券 
７ 

0 

 
弐千株券 Ｂ 

自 000041 

至 000047 

 
 

○○株式会社株券 ８０ 
4,000,000 

 
壱百株券 

1 株 500 円 
Ｃ 

自 000051 

至 000130 

  

       

領 収 印 

 

 

 

現

在

高 

 枚 数    総 額 面 

    117             5,500,000 

  

 

・ 現在高 

取扱官庁 
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２．件別帳（使用中分）の残高確認、統轄店への報告、突合表の照合等のため必要な場合には

適宜の受払簿を設け、これに受入れの記入をしてもよい。 

【受払簿の記入例】 

政 府 有 価 証 券 受 払 簿 

保管有価証券 ○○○○事務所 取扱主任官 

３年 摘    要 
受 払 残 

枚数 総 額 面 枚数 総 額 面 枚数 総 額 面 

         
         
         

10 ５  117 5,500,000   150 6,000,000 

         
         

・ 年度ごとに更新する必要はない。 
（様式、規格等は適宜） 

・ 取扱区分別 

・ 取扱官庁取扱 

主任官別 

   に口座を設ける。 
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有価証券の整理、保

管等 

 

 

（５）有価証券の整理、保管等 

○ 受入書類により、受入れ１件ごとに袋表記を作成①し、袋②に貼付
③
する。 

○ 有価証券（付属書類を含む）は、上記の袋表記と照合して袋に収め、これを金

庫内に保管する。 

 ○ 政府保管有価証券提出書 

   政府保管有価証券内訳書  は、受入証票として取扱う。 

   政府保管有価証券払込書 

 

 

 
「後方１ 計算整理、諸報告」 

（150ページの（１））へ 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

受入証票は・・・・・・・・・・・・・・・･･･ 
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①  【袋表記の作成例】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 枚数、総額面欄の記入が１行の場合は、合計の記入を省略してよい。 

・ 受入れ１件の有価証券を２袋以上に分納した場合は、それぞれの袋表記を作成して連続番号を付け、最終

分に合計を記入する。 

 

②  袋は適宜のもの（紙、ビニール製等）でよい。 

 

③１．袋表記の貼付に代えて、袋表記の記入事項を備えた枠判を使用してもよい。 

２．透視できるビニール製袋等の場合は、袋表記をその中に入れてもよい。 

 

取 扱 区 分 受託（供託）番号 

保管有価証券 第 50 号 

証  券  名  称 枚 数 総    額    面 

○○株式会社株券 ３０  １,５００,０００ 

○○株式会社株券 ７        ０ 

○○株式会社株券 ８０ ４,０００,０００ 

   

   

合          計 １１７  ５,５００,０００ 

（様式、規格等は適宜） 

受託番号 



 

【保管有価・全部払】 

84 

 

 

 

 

２．払渡し 

（１）有価証券の払渡し 

イ．有価証券の全部を払渡す場合① 

窓口で次表の払出書類により有価証券の払渡し請求を受けたときは、次の取扱い

をする。 

 

払 出 書 類 の 名 称 

  政府保管有価証券受託証書 

   または 

  政府保管有価証券払込済通知書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日有規 

１３．１４．２８ 

保有規   １３ 

会計法規二基ク 

出納計算ノ数字 

及記載事項ノ訂 

正二関スル件 

(大正11年大 

蔵省令第43号） 

 

官庁、公署から保管、供託有価証券の払渡し請求を受けた場合の取扱い 

統轄店照会事項 
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① すでに一部払渡しが行われたものを含む。 
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払出書類等の確認 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ）払出書類の確認 

 

払出書類の名称 確    認    内    容 

政府保管有価証券

受託証書① 

または 

政府保管有価証券

払込済通知書
 

○  受託欄に自店名（日本銀行○○代理店）が記載され、

領収印（または店印（注１））が押されていること。 

○  払渡請求欄の記載事項が整っていること
②
。 

・ 取扱主任官名、印影が、届出の印鑑票と一致してい

るか 

・ 払渡請求日が記載されているか 

○  受領欄の記載事項が整っていること。 

・ 受領者名が、提出者氏名欄（または払込人氏名欄）

と一致（注２）（注３）しているか③
 

・ 受領日に誤りがないか 

○ 受託番号、有価証券の要項（証券名称、枚数、総額面、

内訳）等が、これに該当する保管有価証券件別帳と一致

していること。 

（注１）財政会計法令における押印の見直しにより、2021年1月4日以降、店印（代

理店名のみが表示された印）の押なつは不要となった。 

（注２）受領欄に提出者または払込人等の代理人名が記載されている場合は、払出

書類のほか、提出者または払込人等の委任状④の提出を受け、それぞれの内

容が整っていることを確かめる。 

（注３）受領欄に譲受人名または商号変更等による新名義人名が記載されている場

合は、払渡請求欄に記載されているものと一致していることを確かめる。 
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① 【政府保管有価証券受託証書の記載例】 

  

    政府保管有価証券受託証書     

            （番   号）第 38 号 

            （提出者氏名）株式会社○○造船 

 ○○○○事務所取扱主任官殿 

     平成 7 年 10 月 2 日 

         日本銀行○○代理店      店印 

   下記の証券を受託しました。 
                          
     
 日本銀行○○代理店 御中 

     令和 3 年 11 月４日 

       ○○○○事務所 取扱主任官 

         総務課長   山 本  保  □印  

   下記の証券を払い渡して下さい（注）。 
                          
     
 日本銀行○○代理店 御中 

     令和 3 年 11 月５日 

       住所 ○○市○○町○○ 

       氏名 株式会社○○造船 

           取締役社長 村井 国夫    

   下記の証券を受領しました。 

証券名称 枚数 総額面 
内   訳 

備考 

額面 回記号 番号 

 
割引電信 
電話債券 

 
5 
 

 
500,000 
 

万円券 
  10 

 
Ｅ号 

 第２回 

  

       

   以 下 余 白    

       

・ 法人の場合は、法人名が記載されている。 

・ 営業行為にもとづくものは、記載されている額面金額が印紙税法に定める免税点を超える場合収入印紙

がはられる。 

  ・（参考）すでに一部払渡しが行われている場合で、残りの有価証券が全部払渡しとなるときは、適宜の余

白に払渡す有価証券の枚数、総額面を付記する。 

（注）受領者が、譲受人または商号変更等による新名義人である場合は、次のように記載され、取扱主任

官の印（届出のもの）が押される。 

  －商号変更の場合－ 

 

② 払渡請求欄の訂正は取扱主任官の訂正印（届出のもの）があればよい。 

株式会社△△造船に     ９字加入 □印  

下記の証券を 払い渡してください。 

受託番号 

 

 

受託欄 

 

 

 

払渡請求欄 

 

 

 

 

受領欄 

 

 

 

 

 

 

 

有価証券の要項 
自第 111222 号 

至第 111226 号 

収入 

印紙 取扱主任官の印 

（届出のもの） 
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③ 受領者本人の同一性を確認するため、運転免許証、旅券（パスポート）、公的医療保険の資

格確認書、個人番号カード、年金手帳等の提示を求める。この場合、次表に掲げる本人確認書類

の提示を受けたときは、次表の「番号等」欄に定める各番号等の書き写しや各番号等記載部分の

コピーをしないこと。 

本人確認書類 番号等 

公的医療保険の資格確認書、健康保険日雇特例

被保険者手帳、介護保険の被保険者証 

被保険者等記号・番号等 

個人番号カード、特定在留カード（表面に「個

人番号カード」および「在留カード」の文言が

あるもの）、特定特別永住者証明書（表面に「個

人番号カード」および「特別永住者証明書」の

文言があるもの） 

個人番号 

年金手帳 基礎年金番号 

医療券、調剤券、介護券 公費負担者番号および受給者番号 

④ 委任状は、政府保管有価証券受託証書または政府保管有価証券払込済通知書に添付する。
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有価証券の払渡し等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

件別帳の記入等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ロ）有価証券の払渡し等 

○ 払出書類に記載されている有価証券の要項（証券名称、枚数、総額面、内

訳）が、これに相当する有価証券と一致①していることを確かめる。 

○ 有価証券を受領者（本人または代理人）に払渡す。 

○ 払出書類に支払印（または自行庫所定の出納印等）を押す。 

 

（ハ）保管有価証券件別帳の記入等 

○ 該当の保管有価証券件別帳に払渡日を記入
②
し、使用中分から抜き出す。 

○ 政府保管有価証券受託証書 

   または             

政府保管有価証券払込済通知書 

 

 

   払出証票は･･･････････････ 

 

 

              

 

 

 

 

 

 

 

は、払出証票として 

  取扱う。 

全部払渡済の 

保管有価証券 

件別帳 

「後方２ 帳簿、書類の整理保管」 

  （164ページの（１））へ 

「後方１ 計算整理、諸報告」 

  （150ページの（１））へ 

は 
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① 払出書類に記載されている証券名称、額面、回記号、番号が有価証券と一部相違している場

合の取扱い例は、108ページの別表３参照。  

 

②１．保管有価証券件別帳として受入書類等の写を使用している場合は、払渡日の記入に代えて、

支払印（または自公庫所定の出納印等）を押してもよい。 

 ２．別表４（109ページ）に掲げる保管有価証券件別帳（書式第５号）を使用している場合は、

巻末の「帳簿の記入例」参照。 

 ３．受払簿を設けている場合（81ページの③２．）は、これに払出しの記入をする。 

【受払簿の記入例】 

政 府 有 価 証 券 受 払 簿 

保管有価証券 ○○○○事務所  取扱主任官 

３年 摘    要 
受 払 残 

枚数 総 額 面 枚数 総 額 面 枚数 総 額 面 

         
         
         

11 ５    ５ 500,000 ５ 500,000 

         
         

（様式、規格等は適宜） 
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ロ．有価証券の一部を払渡す場合  

窓口で次表の払出書類等により有価証券の払渡し請求を受けた時は、次の取扱

いをする。 

払 出 書 類 等 の 名 称  

 

参考書式番号 

政府保管有価証券一部払渡請求書 第９号 

（添付書類） 

 政府保管有価証券受託証書①
 

または 

 政府保管有価証券払込済通知書①
 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

官庁、公署から保管、供託有価証券の払渡し請求を受けた場合の取扱い 

統轄店照会事項 
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① 政府保管有価証券受託証書または政府保管有価証券払込済通知書は、取扱主任官から提出さ

れる。



 

【保管有価・一部払】 

 92 

 

払出書類等の確認 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ）払出書類等の確認 

払出書類等

の 名 称 
確    認    内    容 

政 府 保 管 有 価 

証券一部払渡

請求書①
 

○  払渡請求欄の記載事項が整っていること。 

● 取扱主任官名、印影が、届出の印鑑票と一致しているか  

● 払渡請求日が記載されているか 

○  受領欄の記載事項が整っていること。 

● 受領者氏名が、次の各欄と一致（注１）（注２）しているか②
 

・ 提出者または払込人氏名欄 

・ 政府保管有価証券受託証書の提出者氏名欄または政府保

管有価証券払込済通知書の払込人氏名欄 

● 受領日に誤りがないか 

○  その他の記載事項が整っていること。 

● 枚数、総額面に訂正
③
、改ざんがないか 

● 受託番号、証券名称、額面等が、政府保管有価証券受託証

書または政府保管有価証券払込済通知書の一部払渡しの請

求文言中に記載されているものと一致しているか 

● 受託番号、証券名称、額面等がこれに該当する保管有価証

券件別帳と一致しているか 

（添付書類） 

政府保管有価証

券受託証書① 

または 

政府保管有価  

証券払込済 

通知書
 

○  受託欄に自店名（日本銀行○○代理店）が記載され、領収印

（または店印）が押されていること。 

○  一部払渡しの請求文言等の記載事項が整っていること。 

● 一部払渡しの請求文言が記載されているか 

● 取扱主任官名、印影が、届出の印鑑票と一致しているか 

● 払渡請求日が記載されているか 

（注１）受領欄に提出者または払込人等の代理人名が記載されている場合は、払出

書類のほか、提出者または払込人等の委任状④の提出を受け、それぞれの内容

が整っていることを確かめる。 

（注２）受領欄に譲受人名または商号変更等による新名義人名が記載されている場 

合は、払渡請求欄に記載されているものと一致していることを確かめる。 
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① 【政府保管有価証券一部払渡請求書、政府保管有価証券受託証書の記載例】 

─ 一部払渡しの請求文言等が付箋に記載されている場合 ― 

 
政府保管有価証券一部払渡請求書 

 

受託証書又は払込済      第 50 号 

通知書の番号及び日付     令和 3 年 10 月 5 日 

（提出者又は払込人氏名）   株式会社○○建設 

 

日本銀行○○代理店 御中 

令和 3 年 11 月 5 日 

○○○○事務所 取扱主任官 

         総務課長  山  本   保  

下記の証券を払い渡して下さい。 

 

 日本銀行○○代理店 御中 

令和 3 年 11 月５日 

住所 ○○市○○町○○ 

氏名 株式会社○○建設 

取締役社長 石 原 太 郎  

下記の証券を受領しました。 

 

証券名称 枚数 総額面 
内     訳 

備考 
額面 回記号 番 号 

電信電話 

債券 

 

1 

 

50,000 

万円券 

5 

 

む第 5 回 

 

第 112346 号 

 

・ 法人の場合は、法人名が記載される。 

・ 営業行為にもとづくものは、記載されている

額面金額が印紙税法に定める免税点を超える場

合収入印紙がはられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

取扱主任官の印（届出のもの） 

契印（取扱主任官の印） 

一部払渡しの請求文言等 

  ○○商事株式会社に    ９字加入 □印   

下記の証券を 払い渡してください。 

 

政府保管有価証券受託証書 
 

（番   号）第 50 号 

（提出者氏名）株式会社○○建設 

○○○○事務所取扱主任官殿 

平成 7 年 10 日 5 日 

日本銀行○○代理店   店印 

下記の証券を受託しました。 

 

 日本銀行 店 御中 

令和 年 月 日 

 
 下記の証券を受領しました。  

証券名称 枚数 総額面 
内    訳 

備考 
額面 回記号 番 号 

利付国庫 
債券（10 
年） 
 
電信電話 
債券 

 
3 
 
 
2 

 
300,000 

 
 

100,000 

万円券 

10 

 

万円券 

5 

 

 
第 22 回 

 
 

む第 5 回 
 

自 000021 

至 000023 

 
 

第 112345号 

第 112346号 

 

 

上記受託証書第 50 号の一部、電信電話債券１枚 50,000

円む第５回第 112346 号を提出者に払い渡してください。 

  日本銀行○○代理店 御中 

3．11．5 

○○○○事務所取扱主任官 

総務課長 山 本  保     

 

受託番号 

 

 

受託欄 

払渡請求欄 

 

 

 

 

受領欄 

 

 

 

以 下 余 白 

印 

（注 1） 

（注 2） 

（注１） 用紙が２枚以上にわたる場合は、各用紙間に取扱主

任官の契印が押される。 

（注２） 受領者が譲受人または商号変更等による新名義人で

ある場合は、次のように記載され、取扱主任官の印（届

出のもの）が押される 

 

 

 

印 

印 

収入 

印紙 

─譲受人の場合─ 
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② 受領者本人の同一性を確認するため、運転免許証、旅券（パスポート）、公的医療保険の資格

確認書、個人番号カード、年金手帳等の提示を求める。この場合、次表に掲げる本人確認書類

の提示を受けたときは、次表の「番号等」欄に定める各番号等の書き写しや各番号等記載部分

のコピーをしないこと。 

本人確認書類 番号等 

公的医療保険の資格確認書、健康保険日雇特例

被保険者手帳、介護保険の被保険者証 

被保険者等記号・番号等 

個人番号カード、特定在留カード（表面に「個

人番号カード」および「在留カード」の文言が

あるもの）、特定特別永住者証明書（表面に「個

人番号カード」および「特別永住者証明書」の

文言があるもの） 

個人番号 

年金手帳 基礎年金番号 

医療券、調剤券、介護券 公費負担者番号および受給者番号 

 

③ 枚数、総額面以外の記載事項の訂正は、取扱主任官の訂正印（届出のもの）があればよい。

ただし、受領欄の訂正については、訂正印不要。 

 

④ 委任状は、政府保管有価証券一部払渡請求書に添付する。 
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有価証券の払渡し等 

 

（ロ）有価証券の払渡し等 

○ 政府保管有価証券一部払渡請求書に記載されている有価証券の要項（証券

名称、枚数、総額面、内訳）が、これに該当する有価証券と一致①している

ことを確かめる。 

○ 有価証券を受領者（本人または代理人）に払渡す。 

○ 政府保管有価証券一部払渡請求書に支払印（または自行庫所定の出納印

等）を押す。 

○ 政府保管有価証券受託証書または政府保管有価証券払込済通知書に次の

事項を記入し、これを取扱主任官に返す。 

・ 一 部 払 渡 済 の 旨 

・ 払   渡   日  ② 

・ 代 理 店 名 
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① 政府保管有価証券一部払渡請求書に記載されている証券名称、額面、回記号、番号が有価証

券と一部相違している場合の取扱い例は、108ページの別表３参照。 

 

② 【政府保管有価証券受託証書への一部払渡済の旨等の記入例】―付箋に記入した場合― 

 

 

政府保管有価証券受託証書 
 

（番   号）第 50 号 

（提出者氏名）株式会社○○建設 

○○○○事務所取扱主任官殿 

平成 7 年 10 月 5 日 

日本銀行○○代理店    

下記の証券を受託しました。 

 

 日本銀行 店 御中 

令和 年 月 日 

取扱主任官       □印  

下記の証券を払い渡して下さい。 

 

 日本銀行 店 御中 

令和 年 月 日 

住所 

氏名           

下記の証券を受領しました。 

 

証券名称 枚数 総額面 
内     訳 

備考 
額 面 回記号 番 号 

利付国庫 

債券 

（10 年） 

 

3 

 

300,000 

万円券 

10 

 

第 22 回 

自 000021 

至 000023 

 

電信電話 

債券 
2 100,000 万円券 

５ 
む第 5 回 自 112345号 

至 112346号 

 

 

上記受託証書第 50 号の一部、電信電話債券１枚 50,000

円む第５回第 112346 号を提出者に払渡してください。 

日本銀行○○代理店 御中 

 

3．11．5 

○○○○事務所取扱主任官 

総務課長 山本  保  □印  

一部払渡済 

3．11．5 

日本銀行○○代理店 

 

店名を表示（ゴム印を押しても

よい。） 

 

 

 

 

 

 

・ 一部払渡済の旨、払渡日等 

 

 

以 下 余 白 

印 日本銀行○○代理店 

店 印
て ん
い 
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件別帳の記入 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ハ）保管有価証券件別帳の記入 

○ 該当の保管有価証券件別帳に次の事項を記入する。 

・ 払 渡 日 

・ 一部払渡の旨        

・ 払渡後の現在高（枚数、 

  総額面）等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 
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①１．【保管有価証券件別帳への払渡日等の記入例】－政府保管有価証券提出書写の場合－ 

  

政府保管有価証券提出書 

 

 
 

 

  

 
証 券 名 称 枚数 総額面 

内         訳 備  考  

 額 面 回記号 番   号 附 属 利 賦 札  

 利付国庫債券（10 年） 3 300,000 
万円券 
10 

第 22 回 
自 000021 
至 000023 

平成７年 11 月 20 日 
渡以降利札付 

7.11.6 一部 
払 渡 （ １ 枚
50,000 円）のた
め残高移記 

 

 電 信 電 話 債 券 2 100,000 
万円券 

5 
む第 5 回 

第 112345 号 
第 112346 号 

平成 8 年３月 25 日 
渡以降利札付 

 

 電 信 電 話 債 券 1 50,000 
万円券 

5 
む第 5 回 第 112345 号 

平成 8 年３月 25 日 
渡以降利札付 

7.11.6 一部 
払渡残高移記受
入 

 

          

        領収印    

            

 

 ２．別表４（109ページ）に掲げる保管有価証券件別帳（書式第５号）を使用している場合は、

巻末の「帳簿の記入例」参照。 

 

 ３．受払簿を設けている場合（81ページの③２．）は、これに払出しの記入をする。 

【受払簿の記入例】 

政 府 有 価 証 券 受 払 簿 

保管有価証券 ○○○○事務所  取扱主任官 

７年 摘    要 
受 払 残 

枚数 総 額 面 枚数 総 額 面 枚数 総 額 面 

         
         
         

11 ６    １ 50,000 ６ 450,000 

         
         

（様式、規格等は適宜） 

 

 

現
在
高 

枚数 総 額 面 

(5) （400,000) 

4 350,000 

 

・ 該当の証券名称、 

枚数、総額面等に 

かっこを付ける。 

 

・ 払渡日、一部払渡 

の旨 

 

 

・ 一部（１行の一部）

払渡しの場合の残高

移記 

 

・ 払渡後の現在高 
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有価証券の整理、保

管等 

 

 

 

 

 

（ニ）有価証券の整理、保管等 

○ 袋表記に払渡後の現在高（枚数、総額面）等を記入①する。 

○ 払渡後の有価証券は、上記の袋表記と照合して袋に収め、これを金庫内に保

管する。 

○ 政府保管有価証券一部払渡請求書は払出証票として取扱う。 

 

   払出証票は･･･････････････ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「後方１ 計算整理、諸報告」 

  （150ページの（１））へ 
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① 【袋表記への払渡後の現在高等の記入例】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取 扱 区 分 受託（供託）番号 

保管有価証券 第 50 号 

証  券  名  称 枚 数 総    額    面 

利付国庫債券（10年） ３  ３００，０００ 

（ 電 信 電 話 債 券 ） （２）    （１００，０００）  

電 信 電 話 債 券   1 ５０，０００ 

   

   

合          計 （５）  （４００,０００） 

受託番号 

（様式、規格等は適宜） 

４ ３５０，０００ 

・ 該当の証券名称、枚数、

総額面にかっこを付ける。 

・ 一部（１行の一部）払

渡しの場合の残高移記 

・ 払渡後の現在高 
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利賦札の払出書類の

確認 

 

 

 

 

（２）付属利賦札の払渡し① 

窓口で政府保管有価証券利札・賦札請求書（参考書式10号）により付属利賦札の

払渡し請求を受けたときは、次の取扱いをする。 

 

 

 

 

 

イ．利賦札の払出書類の確認  

利賦札の払出 

書類の名 称 
確    認    内    容 

政 府 保 管 有 価 

証券利札・賦

札請求書②
 

○ 利賦札の支払期日
③
が到来していること。 

○ 払渡請求欄の記載事項が整っていること。 

・ 払渡請求日が記載されているか 

○ 受領欄の記載事項が整っている（注）こと。④
 

・ 受領日に誤りがないか 

○ その他の記載事項が整っていること。 

・ 枚数、総額面、請求利賦札の枚数に訂正⑤、改ざんがない

か 

・ 受託番号、証券名称、額面等が、これに該当する保管有価

証券件別帳と一致しているか 

・ 賦札の払渡し請求の場合は、払渡承認欄の取扱主任官名、

印影が、届出の印鑑票と一致しているか 

（注）受領欄に提出者または払込人等の代理人名が記載されている場合は、政府保管

有価証券利札・賦札請求書のほか、提出者または払込人等の委任状⑥の提出を受

け、それぞれの内容が整っていることを確かめる。 

 

 

 

 

 

 

日有規   １５ 

保有規 １１.１５ 

会計法規二基ク 

出納計算ノ数字 

及記載事項ノ訂 

正二関スル件 

(大正11年大 

蔵省令第43号） 

 

官庁、公署から保管、供託有価証券の払渡し請求を受けた場合の取扱い 

統轄店照会事項 
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① 最後の賦札を払渡す場合は、政府保管有価証券利札・賦札請求書に代えて、次の書類が提出

される。この場合は、提出された書類に応じ、それぞれの取扱いをする。 

  ・ 政府保管有価証券受託証書 

     または 

    政府保管有価証券払込済通知書 

  ・ 政府保管有価証券一部払渡請求書 

     （添付書類） 

     政府保管有価証券受託証書 

      または 

     政府保管有価証券払込済通知書 

 

② 【政府保管有価証券利札・賦札請求書の記載例】―利札の払渡し請求の場合― 

 政府保管有価証券利札・賦札請求書（注） 
取扱庁名○○○○事務所 

令和 3 年 11 月 19 日 

日本銀行○○代理店 御中 

住所 ○○市○○町○○ 

氏名 株式会社 ○○建設 

取締役社長 石 原 太 郎    
利札 

下記証券の  を交付して下さい。 
賦札 

 

日本銀行   店 御中 

下記証券の賦札を交付してさしつかえありません。 

取扱主任官            □印  

 
受託証書又

は払込済通

知書の番号

及び日付 

証券名称 枚数 総額面 
内      訳 

備考 
 

 額 面 回記号 番 号 附属利賦札 枚数  

 第 50 号 

7.10.5 

利付国庫債券 

（10 年） 3 300,000 
万円券 

10 
第 22 回 

自 000021 

至 000023 

平成 7 年 11 月 20 日渡 

自 平成 6 年 2 月 

 20 日渡 

3 
  

 第 35 号 

6.5.1 

利付国庫債券 

（10 年） 
2 100,000 

万円券 

10 
第 14 回 

020030 

020031 

至 平成 7 年 2 月 

  20 日渡 
8   

 利札 

上記証券の  を受領しました。 
賦札 

令和 3 年 11 月 19 日 

日本銀行○○代理店 御中           住所 ○○市○○町○○ 

氏名 株式会社 ○○建設 

   取締役社長 石 原 太 郎    

 

・ 営業行為にもとづくもので、利賦札の券面金額が記載されていない場合および利賦札の券面金

額が記載され、かつ、その金額が印紙税法に定める免税点を超える場合は、収入印紙がはられる。 

     （注）用紙が２枚以上にわたる場合は、各用紙間に請求者の記名がされる。 

 

③ 支払期日が休日にあたる場合は、通常、翌営業日が支払期日なる。ただし、証券面上にこれ

を前日に繰り上げる旨の特約が記載されている有価証券（電信電話債券など）については、繰

り上げられた日が支払期日となる。 

 

 

 

前記（１）「有価証券の全部を払渡す

場合」（84ページのイ．）へ 

・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・ 
前記（１）「有価証券の一部を払渡す

場合」（90ページのロ．）へ 

払渡請求欄 
 

 

 

 
 
・ 利札の払渡し請求の
場合は、取扱主任官の
記名、押印は行われな
い。 

 

・ 訂正印は不要 
 

 

有価証券の要項 
 

 

 

受領欄 
 

 
 

収入 

印紙 
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④ 受領者本人の同一性を確認するため、運転免許証、旅券（パスポート）、公的医療保険の資

格確認書、個人番号カード、年金手帳等の提示を求める。この場合、次表に掲げる本人確認書

類の提示を受けたときは、次表の「番号等」欄に定める各番号等の書き写しや各番号等記載部

分のコピーをしないこと。 

本人確認書類 番号等 

公的医療保険の資格確認書、健康保険日雇特例

被保険者手帳、介護保険の被保険者証 

被保険者等記号・番号等 

個人番号カード、特定在留カード（表面に「個

人番号カード」および「在留カード」の文言が

あるもの）、特定特別永住者証明書（表面に「個

人番号カード」および「特別永住者証明書」の

文言があるもの） 

個人番号 

年金手帳 基礎年金番号 

医療券、調剤券、介護券 公費負担者番号および受給者番号 

 

⑤ 枚数、総額面、請求利賦札の枚数以外の記載事項の訂正について、請求者の訂正印は不要。 

 

⑥ 委任状は、政府保管有価証券利札・賦札請求書に添付する。 
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利賦札の払渡し等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

件別帳の記入 

ロ．利賦札の払渡し等  

○ 政府保管有価証券利札・賦札請求書に記載されている有価証券の要項（証券名

称、枚数、総額面、内訳、請求利賦札）が、これに該当する有価証券と一致①し

ていることを確かめる。 

○ 該当の利札または賦札を切り離し、これを受領者（本人または代理人）に払

渡す。 

○ 政府保管有価証券利札・賦札請求書に支払印（または自行庫所定の出納印等）

を押す。 

ハ．保管有価証券件別帳の記入 

○ 政府保管有価証券利札・賦札請求書により、該当の保管有価証券件別帳に払  

渡した利賦札の渡期、払渡日等を記入②する。 
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① 政府保管有価証券利札・賦札請求書に記載されている証券名称、額面、回記号、番号が有価

証券と一部相違している場合の取扱い例は、108ページの別表３参照。 

②１．保管有価証券件別帳として受入書類等の写を使用している場合は、適宜の払渡済利賦札整

理表を作成し、これに払渡した利賦札の渡期、払渡日等を記入する。 

 【払渡済利賦札整理表への渡期等の記入例】 

 

払 渡 済 利 賦 札 整 理 表 
 

 （受託（供託）番号） 

第５０号 

       

 （証券名称） 

利付国庫債券 

(10年)第 17 回 

渡 期 6/2～7/8 
      

 払 渡 

年月日 
7.8.23       

 
利付国庫債券 

(10年)第 22 回 

渡 期 7/11 
      

 払 渡 

年月日 
7.11.20 

      

  
渡 期  

      

 払 渡 

年月日 
 

      

  
渡 期  

      

 払 渡 

年月日 
 

      

          
（様式、規格等は適宜） 

 ・ 有価証券が 1 銘柄のみの場合は、証券名称の記入を省略してよい。 

 ・ 払渡済利賦札整理表は、受入書類等の写の裏面に添付する。同整理表の貼付に代えて、同整理表の記入事

項を備えた枠判を使用してもよい。 

 ２．別表４（109ページ）に掲げる保管有価証券件別帳（書式第５号）を使用している場合は、

巻末の「帳簿の記入例」参照。 

 

 

受託番号 

 

 

・ 数期分の利札を同一日に

払渡した場合 

 

・ １期分の利札を払渡した

場合 

 

 

 

・ 証券名称が同一であって

も、回記号が異なる場合は、

別行に記入する。 
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有価証券の整理、保

管等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

送付書の作成等 

ニ．有価証券の整理、保管等 

○ 利賦札払渡後の有価証券は、袋表記と照合して袋に収め、これを金庫内に保

管する。 

○ 次の事項を記入した適宜の送付書を作成①する。 

・ あ て 先（統轄店名） 

・ 作 成 日（払渡日） 

・ 代 理 店 名 

・ 利賦札の払渡件数（注） 

（注）１．政府保管有価証券利札・賦札請求書１通を１件とする。ただ

し、１通の請求書に数個の受託番号が記載されているものは、

番号の異なるごとに１件とする。 

   ２．統轄店への月末報告に備え、利賦札の払渡件数を適宜書き留

めておくか、または送付書①の控を作成しておく。 

○ 上記の送付書と政府保管有価証券利札・賦札請求書とを統轄店に送付する。 
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①  【送付書の作成例】 

 

 

 

 

 

利賦札の払渡件数 ３ 

 

 

・  保管、供託ごとに別用紙とする必要はない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

送   付   書 

（日付）  3．11．19 
（店名）  日本銀行○○代理店 

日本銀行○○店  御中 

（様式、規格等は適宜） 

件 



 

【保管有価・別表】 

108 

別表３ 

政府有価証券の受払関係書類に記載されている証券名称等が有価証券と一部相違している場合の取

扱い例 

○  相違する事項が次表に掲げる内容のものであるときは、関係書類の訂正等の取扱いをすることなく、

そのまま受入れまたは払渡してよい。 

 

受 入 れ の 場 合 払 渡 し の 場 合 

有  価  証  券 

関 係 書 類 

  提 出 書 

内 訳 書 

払 込 書 

有  価  証  券 

関 係 書 類 

一部払渡請求書 
受 託 証 書 
払 込 済 通 知 書 
利札・賦札請求書 

証券名称 

○ ○ 株 式 曾 社 

第２回物上擔保附い號

社債券 

○○株式会社社債券 

「第２回い号」の 

表示は別途回記号 

欄に表示される 

○ ○ 株 式 曾 社 

第２回物上擔保附い號

社債券 

○○株式会社社債券 

「第２回い号」の 

表示は別途回記号 

欄に表示される 

  
割引電信電話債券 

○○瓦斯株式曾社株券 

電信電話割引債券 

○○ガス株式会社株券 

額    面 金壹百萬圓 100万円 金壹百萬圓 100万円 

回 番 号 

記    号 
  

第２回へ號 

阿    號 

ヘ号第２回 

ア（あ）号 

番    号 

第00131號 

第131号 

第0131号 

№131 

第131番 

第00131號 

第131号 

第0131号 

№131 

第131番 

自第01231號 

至第01238號 
1231～38 

自第01231號 

至第01238號 
1231～38 

第壹四参五貳番 第14352番 第壹四参五貳番 第14352番 

 

 



 

 

別表４ 

保 管 有 価 証 券 件 別 帳  

 

（書式第５号） 

証 券 名 称
額　面
種　類

回 記 号 番号 枚数 総 額 面 付属利賦札 備考
上  欄 は 渡  期
下欄は払渡年月日

払渡済利賦札
払　渡
年月日

提　　　出　　　者

取  扱  官  庁  
現       在       高

受  入  年  月  日

枚     数 総  額  面受   託   番   号

年　月
日渡以降

 

（用紙寸法Ａ４） 

 

記入方式 

１．取扱官庁別に受託番号ごとに口座を設ける。 

２．（略） 

３．口座の索引は、省略することができる。 

４．締切を要しない。 

    

記入細目  

１．証券名称、額面種類および回記号ごとに別行に記入する。 

２．１口座の記入が２葉以上にわたるときは、１/３ ２/３ ３/３のように連続番号を記載し、第１葉に現在高を記入する。 
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３．取扱官庁名が変更したときは、旧取扱官庁名に括弧を付し、その下部には新官庁名および変更年月日を記入する。 

４．付属利賦札が連続していなくて一部が欠けているものについては、備考欄に「年月日渡利札（または賦札）けん欠」と記入する。 

５．外貨債については、備考欄に外貨額および外国貨幣換算率を記入する。 

６．一部払渡しの場合の記入は次による。 

（１）１行の全部を払い渡したときは、払渡年月日欄に払渡日付を記入するとともに、現在高欄の枚数および総額面に括弧を付し、次行に払

渡後の現在高を記入する。 

（２）１行の記入のうち一部を払い渡したときは、前記（１）の記入をするほか、払渡日付記入行の備考欄に「一部払渡（何枚何円）のため

残高移記」と記入し、一部払渡後の残高についてあらためて新行に記入するとともに、その備考欄に「年月日一部払渡残高移記受入」

と記入する。 

７．現在高欄および払渡済付属利賦札欄の記入個所が不足するとき、および件別帳として受入証票等の写を使用している場合には、当該欄への

記入事項を適宜の個所（補せんを含む）に記入する。 

８．記名式有価証券（株券を除く）で付属書類のあるものは、備考欄に「譲渡証書何通添付」等と記入する。 
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窓口４  供 託 有 価 証 券 

 

 

○ 供託有価証券とは、法令の定めにもとづき法務局、地方法務局等に供託される有

価証券をいい、これら有価証券は、すべて日本銀行に寄託されることになっている。 

  供託事由の主なものとしては、①債務の弁済、②宅地建物取引業、割賦販売業、

家畜商等の営業保証、③公職選挙立候補、仮差押、仮処分の保証、④相続税、酒税

等の延納担保などがあげられる。 

○ 日常の事務としては、有価証券の受入れ、払渡し（全部または一部）のほか、付

属利賦札のみの払渡し等がある。 

  なお、供託有価証券の場合,有価証券の出納保管に関する事務は取扱主任官が、

有価証券による供託の受理、払渡しの認可に関する事務は供託官が、それぞれ分担

して取扱うことになっている。 

 

 



代 理 店 

供託有価証券 

 件 別 帳 

➍供託有価証券寄託書 
（政府有価証券受払集 
計表に添付） 

➌供託有価証券受託 
証書 

➊  供託有価証券寄託書 
   供託有価証券受託証書 
   供託書 
   有価証券 

➋供託書 

➌供託有価証券払渡 
  請求書 
（政府有価証券受払 
集計表に添付） 

 

請 求 者 

 

 

請 求 者 

 ➋有価証券 

➊供託有価証券払渡 

請求書（内渡） 

➌供託有価証券利札 
  （または賦札） 

請求書 
(適宜の送付書に添付) 

 

請 求 者 

 ➋利札または賦札 

➊供託有価証券利札 

（または賦札） 

請求書 

➋有価証券 

➊供託有価証券払渡 

請求書 
代 理 店 

供託有価証券 

 件 別 帳 

代 理 店 

供託有価証券 

 件 別 帳 

代 理 店 

供託有価証券 

 件 別 帳 

➌供託有価証券払渡 
  請求書（内渡） 
（政府有価証券受払 
集計表に添付） 

（参 考） 

供託有価証券の受払経路等 

 

１．受 入 れ 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

２．払 渡 し 

（１） 有価証券の全部払渡し 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 有価証券の一部払渡し 

 

 

 

 

 

 

 

（３） 付属利賦札の払渡し 

 

 

 

 

 

 

 

供 託 者 

 

 

法 務 局 

（取扱主任官） 
 

 

統 轄 店 

日本銀行 

本 支 店 
 

 

統 轄 店 

日本銀行 

本 支 店 
 

 

統 轄 店 

日本銀行 

本 支 店 
 

 

統 轄 店 

日本銀行 

本 支 店 
 

 

 



 

窓口４ 供託有価証券 
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受入書類等の確認 

 

窓口４ 供託有価証券 

 

１．受 入 れ  

供託者から、供託有価証券寄託書①（参考書式第11号）に供託書(参考書式第12号)

を添えて有価証券②（付属書類③を含む）の提出を受けたときは、次の取扱いをする。 

 

 

（１） 受入書類等の確認 

 

受入書類等 

の 名 称 
確  認  内  容 

供託有価証券④ 

寄託書 

○ 取扱主任官の所属庁名、資格、官職、氏名が記載

されていること。 

○ その他の記載事項が整っていること。 

 ・ 枚数、総額面に訂正、改ざんがないか 

 ・ 供託番号、有価証券の要項（証券名称、枚数、

総額面、内訳）等の記載もれがないか 

 ・ 枚数、総額面の合計が記載されている場合には、

これが枚数、総額面のそれぞれの集計値と一致し

ているか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日有規 17.28 

供有規   2 

供託規則 

   6. 8. 18 

供託準則 

   27.29.35 

36.37.43 

会計法規ニ基ク 

出納計算ノ数字 

及記載事項ノ訂 

正ニ関スル件 

（大正 1 1 年大 

蔵省令第43号） 
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① 供託有価証券寄託書には、供託有価証券受託証書（書式第６号）の用紙が添付されている。 

②（参考） 供託有価証券として受入れる有価証券の種類は、「はじめに」（６ページの２．）

参照。 

③ 記名式有価証券（株券を除く）の寄託を受ける場合に限り必要な書類で、具体的には譲渡証

書等がこれにあたる。 
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(注１） 

④ 【供託有価証券寄託書の記載例】 

 
  

供 託 有 価 証 券 寄 託 書 
令和３年１０月７日 

 
日本銀行○○代理店 御中 

 

○○地方法務局○○支局取扱主任官 

下記の証券を寄託します。                供託官 高山 徹  

 

 

 

  
証券名称 

 

 
枚数 
 

（注２） 

総額面 
 

内       訳  （注４） 

備  考 
  額面 回記号 番  号 附属利賦札 

 ○○株式会社株券 30 1,500,000 伍萬円券 Ａ 自 00011 
至 00040 

  

 ○○株式会社株券 7 0 弐千株券 Ｂ 自 000041 
至 000047 

  

 ○○株式会社株券 80 
 

4,000,000 壱百株券 
1 株 500 円 

Ｃ 自 000051 
至 000130 

 

 

         

         

（注１） 用紙が２枚以上にわたる場合は、各用紙間に取扱主任官の記名または各用紙に法務局所定の文様の打

抜きが施される。 

（注２）１．外貨債の場合は、外貨額で記載される。 

    ２．額面表示のない有価証券（無額面株券等）の場合は、総額面欄には「０」、内訳の額面欄には券面

ごとの株数等が記載される。 

（注３）１．付属利賦札のほか、最終の渡期が記載される。 

    ２．付属利札の全部が欠けている場合でその旨の記載がないときは、鉛筆で「なし」と付記する。 

（注４）備考欄は、次のような場合に記載される。 

     ・ 有価証券に付属書類が添付されている場合……「譲渡証書○通添付」等 

     ・ 付属利賦札が最終の渡期まで連続しておらず一部が欠けている場合 

……「○年○月○日渡利札（または賦札）けん欠」等 

・ 外貨債の場合……１枚ごとに所定の外国貨幣換算率で換算した邦貨額（円位未満切捨）およびそ

の換算率 

（注５）供託者の氏名について、民事訴訟法第１３３条第１項に基づく秘匿決定があった場合には、供託者欄に

おいて、これに代わる事項（「代替氏名Ａ」等）が記載される（訴訟関係等の担保または保証として供託

された場合等）。 

      

 

 

 

 

作成日 

 

供託番号 

 

 

・ 法人の場合は法人名 

が記載される。 

 

 

 

取扱主任官 

届出の印鑑票どおり 

記名される 

 

 

 

有価証券の要項 

 

供託番号 令和３年度証第１５号 

供託者名 上 野 利 男 

 

（注２） （注３） 
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受入書類等 

の 名 称 
確  認  内  容 

（添付書類） 

 

 

 

 

 

 

供 託 書① 

 

 

 

 

 

 

      

 

○ 受入日が供託書に記載されている納入期限②を

過ぎていないこと。 

○ 供託官の所属庁名、官職、氏名が記載され、印が

押されていること。 

（注）光学的文字読取装置（以下「法務局ＯＣＲ」と

いう。）を利用して作成された場合には、供託受理

欄に供託官印が押なつまたは供託官印の印影が機

械印字される。 

○ その他の記載事項が整っていること。 

・ 枚数、総額面に訂正③、改ざんがないか 

・ 供託番号、有価証券の要項（証券名称、枚数、

総額面、券面額等）等が、供託有価証券寄託書と

一致しているか 

・ 枚数、総額面の合計が記載されている場合には、

これが枚数、総額面のそれぞれの集計値と一致し

ているか 
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有価証券の要項 

 

 

納入期限 

 

 

 

 

 

供託受理欄 

 

 

 

供託官 

 届出の印鑑票 

 どおり記名、 

 押印される 

① 【供託書の記載例】 

 

 

 （注１）右下部に特定の記号および番号ならびにページ番号および総ページ数が印字される。 

 （注２）１．外貨債の場合は、外貨額で記載される。 

     ２．額面表示のない有価証券（無額面株券等）の場合は、総額面欄には「０」、券面額等欄には券面

ごとの株数等が記載される。 

 （注３）有価証券に付属書類が添付されている場合は､「譲渡証書○通添付」等と記載される。 

 （注４）供託者または被供託者の住所または氏名について、民事訴訟法第１３３条第１項の決定に基づく秘匿

決定があった場合には、供託者の住所氏名欄等において、これらに代わる事項（住所については「代替

住所Ａ」、氏名については「代替氏名Ａ」等）が記載される（訴訟関係等の担保または保証として供託

された場合等）。 

 

②（参考）納入期限が過ぎている場合は、有価証券の受入れをしないで、法務局等にその旨連絡

するよう供託者に伝える。 

 

③ 枚数、総額面以外の記載事項の訂正は、供託官の訂正印があればよい。 

 
供託書（営業保証）（注１） 

） 

 

申請年月日 令和３年１０月７日 法令条項 （略） 令和３年度証第１５号 

供託所の表示 ○○地方法務局○○支局 
供
託
の
原
因
た
る
事
実 

（略） 

氏
名 

 

の
住
所 

供
託
者 

○○県○○市○○町○○ 
 

上 野 利 男 

等 
 
 

び
件
名 

名
称
及 

官
庁
の 

○○県知事免許番号(１)５０号 

供  託  有  価  証  券 

符 

号 

名 称 
枚 

数 

（注２） 
総額面 

 

券面額、 
回記号及 
び番号 

附属利賦札及
び最終の渡期 

備 

考 

  
（注３） 

 

 

○○株式会社
株券 

30 1,500,00 

伍萬円券 
Ａ 
自 00011 
至 00040 

  
上記供託を受理する。 
供託有価証券を令和3年10月14日までに日
本銀行○○代理店における供託所口座に納
入されたい。同日までに納入しないときは、
この決定は効力を失う。 

令和３年１０月７日 
○○地方法務局○○支局 
供託官 高 山  徹  印 

 
上記供託有価証券の受入を証する。 

年 月 日 
日本銀行       ○印 

 

○○株式会社
株券 

7 0 

弐千株券 
Ｂ 
自 000041 
至 000047 

 

 

○○株式会社
株券 

80 4,000,00 

壱百株券 
Ｃ 
自 000051 
至 000130 

 

計 117 5,500,00 
  

            

(注２) 
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有価証券の受入れ等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

供託書、受託証書の

交付等 

 

（２）有価証券の受入れ等 

○ 供託有価証券寄託書に記載されている有価証券の要項（証券名称、枚数、総額

面、内訳）が、有価証券（付属書類を含む）と一致①していることを確かめる。 

○ 有価証券を受入れる。 

○ 供託有価証券寄託書に領収印（または自行庫所定の出納印等）を押す。 

 

（３）供託書、供託有価証券受託証書の交付等 

○ 供託書に領収印を押し、これを供託者に渡す。 

○ 供託有価証券寄託書により、供託有価証券受託証書を作成②して領収印を押し、

これを取扱主任官に送付する。 
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① 供託有価証券寄託書（供託書、受託証書を含む）に記載されている証券名称、額面、番号が

有価証券と一部相違している場合の取扱い例は、146ページの別表５参照。 

 

②１．【供託有価証券受託証書の作成例】 
 

 

供 託 有 価 証 券 受 託 証 書
（注１）

 

年 月 日 
 
○○地方法務局○○支局 

取扱主任官 殿 
日本銀行     領収印 

下記の証券を受託しました。 

 

 

証券名称 枚数 総額面 

内            訳  

備    考 

 

 
額面 回記号 番   号 附属利賦札 

 

 

○○株式会社
株券 

30 1,500,000 
伍萬円券 

 
Ａ 

自 00011 
至 00040 

   

 

○○株式会社
株券 

7 0 弐千株券 Ｂ 
自 000041 
至 000047 

   

 

○○株式会社 
株券 

80 4,000,000 
壱百株券 
1 株 500 円 

Ｃ 
自 000051 
至 000130 

   

          

          

（注１）１．取扱主任官から寄託書とともに提出された場合には、記載内容が寄託書と一致していること

を確認したうえで、提出されたものを使用して差し支えない。この場合、枚数、総額面の合計

が記載されているときは、これが枚数、総額面のそれぞれの集計値と一致していることを確認

する。 

    ２．用紙が２枚以上にわたる場合は、各用紙間に店名を表示する（領収印を押してもよい。）。 

（注２）１．外貨債の場合は、外貨額で記入する。 

    ２．額面表示のない有価証券（無額面株券等）の場合は、総額面欄には「０」、内訳の額面欄に

は券面ごとの株数等を記入する。 

（注３）付属利賦札のほか、最終の渡期を記入する。 

（注４）備考欄は、次のような場合に記入する。 

     ・ 有価証券に付属書類が添付されている場合……「譲渡証書○通添付」等 

     ・ 付属利賦札が最終の渡期まで連続しておらず一部が欠けている場合 

             ……「○年○月○日渡利札（または賦札）けん欠」等 

     ・ 外貨債の場合……１枚ごとに所定の外国貨幣換算率で換算した邦貨額（円位未満切捨） 

               およびその換算率 

２．供託有価証券件別帳として供託有価証券受託証書の写を使用する場合（119ページの①１．）

は、取扱主任官に送付する前にこれを作成する。 

供託番号 令和３年度証第１５号 

供託者名 上 野 利 男 

 

以 下 余 白 

 

 
 
・ 供託有価証券 

寄託書と複写
で記載される。 

(用紙寸法Ａ４) 

(書式第６号) 

（注２） 

（注２） 

（注４） 

（注３） 



 

 

件別帳の作成等 

 

 

 

 

 

（４）供託有価証券件別帳の作成等 

  ○ 供託有価証券寄託書の写を作成①し、これに現在高（枚数、総額面）を記入②

する。 

○ 写は、取扱官庁別に受入順または供託番号順にそろえ、これを供託有価証券件

別帳③の使用中分として整理する。 
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①１．供託有価証券受託証書の写を作成してもよい。 

 ２．受入年月日、供託番号、供託者名等を別表６（147ページ）に掲げる供託有価証券件別帳（書

式第７号）に記入した場合は、供託有価証券寄託書等の写を作成する必要はない。 

 

② 【供託有価証券寄託書写への現在高の記入例】－枠判を使用した場合－ 

 
 

供 託 有 価 証 券 寄 託 書 
 

  
  

 
証券名称 枚数 総額面 

内      訳 
備   考 

 
 額面 回記号 番   号 附属利賦札  
 ○○株式会社 
株券 

30 1,500,000 伍萬円券 Ａ 自 00011 
至 00040 

   

 ○○株式会社 
株券 

7 0 弐千株券 Ｂ 自 000041 
至 000047 

   

 ○○株式会社 
株券 

80 4,000,000 壱百株券 
1 株 500 円 

Ｃ 自 000051 
至 000130 

 

  

          

          

          

    ・ 供託有価証券寄託書の枚数、総額面欄の記入が１行の場合または枚数、総額面の合計が記載されて

いる場合は、現在高の記入を省略してもよい。 

 

③１．（参考）供託有価証券件別帳は、代理店が取扱主任官から寄託を受けた供託有価証券につ

いて、受入れ１件ごとの現在高および有価証券の内容等を明らかにするために設け

る帳簿。 

 ２．件別帳（使用中分）の残高確認、統轄店への報告、突合表の照合等のため必要な場合には

適宜の受払簿を設け、これに受入れの記入をしてもよい。 

   【受払簿の記入例】 
 

政 府 有 価 証 券 受 払 簿 

供託有価証券         ○○地方法務局○○支局取扱主任官 

３年 摘 要 
受 払 残 

枚数 総 額 面 枚数 総 額 面 枚数 総 額 面 

         
 

10 7  117 5,500,000   300 12,000,000 

（様式、規格等は適宜） 

供託番号 令和３年度証第１５号 

  
 

現
在
高 

枚 数 総 額 面 

１１７ ５,５００,０００ 

 

・ 現在高 

領収印 

・ 取扱区分別 
・ 取扱官庁取 

扱主任官別 
 

に口座を設ける。 

・ 年度ごとに更新する必要はない。 

 



 

有価証券の整理、保

管等 （５）有価証券の整理、保管等 

  ○ 供託有価証券寄託書により、受入れ１件ごとに袋表記を作成①し、袋②に貼付③

する。 

  ○ 有価証券（付属書類を含む）は、上記の袋表記と照合して袋に収め、これを金

庫内に保管する。 

  ○ 供託有価証券寄託書は受入証票として取扱う。 

 

受入証票は………… 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 「後方１ 計算整理、諸報告」 

（150ページの(１)）へ 
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① 【袋表記の作成例】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（様式、規格等は適宜） 

・ 枚数、総額面欄の記入が１行の場合は、合計の記入を省略してよい。 

・ 受入れ１件の有価証券を２袋以上に分納した場合は、それぞれの袋表記を作成して連続番号を付け、最

終分に合計を記入する。 

 

② 袋は適宜のもの（紙、ビニール製等）でよい。 

 

 

③１．袋表記の貼付に代えて、袋表記の記入事項を備えた枠判を使用してもよい。 

 ２．透視できるビニール製袋等の場合は、袋表記をその中に入れてもよい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取  扱  区  分 受託（供託）番号 

供 託 有 価 証 券 
令和 3 年度 

証第 15  号 

証 券 名 称 枚 数 総 額 面 

○○株式会社株券 ３０ １,５００,０００ 

○○株式会社株券 ７ ０ 

○○株式会社株券 ８０ ４,０００,０００ 

   

   

合         計 １１７ ５,５００,０００ 

 

供託番号 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

払出書類の確認 

２．払渡し 

 

（１）有価証券の払渡し 

 

イ．有価証券の全部を払渡す場合① 

窓口で供託有価証券払渡請求書（参考書式第13号）により有価証券の払渡し請

求②を受けたときは、次の取扱いをする。 

 

 

 

 

  （イ）払出書類の確認 

 

払出書類の名称 受領者の区分 確  認  内  容 

供託有価証券③

払渡請求書 

 

 

 

 

官庁への請求者 

受 領 者 

とも本人④の 

場合 (注) 

○ 払渡認可欄の記載事項が整っていること。 

・ 供託官名、印影が、届出の印鑑票と一致

しているか 

・ 払渡認可日が記載されているか 

○ 受領欄の記載事項が整っていること。 

・ 受領者（本人）名、印影が、請求者の住

所氏名印欄と一致しているか 

・ 受領日に誤りがないか 

○ その他の記載事項が整っていること。 

・ 枚数、総額面に訂正⑤、改ざんがないか 

・ 供託番号、有価証券の要項（証券名称、

枚数、総額面、券面額等）等が、これに該

当する供託有価証券件別帳と一致している

か 

（注）官庁への請求者が本人で受領者が代理人の場合は、供託有価証券払渡請求書の

ほか、本人の委任状⑥の提出を受け、それぞれその内容が整っていることを確か

める。 

 

 

官庁、公署から保管、供託有価証券の払渡し請求を受けた場合の取扱い 

統轄店照会事項 
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① すでに一部払渡し（内渡）が行われたものを含む。 

②（参考）有価証券の払渡請求事由には、取戻（注１）と還付（注２）とがある。取戻と還付の区別

は、供託有価証券払渡請求書に記載されている。 

（注１）取戻とは、寄託された有価証券を供託者に払渡すことをいう。 

（注２）還付とは、寄託された有価証券を供託者以外の者に払渡すことをいう。 

③ 【供託有価証券払渡請求書の記載例】 

－官庁への請求者、受領者とも本人の場合－ 
 
供託有価証券払渡請求書

（注）
 

 

請 求 年 月 日 平成７年１１月６日  

供託所の表示 ○○地方法務局○○支局 取
戻
の
別 

由
及
び
還
付 

払
渡
請
求
事 

還
付 

１．供託受諾 
２．担保権実行 
３． 

備考 

住
所
氏
名
印 

請
求
者
の 

 

○○県○○市○○町○○ 
 

大久保 健次 

 

取
戻 

１．供託不受諾 

○2 ．供託原因消滅 

供 託 番 号 名   称 枚 数 総 額 面 券面額、回記号 
及び番号 

平成 
７年度証第２号 利付国庫債券（10 年） 2 2,000,000 壱百万円券第 14 回 

000025､000029 

年度証第 号 
    

計 
 

2 2,000,000 
 

上記払渡しを認可する。 

平成７年１１月６日 

○○地方法務局○○支局 
 

供託官 高 山   徹  印 

上記有価証券を受領した。 

平成 7年１１月６日 

受取人氏名  大久保 健次 ○印  

日本銀行○○代理店 御中 

 

・ 営業行為にもとづくものは、記載されている額面金額が印紙税法に定める免税点を超える場合収入

印紙がはられる。 

・ 供託者が商号変更等により名称を変更した場合は、備考欄または請求者の住所氏名印欄に旧名称が

付記される。 

(注)用紙が２枚以上にわたる場合は、ページ番号および総ページ数が記載され、かつ、各用紙間に供託

官の契印が押される。 

④ 本人とは、取戻の場合は供託者をいい、還付の場合は供託者以外の者をいう。 

⑤ 枚数、総額面以外の記載事項の訂正は、供託官および官庁への請求者（本人）の訂正印（供

託官の場合は届出のもの）があればよい。ただし、払渡認可欄の訂正は供託官の訂正印、受領

欄の訂正は受領者（本人）の訂正印のみでよい。 

⑥１．委任者（本人）の印影が、供託有価証券払渡請求書の請求者の住所氏名印欄と一致してい

ることを確かめる。 

２．委任状は、供託有価証券払渡請求書に添付する。 

印 

収入 
印紙 印 

官庁への請求者 

（本人）の印 

 

 

 

 

 

有価証券の要項 

 

 

払渡認可欄 

供託官の印 

（届出のもの） 
 
 
 

受領欄 

 

受領者（本人）の印 
頁 

／ 



 

 

 

 

 

払出書類の名称 受領者の区分 確  認  内  容 

供託有価証券①

払渡請求書 

 

 

 

 

官庁への請求者 

受 領 者 

とも代理人②の 

場合（注１） 

○ 払渡認可欄（注２）の記載事項が整って

いること。 

・ 供託官名、印影が、届出の印鑑票と一

致しているか 

・ 払渡認可日が記載されているか 

○ 受領欄の記載事項が整っていること。 

・ 本人の氏名が、請求者の住所氏名印欄

と一致しているか 

・ 受領者（代理人）名、印影が、請求者

の住所氏名印欄と一致しているか 

・ 受領日に誤りがないか 

○ その他の記載事項が整っていること。 

・ 枚数、総額面に訂正③、改ざんがない

か 

・ 供託番号、有価証券の要項（証券名称、

枚数、総額面、券面額等）等が、これに

該当する供託有価証券件別帳と一致し

ているか 

（注１）官庁への請求者が代理人で受領者が本人の場合は、供託有価証券払渡請求書

のほか、本人の印鑑証明書④の提出を受け、それぞれその内容が整っているこ

とを確かめる。 

（注２）払渡認可欄に「代理人には有価証券の受領権限がない」旨付記されている場

合⑤は、本人の委任状⑥と印鑑証明書④の提出を受け、それぞれその内容が整っ

ていることを確かめる。 

 

印鑑証明書は………… 

 

 

 

 

 

 「後方２ 帳簿、書類の整理保管」 

（166ページの（１））へ 
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印 

① 【供託有価証券払渡請求書の受領欄等の記載例】 

－官庁への請求者、受領者とも代理人の場合－ 
 
供託有価証券払渡請求書 

 

請求年月日 平成７年１１月６日  

供託所の表示 ○○地方法務局○○支局 
取
戻
の
別 

由
及
び
還
付 

払
渡
請
求
事 

還
付 

１．供託受諾 
２．担保権実行 
３． 

備考 

住
所
氏
名
印 

請
求
者
の 

 
○○県○○市○○町○○ 

大久保 健 次 
○○県○○市○○町○○ 

代理人 西 山   勇 

取
戻 

１．供託不受諾 
○2 ．供託原因消滅 

供 託 番 号 名   称 枚 数 総 額 面 
券面額、回記号 
及び番号 

平成 
７年度証第２号 利付国庫債券（10年） 2 2,000,000 

壱百万円券第14回
000025,000029 

 

        
 

上記払渡しを認可する。 

平成７年１１月６日 

○○地方法務局○○支局 

供託官 高 山  徹   

上記有価証券を受領した。 

平成７年１１月６日 

受取人氏名 大久保 健次 

代理人 西 山  勇  ○印  

日本銀行○○代理店 御中 

 

 

・ 営業行為にもとづくものは、記載されている額面金額が印紙税法に定める免税点を超える場合収入

印紙がはられる。 

 

② 代理人とは、取戻の場合は供託者の代理人をいい、還付の場合は供託者以外の者の代理人を

いう。 

③ 枚数、総額面以外の記載事項の訂正は、供託官および官庁への請求者（代理人）の訂正印（供

託官の場合は届出のもの）があればよい。ただし、払渡認可欄の訂正は供託官の訂正印、受領

欄の訂正は受領者（代理人）の訂正印のみでよい。 

④１．印鑑証明書は、受領者が本人の場合は供託有価証券払渡請求書に押されている受領者の印

影の確認に使用し、受領者が代理人の場合は委任状に押されている委任者（本人）の印影の

確認に使用する。 

２．自店の取引先として別に届出を受けている印鑑票を使用する旨本人から申出があった場合

は、印鑑証明書の提出を受ける必要はない。 

⑤（参考）この付記がある場合は本人が受領することになるが、別途、代理人に受領権限を付与

する旨の本人の委任状と印鑑証明書の提出があれば、有価証券を代理人に払渡してよい。 

⑥ 委任状は、供託有価証券払渡請求書に添付する。 

 

収入 

印紙 印 

印 

官庁への請求者 

（代理人）の印 

 

 

 

 

 

払渡認可欄 

 

供託官の印 
（届出のもの） 

 

受領欄 
 
本人の氏名 
 
 
受領者（代理人）の印

頁 
／ 



 

 

有価証券の払渡し等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

件別帳の記入等 

（ロ）有価証券の払渡し等 

○ 供託有価証券払渡請求書に記載されている有価証券の要項（証券名称、枚

数、総額面、券面額等）が、これに該当する有価証券と一致①していること

を確かめる。 

○ 有価証券を受領者（本人または代理人②）に払渡す。 

○ 供託有価証券払渡請求書に支払印（または自行庫所定の出納印等）を押す。 

 

（ハ）供託有価証券件別帳の記入等 

○ 該当の供託有価証券件別帳に払渡日を記入③し、使用中分から抜き出す。 

○ 供託有価証券払渡請求書は払出証票として取扱う。 

 

 

払出証票は…………… 

 

全部払渡済の 

供託有価証券  は 

件別帳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 「後方１ 計算整理、諸報告」 

（150ページの（１））へ 

 「後方２ 帳簿、書類の整理保管」 

（164ページの（１））へ 
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① 供託有価証券払渡請求書に記載されている証券名称、券面額、回記号、番号が有価証券と一

部相違している場合の取扱い例は、146ページの別表５参照。 

 

② 受領者（本人または代理人）の使者が来店した場合は、その使者に有価証券を払渡してよい。 

 

 

 

 

③１．供託有価証券件別帳として供託有価証券寄託書等の写を使用している場合は、払渡日の記

入に代えて、支払印（または自行庫所定の出納印等）を押してもよい。 

 ２．別表６（147ページ）に掲げる供託有価証券件別帳（書式第７号）を使用している場合は、

巻末の「帳簿の記入例」参照。 

 ３．受払簿を設けている場合（119ページの③２．）は、これに払出しの記入をする。 
 

【受払簿の記入例】 
 

政 府 有 価 証 券 受 払 簿 

供託有価証券         ○○地方法務局○○支局取扱主任官 

７年 摘 要 
受 払 残 

枚数 総 額 面 枚数 総 額 面 枚数 総 額 面 

         
 

11 6    2 2,000,000 55 4,800,000 

         

         

（様式、規格等は適宜） 
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払出書類の確認 

ロ．有価証券の一部を払渡す場合 

 

窓口で次表の払出書類により有価証券の払渡し請求①を受けたときは、次の取

扱いをする。 

払 出 書 類 の 名 称 
 

参考書式番号 

供託有価証券払渡請求書（内渡の表示が

あるもの） 

または 

供託有価証券一部払渡請求書② 

第13号（１） 

 

 

第14号 

 

 

 

 

 

（イ）払出書類の確認 

払出書類の名称 受領者の区分 確  認  内  容 

供託有価証券③ 

払渡請求書 

（内渡） 

 

 

 

 

官庁への請求者 

受 領 者 

とも本人④の場 

合（注） 

○ 払渡認可欄の記載事項が整っていること。 

・ 供託官名、印影が、届出の印鑑票と一致

しているか 

・ 払渡認可日が記載されているか 

○ 受領欄の記載事項が整っていること。 

・ 受領者（本人）名、印影が、請求者の住

所氏名印欄と一致しているか 

・ 受領日に誤りがないか 

○ その他の記載事項が整っていること。 

・ 枚数、総額面に訂正⑤、改ざんがないか 

・ 供託番号、証券名称、券面額等が、これ

に該当する供託有価証券件別帳と一致し

ているか 

（注）官庁への請求者が本人で受領者が代理人の場合は、供託有価証券払渡請求

書（内渡）のほか、本人の委任状⑥の提出を受け、それぞれの内容が整っている

ことを確かめる。 

 

官庁、公署から保管、供託有価証券の払渡し請求を受けた場合の取扱い 

統轄店照会事項 
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①（参考）有価証券の払渡請求事由には、取戻（注１）と還付（注２）とがある。取戻と還付の区別

は、供託有価証券払渡請求書（内渡）に記載されている。 

（注１）取戻とは、寄託された有価証券を供託者に払渡すことをいう。 

（注２）還付とは、寄託された有価証券を供託者以外の者に払渡すことをいう。 

②（参考）法務局等の取扱主任官が払渡しを請求する場合に使用される。 

③ 【供託有価証券払渡請求書（内渡）の記載例】 

－官庁への請求者、受領者とも本人の場合－ 
 

 
供託有価証券払渡請求書（内渡）

（注）
 

 

請求年月日 平成７年１１月１０日  

供託所の表示 ○○地方法務局○○支局 
取
戻
の
別 

由
及
び
還
付 

払
渡
請
求
事 

還
付 

１．供託受諾 
２．担保権実行 
３． 

備考 

住
所
氏
名
印 

請
求
者
の 

 
 

○○県○○市○○町○○ 
上 野 利 男 

 

取
戻 

１．供託不受諾 
○2 ．供託原因消滅 

供 託 番 号 名   称 枚数 総 額 面 券面額、回記号 
及び番号 

平成 
７年度証第１５号 利付国庫債券（10 年） １ 100,000 10 万円券 第 22 回 

000011 

〃年度証第 〃 号 割引電信電話債券 2 200,000 10 万円券、Ｐ号、第 1回 
第 000001 号、第 000002 号 

計 
 

3 300,000 
 

上記払渡しを認可する。 

平成７年 11 月 10 日 

○○地方法務局○○支局 
 

供託官 高山 徹  印 

上記有価証券を受領した。 

平成 7年 11 月 10 日 

受取人氏名 上野 利男  ○印  

日本銀行○○代理店 御中 

 

・ 営業行為にもとづくものは、記載されている額面金額が印紙税法に定める免税点を超える場合収入印

紙がはられる。 

・ 供託者が商号変更等により名称を変更した場合は、備考欄または請求者の住所氏名印欄に旧名称が付

記される。 

(注)用紙が 2 枚以上にわたる場合は、ページ番号および総ページ数が記載され、かつ、各用紙間に供託官

の契印が押される。 

④ 本人とは、取戻の場合は供託者をいい、還付の場合は供託者以外の者をいう。 

⑤ 枚数、総額面以外の記載事項の訂正は、供託官および官庁への請求者（本人）の訂正印（供

託官の場合は届出のもの）があればよい。ただし、払渡認可欄の訂正は供託官の訂正印、受領

欄の訂正は受領者（本人）の訂正印のみでよい。 

⑥１．委任者（本人）の印影が、供託有価証券払渡請求書（内渡）の請求者の住所氏名印欄と一

致していることを確かめる。 

２．委任状は、供託有価証券払渡請求書（内渡）に添付する。 

印 

収入 

印紙 印 

内渡の表示 

 

官庁への請求者 

（本人）の印 

 

 

 

 

有価証券の要項 

 

払渡認可欄 

供託官の印 

（届出のもの） 
 

 

受領欄 

 

受領者（本人）の印 

頁 
／ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
払出書類の名称 受領者の区分 確  認  内  容 

供託有価証券① 

払渡請求書 

（内渡） 

 

 

 

 

官庁への請求者 

受 領 者 

とも代理人②の 

場合（注１） 

○ 払渡認可欄(注2)の記載事項が整ってい

ること。 

・ 供託官名、印影が、届出の印鑑票と一

致しているか 

・ 払渡認可日が記載されているか 

○ 受領欄の記載事項が整っていること。 

・ 受領者（代理人）名、印影が、請求者

の住所氏名印欄と一致しているか 

・ 受領日に誤りがないか 

○ その他の記載事項が整っていること。 

・ 枚数、総額面に訂正③、改ざんがない

か 

・ 供託番号、証券名称、券面額等が、こ

れに該当する供託有価証券件別帳と一

致しているか 

（注１）官庁への請求者が代理人で受領者が本人の場合は、供託有価証券払渡請求書

（内渡）のほか、本人の印鑑証明書④の提出を受け、それぞれその内容が整っ

ていることを確かめる。 

（注２）払渡認可欄に「代理人には有価証券の受領権限がない」旨付記されている場

合⑤は、本人の委任状⑥と印鑑証明書④の提出を受け、それぞれその内容が整っ

ていることを確かめる。 

 

印鑑証明書は………… 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 「後方２ 帳簿、書類の整理保管」 

（166ページの（１））へ 
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① 【供託有価証券払渡請求書（内渡）の受領欄等の記載例】 

－官庁への請求者、受領者とも代理人の場合－ 
 
供託有価証券払渡請求書（内渡） 

 

請求年月日  平成 7 年１１月１０日  

供託所の表示  ○○地方法務局○○支局 
取
戻
の
別 

由
及
び
還
付 

払
渡
請
求
事 

還
付 

１．供託受諾 
２．担保権実行 

３． 

備考 

住
所
氏
名
印 

請
求
者
の 

○○県○○市○○町○○ 
上 野 利 男 

○○県○○市○○町○○ 
代理人 西 山   勇 

取
戻 

１．供託不受諾 

○2．供託原因消滅 

供 託 番 号 名   称 枚数 総 額 面 
券面額、回記号 
及び番号 

平成 
７年度証第 15 号 利付国庫債券（10 年） 1 100,000 

10 万円券第 22 回 
000011 

 

     

        
 

上記払渡しを認可する。 

平成７年 11月 10 日 

○○地方法務局○○支局 
 

供託官 高 山  徹  印 

上記有価証券を受領した。 

平成７年 11月 10 日 

受取人氏名 上野 利男 

代理人 西山  勇  ○印  

日本銀行○○代理店 御中 

 

 

 

・ 営業行為にもとづくものは、記載されている額面金額が印紙税法に定める免税点を超える場合収入

印紙がはられる。 

 

② 代理人とは、取戻の場合は供託者の代理人をいい、還付の場合は供託者以外の者の代理人を

いう。 

③ 枚数、総額面以外の記載事項の訂正は、供託官および官庁への請求者（代理人）の訂正印（供

託官の場合は届出のもの）があればよい。ただし、払渡認可欄の訂正は供託官の訂正印、受領

欄の訂正は受領者（代理人）の訂正印のみでよい。 

④１．印鑑証明書は、受領者が本人の場合は供託有価証券払渡請求書（内渡）に押されている受

領者の印影の確認に使用し、受領者が代理人の場合は委任状に押されている委任者（本人）

の印影の確認に使用する。 

２．自店の取引先として別に届出を受けている印鑑票を使用する旨本人から申出があった場合

は、印鑑証明書の提出を受ける必要はない。 

⑤（参考）この付記がある場合は本人が受領することになるが、別途、代理人に受領権限を付与

する旨の本人の委任状と印鑑証明書の提出があれば、有価証券を代理人に払渡してよい。 

⑥ 委任状は、供託有価証券払渡請求書（内渡）に添付する。 

印 

収入 

印紙 印 

官庁への請求者 

（代理人）の印 

 

 

 

 

払渡認可欄 

 

供託官の印 
（届出のもの） 

 

受領欄 
 
本人の氏名 
 
 
受領者 
（代理人）の印 

頁 
／ 



 

 

有価証券の払渡し等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

件別帳の記入 

（ロ）有価証券の払渡し等 

○ 供託有価証券払渡請求書（内渡）に記載されている有価証券の要項（証

券名称、枚数、総額面、券面額等）が、これに該当する有価証券と一致 ①

していることを確かめる。 

○ 有価証券を受領者（本人または代理人②）に払渡す。 

○ 供託有価証券払渡請求書（内渡）に支払印（または自行庫所定の出納印

等）を押す。 

 

（ハ）供託有価証券件別帳の記入等 

○ 該当の供託有価証券件別帳に次の事項を記入する。 

・ 払渡日 

・ 一部払渡の旨 

・ 払渡後の現在高（枚数、 

 総額面）等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 
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① 供託有価証券払渡請求書（内渡）に記載されている証券名称、券面額、回記号、番号が有価

証券と一部相違している場合の取扱い例は、146ページの別表５参照。 

② 受領者（本人または代理人）の使者が来店した場合は、その使者に有価証券を払渡してよい。 

③１．【供託有価証券件別帳への払渡日等の記入例】 

－供託有価証券寄託書写の場合－ 
 

供 託 有 価 証 券 寄 託 書 
 

 
 

 
 

 証券名称 枚数 総額面 内      訳 備   考  
 額面 回記号 番   号 附属利賦札  
  
利付国庫債券 

（10 年） 

 

5 

 

500,000 

 
万円券 
10 

 

第 22 回 

 
自 000011 
至 000015 

平成 7年 11 月 20 日 
渡以降利札付 
最終の渡期 
平成 14 年 11月 20 日 

7.11.10 一部払渡 
（1枚 100,000 円）
のため残高移記 

 

 

 
割引電信電話 
債    券 

 

2 

 

200,000 

 
万円券 
10 

 

P号第1回 

 
第 000001 号 
第 000002 号 

  
7.11.10 
一部払渡 

 

 
利付国庫債券 
（10 年） 

4 400,000 
万円券 
10 

第 22 回 
自 000012 
至 000015 

平成 7年 11 月 20 日 
渡以降利札付 
最終の渡期 
平成 14 年 11 月 20 日 

7.11.10 一部払渡 
残高移記受入 

 

          

           

２．別表６（147ページ）に掲げる供託有価証券件別帳（書式第７号）を使用している場合は、

巻末の「帳簿の記入例」参照。 

３．受払簿を設けている場合（119ページの③２．）は、これに払出しの記入をする。 

【受払簿の記入例】 

政 府 有 価 証 券 受 払 簿 

供託有価証券           ○○地方法務局○○支局取扱主任官 

７年 摘 要 
受 払 残 

枚数 総 額 面 枚数 総 額 面 枚数 総 額 面 

         
 

11 10    ３ 300,000 58 5,650,000 

         

（様式、規格等は適宜） 

 

現

在

高 

枚 数 総 額 面 

（７） （７００，０００） 

４ ４００,０００ 

 

領収印 

 

・ 該当の証券名称、 

 枚数、総額面等にか 

っこを付ける。 

 

 

・ 払渡日、一部払渡 

 の旨 

 

・ 一部（1行の一部）

払渡しの場合の残高

移記 
 
 
 
 
 
 
 
・ 払渡後の現在高 



 

 

有価証券の整理、保

管等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ニ）有価証券の整理、保管等 

  ○ 袋表記に払渡後の現在高（枚数、総額面）等を記入①する。 

  ○ 払渡後の有価証券は、上記の袋表記と照合して袋に収め、これを金庫内

に保管する。 

  ○ 供託有価証券払渡請求書（内渡）は払出証票として取扱う。 

 

払出証票は………… 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 「後方１ 計算整理、諸報告」 

    （150ページの(1)）へ 
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① 【袋表記への払渡後に現在高等の記入例】 

   

 取  扱  区  分 受託（供託）番号 

供 託 有 価 証 券 
平成   7  年度 

証第 15  号 

証 券 名 称 枚 数 総 額 面 

(利付国庫債券（１０年）) (5) (500,000) 

(割 引 電 信 電 話 債 券) (2) (200,000) 

利付国庫債券（１０年） 4  400,000  

   

   

合         計 
4  
(7) 

400,000  
(700,000) 

 

（様式、規格等は適宜） 

 

供託番号 
 
 
 
 
 
 
・ 該当の証券名称、 
 枚数、総額面等にか 
っこを付ける。 

 
・ 一部（１行の一部） 
 払渡しの場合の残高 
移記 

 
 
 
・ 払渡後の現在高 

【供託有価・一部払】 
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日有規   19 
供有規    4 
供託規則 

 ６．８．３６ 
会計法規ニ基ク 
出納計算ノ数字 

及記載事項ノ訂 
正ニ関スル件 
（大正 11年大 

蔵省令第 43号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）付属利賦札の払渡し① 

窓口で次表の利賦札の払出書類により付属利賦札の払渡し請求を受けたときは、

次の取扱いをする。 

 

利賦札の払出書類の名称 

 

参考書式番号 

供託有価証券利札請求書 

 または 

供託有価証券賦札請求書 

 または 

供託有価証券利札・賦札請求書② 

第 15 号 

 

第 16 号 

 

第 17 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

官庁、公署から保管、供託有価証券の払渡し請求を受けた場合の取扱い 

統轄店照会事項 

【供託有価・利賦札払】 
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前記（１）「有価証券の一部を払渡す場合」 

（128ページのロ．）へ 

① 最後の賦札を払渡す場合は、供託有価証券賦札請求書または供託有価証券利札・賦札請求書

に代えて、次の書類が提出される。この場合は、提出された書類に応じ、それぞれの取扱いを

する。 

・ 供託有価証券払渡請求書 ………………前記（１）「有価証券の全部を払渡す場合」 

（122ページのイ．）へ 

・ 供託有価証券払渡請求書(内渡) 

または           …… 

供託有価証券一部払渡請求書 

②（参考）法務局等の取扱主任官が払渡しを請求する場合に使用される。 

 

【供託有価・利賦札払】 
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利賦札の払出書類の

確認 

 

 

 

イ．利賦札の払出書類の確認 

 

利賦札の払出 

書 類 の 名 称 
受 領 者 の 区 分 確  認  内  容 

供託有価証券 

利札請求書① 

または 

供託有価証券 

賦札請求書 

 

 

 

 

 

 

官庁への請求者 

受 領 者 

とも本人②の

場合（注） 

○ 払渡認可欄の記載事項が整っていること。 

・ 供託官名、印影が、届出の印鑑票と一致

しているか 

・ 払渡認可日が記載されているか 

○ 受領欄の記載事項が整っていること。 

・ 受領者（本人）名、印影が、請求者の住

所氏名印欄と一致しているか 

・ 受領日に誤りがないか 

○ その他の記載事項が整っていること。 

・ 枚数、総額面、請求利賦札の枚数に訂

正③、改ざんがないか 

・ 供託番号、証券名称、券面額等が、これ

に該当する供託有価証券件別帳と一致し

ているか 

 

（注）官庁への請求者が本人で受領者が代理人の場合は、利賦札の払出書類のほか、本

人の委任状④の提出を受け、それぞれその内容が整っていることを確かめる。 
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① 【供託有価証券利札請求書の記載例】 

－官庁への請求者、受領者とも本人の場合－ 
 
供託有価証券利札請求書

（注１）
 

 

 請求年月日  平成７年１１月２２日   

 供託所の表示  ○○地方法務局○○支局 備考  

 住
所
氏
名
印 

請
求
者
の 

 

○○県○○市○○町○○ 

 

上 野 利 男 

 

  

 
供 託 番 号 有価証券名称 枚数 総 額 面 券面額、回記号 

及び番号 

請求利札の渡 

期及び枚数 

 

 平成 

７年度証第１５号 
利付国庫債券（10 年） 4 400,000 円 

10 万円券第 22 回 

自 000012 至 000015 

平成７年11月 22日 

渡利札４枚(注 2) 

 

 
年度証第 号       

 
年度証第 号       

 
上記払渡しを認可する。 

平成７年１１月２２日 

○○地方法務局○○支局 

供託官 高 山  徹  印 

上記有価証券利札を受領した。 

平成７年 11 月 22 日 

受取人氏名   上野 利男  ○印  

日本銀行○○代理店 御中 

 

 

  ・ 営業行為にもとづくもので、利札の券面金額が記載されていない場合および利札の券面金額が記載され、

かつ、その金額が印紙税法に定める免税点を超える場合は、収入印紙がはられる。 

  ・ 供託者が商号変更等により名称を変更した場合は、備考欄または請求者の住所氏名欄に旧名称が付記さ

れる。 

 （注１）用紙が２枚以上にわたる場合は、ページ番号および総ページ数が記載され、かつ、各用紙間に供託官の

契印が押される。 

 （注２）利賦札の払渡しは、支払期日（103ページの③に該当するものを含む）が到来したものについて認可さ

れる。 

② 本人とは、取戻の場合は供託者をいい、還付の場合は供託者以外の者をいう。 

③ 枚数、総額面、請求利賦札の枚数以外の記載事項の訂正は、供託官および官庁への請求者（本

人）の訂正印（供託官の場合は届出のもの）があればよい。ただし、払渡認可欄の訂正は供託

官の訂正印、受領欄の訂正は受領者（本人）の訂正印のみでよい。 

④１．委任者(本人)の印影が、利賦札の払出書類の請求者の住所氏名印欄と一致していることを

確かめる。 

２．委任状は、利賦札の払出書類に添付する。 

 

印 

収入 

印紙 印 

官庁への請求者 
（本人）の印 

 

 

 

 

 

 

 

 

払渡認可欄 

供託官の印 
（届出のもの） 

 

受領欄 
 
 
受領者(本人)の印 

頁 
／ 



 

 

 

 

 

 

利 賦札の 払出 

書 類 の 名 称 
受領者の区分 確  認  内  容 

供託有価証券 

利札請求書① 

または 

供託有価証券 

賦札請求書 

 

 

 

 

官庁への請求者 

受 領 者 

とも代理人②の 

場合（注１） 

○ 払渡認可欄（注２）の記載事項が整っている

こと。 

・ 供託官名、印影が、届出の印鑑票と一致

しているか 

・ 払渡認可日が記載されているか 

○ 受領欄の記載事項が整っていること。 

・ 本人の氏名が、請求者の住所氏名印欄と

一致しているか 

・ 受領者（代理人）名、印影が、請求者の

住所氏名欄と一致しているか 

・ 受領日に誤りがないか 

○ その他の記載事項が整っていること。 

・ 枚数、総額面、請求利賦札の枚数に訂正③、

改ざんがないか 

・ 供託番号、証券名称、券面額等が、これ

に該当する供託有価証券件別帳と一致して

いるか 

（注１）官庁への請求者が代理人で受領者が本人の場合は、利賦札の払出書類のほか、

本人の印鑑証明書④の提出を受け、それぞれその内容が整っていることを確かめ

る。 

（注２）払渡認可欄に「代理人には有価証券の受領権限がない」旨付記されている場合

⑤は、本人の委任状⑥と印鑑証明書④の提出を受け、それぞれその内容が整って

いることを確かめる。 

 

印鑑証明書は………… 

 

 

 

 

 

 

 「後方２ 帳簿、書類の整理保管」 

（166ページの（１））へ 
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① 【供託有価証券利札請求書の受領欄等の記載例】 

                      －官庁への請求者、受領者とも代理人の場合－ 
 

 

供託有価証券利札請求書 
 

 請求年月日  平成７年１１月２２日   

 供託所の表示  ○○地方法務局○○支局 備考  

 住
所
氏
名
印 

請
求
者
の 

 
○○県○○市○○町○○ 

上 野 利 男 
○○県○○市○○町○○ 
代理人 神 田 太 郎 

  

  

 
供 託 番 号 有価証券名称 枚数 総 額 面 

券面額、回記号 
及び番号 

請求利札の渡 
期及び枚数 

 

 平成 
７年度証第１５号 

利付国庫債券（10年） 4 400,000 円 10 万円券第 22 回 
自 000012 至 000015 

平成７年 11月 22 日 
渡利札４枚 

 

        

        

  

上記払渡しを認可する。 

平成７年１１月２２日 

○○地方法務局○○支局 

供託官 高山 徹  印 

 

上記有価証券利札を受領した。 

平成７年１１月２２日 

受取人氏名 上野 利男 

代理人 神田 太郎 

日本銀行○○代理店 御中 

 

 

・ 営業行為にもとづくもので、利札の券面金額が記載されていない場合および利札の券面金額が記載され、か

つ、その金額が印紙税法に定める免税点を超える場合は、収入印紙がはられる。 

 

② 代理人とは、取戻の場合は供託者の代理人をいい、還付の場合は供託者以外の者の代理人を

いう。 

③ 枚数、総額面、請求利賦札の枚数以外の記載事項の訂正は、供託官および官庁への請求者（代

理人）の訂正印（供託官の場合は届出のもの）があればよい。ただし、払渡認可欄の訂正は供

託官の訂正印、受領欄の訂正は受領者（代理人）の訂正印のみでよい。 

④１．印鑑証明書は、受領者が本人の場合は利賦札の払出書類に押されている受領者の印影の確

認に使用し、受領者が代理人の場合は委任状に押されている委任者（本人）の印影の確認に

使用する。 

２．自店の取引先として別に届出を受けている印鑑票を使用する旨本人から申出があった場合

は、印鑑証明書の提出を受ける必要はない。 

⑤（参考）この付記がある場合は本人が受領することになるが、別途、代理人に受領権限を付与

する旨の本人の委任状と印鑑証明書の提出があれば、有価証券を代理人に払渡してよい。 

⑥ 委任状は、利賦札の払出書類に添付する。 

 

印 

収入 

印紙 印 

印 

官庁への請求者 
（代理人）の印 

 

 

 

 

払渡認可欄 

供託官の印 
（届出のもの） 
 
 
 

受領欄 

本人の氏名 

受領者（代理人）の印 

頁 
／ 



 

 

利賦札の払渡し等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

件別帳の記入 

 

ロ．利賦札の払渡し等 

○ 利賦札の払出書類に記載されている有価証券の要項（証券名称、枚数、総額

面、券面額等、請求利賦札の渡期および枚数）が、これに該当する有価証券と

一致①していることを確かめる。 

○ 該当の利札または賦札を切り離し、これを受領者（本人または代理人②）に

払渡す。 

○ 利賦札の払出書類に支払印（または自行庫所定の出納印等）を押す。 

 

 

ハ．供託有価証券件別帳の記入 

○ 利賦札の払出書類により、該当の供託有価証券件別帳に払渡した利賦札の渡

期、払渡日等を記入③する。 
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① 利賦札の払出書類に記載されている証券名称、券面額、回記号、番号が有価証券と一部相違

している場合の取扱い例は、146ページの別表５参照。 

 

② 受領者（本人または代理人）の使者が来店した場合は、その使者に利賦札を払渡してよい。 

 

③１．供託有価証券件別帳として供託有価証券寄託書等の写を使用している場合は、適宜の払渡

済利賦札整理表を作成し、これに払渡した利賦札の渡期、払渡日等を記入する。 

【払渡済利賦札整理表への渡期等の記入例】 

払 渡 済 利 賦 札 整 理 表 

（受託（供託）番号） 
 
平成7年度証第15号 

（証券名称） 
 
利付国庫債券 

（10年）第20回 

渡 期 6/2～7/8 
 

    

払 渡 

年月日 
7.8.21      

利付国庫債券 

（10年）第22回 

渡 期 7/11 
 

    

払 渡 

年月日 
7.11.22      

 

渡 期       

払 渡 

年月日 
      

 

渡 期       

払 渡 

年月日 
      

 

（様式、規格等は適宜） 

 

・ 有価証券が１銘柄のみの場合は、証券名称の記入を省略してよい。 

・ 払渡済利賦札整理表は、供託有価証券寄託書等の写の裏面に貼付する。同整理表の貼付に代えて、同

整理表の記入事項を備えた枠判を使用してもよい。 

 ２．別表６（147ページ）に掲げる供託有価証券件別帳（書式第７号）を使用している場合は、

巻末の「帳簿の記入例」参照。 

 

供託番号 
 
 
・ 数期分の利札を同

一日に払渡した場
合 

 
 
 
・ 1期分の利札を払

渡した場合 
 
 
 
 
 
 
 
・ 証券名称が同一で

あっても、回記号が
異なる場合は、別行
に記入する。 
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有価証券の整理、保

管等 

 

 

 

 

送付書の作成等 

 

 

 

 

 

ニ．有価証券の整理、保管等 

○ 利賦札払渡後の有価証券は、袋表記と照合して袋に収め、これを金庫内に保

管する。 

○ 次の事項を記入した適宜の送付書を作成①する。 

・ あて先（統轄店名） 

・ 作成日（払渡日） 

・ 代理店名 

・ 利賦札の払渡件数（注） 

（注）１．利賦札の払出書類１通を１件とする。ただし、１通の払出書

類に数個の供託番号が記載されているものは、番号の異なるご

とに１件とする。 

２．統轄店への月末報告に備え、利賦札の払渡件数を適宜書き留

めておくか、または送付書①の控を作成しておく。 

○ 上記の送付書と供託有価証券利札請求書または供託有価証券賦札請求書とを

統轄店に送付する。 
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① 【送付書の作成例】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（様式、規格等は適宜） 

・ 保管、供託ごとに別用紙とする必要はない。 

 

 

送  付  書 

 

日本銀行○○店 御中 

（日付） 3.11.22 

（店名） 日本銀行○○代理店   

 

利賦札の払渡件数 １ 
件 

 



 

別表５ 

  政府有価証券の受払関係書類に記載されている証券名称等が有価証券と一部相違している場合の

取扱い例 

○ 相違する事項が次表に掲げる内容のものであるときは、関係書類の訂正等の取扱いをすること

なく、そのまま受入れまたは払渡してよい。 

 

受 入 れ の 場 合 払 渡 し の 場 合 

有 価 証 券 

関 係 書 類 

寄 託 書 

供 託 書 

受 託 証 書 

有 価 証 券 

関 係 書 類 

払渡請求書（内渡 

を含む） 

利札（または賦札） 

請求書 

証券名称 

○ ○ 株 式 會 社 

第２回物上擔保附い號

社債券 

○○株式会社社債券 

「第２回い号」の 

表示は別途回記号 

欄に表示される 

○ ○ 株 式 會 社 

第２回物上擔保附い號

社債券 

○○株式会社社債券 

「第２回い号」の 

表示は別途回記号 

欄に表示される 

  割引電信電話債券 

○○瓦斯株式會社株券 

電信電話割引債券 

○○ガス株式会社株券 

額  面 金壹百萬圓 100万円 金壹百萬圓 100万円 

回 記 号 

記  号 

  第２回へ號 

阿  號 

へ号第２回 

ア（あ）号 

番  号 

第 00131 號 

第 131号 

第 0131 号 

№131 

第 131番 

第 00131 號 

第 131号 

第 0131 号 

№131 

第 131番 

自第 01231號 

至第 01238號 
1231～38 

自第 01231號 

至第 01238號 
1231～38 

第壹四参五貳番 第 14352 番 第壹四参五貳番 第 14352 番 
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別表６ 

供 託 有 価 証 券 件 別 帳 

（書式第７号） 

受 入 年 月 日 取 扱 官 庁 
現   在   高 

 
 

供  託  番  号 枚  数 総 額 面 

 

 

  

供    託    者   

   

証 券 名 称 
額 面 
種 類 

回 記 号 番号 枚数 総 額 面 
払 渡 
年月日 

付属利賦札 払渡済利賦札 
上 欄 は 渡 期 
下欄は払渡年月日 

備考 

         
年 月 

日渡以降 

      
 

      

          
      

 
      

                 

（用紙寸法Ａ４）  

記入方式 

１．取扱官庁別に供託番号ごとに口座を設ける。 

２．（略） 

３．口座の索引は、省略することができる。 

４．締切を要しない。 

記入細目 

  書式第５号（保管有価証券件別帳）記入細目（109ページ）に準ずる。 

1
4
7
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【
供

託
有
価
・
別
表

】
 

 

 





  

 

 

後方１ 計算整理、諸報告 

 

 

○ 計算整理、諸報告とは、代理店が取扱った受払証票の取扱区分別仕訳整理、 

諸計表の作成およびこれら書類の統轄店あて送付など一連の後方整理事務をい

い、これは、毎日事務、月末事務、年度末事務とに分けられる。 

○ 毎日事務としては、当日計算した受払証票の区分整理、政府有価証券受払集計表

（毎日報告分）の作成およびこれら書類の統轄店あて送付等がある。 

○ また、月末事務としては月末残高報告がある。 

 

 



  

（参 考） 

 

毎日の計算整理、報告事務の経路 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）利賦札の払出書類は含まない（付属利賦札の払渡しの項参照）。 

 

 

 

 

受払証票（注） 

政府有価証券受払集計表

（毎日報告分）を作成する。 

政府有価証券受払集計表

（毎日報告分）に受払証票 

を添付する。 

統 轄 店 
（日本銀行本支店） 

  保管有価証券の受払証票 供託有価証券の受払証票 
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後方１ 計算整理、諸報告 

 

目    次 

 

 ページ  

１．毎日の計算整理、報告 ･････････････････････････････････････････････････ 150 

（１）受払証票の区分等 ････････････････････････････････････････････････・ 150 

（２）政府有価証券受払集計表（毎日報告分）の作成等 ･････････････････････ 152 

   

   

２．月末残高等の報告 ････････････････････････････････････････････････ 154 

 

 

 

 

 

政府所有有価証券にかかる取扱い 

統轄店照会事項 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

受払証票の区分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

受払証票の取扱い 

後方１ 計算整理、諸報告 

 

１．毎日の計算整理、報告 

（１）受払証票の区分等 

○ 毎日、その日に取扱った政府有価証券の受払証票を次表により取扱区分別、受払

別に区分する。 

 

取扱区分 
受   払   別 

受    入 払    出 

政

府

保

管

有

価

証

券 

保

管

有

価

証

券 

政府保管有価証券提出書 

政府保管有価証券内訳書 

政府保管有価証券払込書 

政府保管有価証券寄託替 

 通知書 

政府保管有価証券受託証書 

政府保管有価証券払込済通知書 

政府保管有価証券一部払渡請求書 

証明請求書 

供
託
有
価
証
券 

供託有価証券寄託書 供託有価証券払渡請求書 

（内渡を含む） 

供託有価証券一部払渡請求書 

証明申請書 

 

○ 上記区分ごとに、件数（注）、証券枚数、総額面の合計を受払証票に適宜付記①

（１件で、証券枚数、総額面の合計が記載されている場合は不要）する。 

（注）受入または払出証票１通を１件とする。ただし、１通の払出証票に数個の

受託番号または供託番号が記載されているものは、番号の異なるごとに１件

とする。 
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①１．件数、証券枚数、総額面の合計を記入した適宜の集計紙を添付してもよい。 

２．受払簿を設けている場合（注）は、受払証票により受払簿の各口座に記帳の誤りがないこと

を確かめる。 

（注）保管有価証券の場合･･････････ 81   

供託有価証券の場合･･････････ 119 

 

 

 

 

ページの③２.参照。 
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受払集計表の作成等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）政府有価証券受払集計表（毎日報告分）の作成等 

○ 前記（１）の受払証票および次の件別帳により、政府有価証券受払集計表（毎日報

告分）を作成①する。 

・ 保管有価証券件別帳 

・ 供託有価証券件別帳 

○ 政府有価証券受払集計表（毎日報告分）と、前記（１）の受払証票とを代理店取

扱日の翌々営業日までに到着するように、統轄店に送付する。 
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①【政府有価証券受払集計表（毎日報告分）の作成要領】 

（書式第８号） 

             
政府有価証券受払集計表（毎日報告分） 

（日付） 

 

 代 理 店 

コード番号 
１ 

   

日本銀行  代理店 

 

              

取 扱 区 分 
受 ２ 払 ３ 残 ４  

 
件数 

証券 

枚数 
総額面 件数 

証券 

枚数 
総額面 

証券 

枚数 
総額面 

 

 政府所有有価証券          

 

有 

価 

証 

券 

政 

府 

保 

管 

保管有価証券          

 供託有価証券         
 

 供託有価証券 
（振替国債） 

   
 

 
 

 
 
 

 供託有価証券 
計         

 

   

        

 

            

（注）１．供託有価証券（振替国債）については、総額面を金額と読替える。 

２．供託有価証券（振替国債）の受払件数（選挙供託にかかる買入消却分を含む。）は、供託番号ごと

に1件としてカウントする。 

１ 統轄店から通知を受けた番号を記入する。 

２ 取扱区分ごとに、受入証票の件数、証券枚数、総額面の合計（150ページの（１））を記入

する。 

３ 取扱区分ごとに、払出証票（選挙供託にかかる「国債振替決済抹消申請書（供託買入消却

用）」を含む。）の件数、証券枚数、総額面の合計（150ページの（１））を記入する。この

場合、供託有価証券（振替国債）の「件数」および「総額面」欄には、元利分離国債（利子）

の期日支払分を加算して記入する。 

４ 受払（選挙供託にかかる買入消却分を含む。）のあった取扱区分について、それぞれの件

別帳（使用中分）に記載されている現在高（証券枚数、総額面）を集計して記入（注）する。 

（注）受払簿を設けている場合
＊
は、これにより記入してよい。 

＊ 保管有価証券の場合･･････････ 81    

供託有価証券の場合･･････････119 

 

ページの③２.参照 
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月末残高等の報告 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．月末残高等の報告① 

○ 毎月末（休日の場合は最終営業日）、次の件別帳により、政府有価証券受払集計

表（月末報告分）を作成②する。 

・ 保管有価証券件別帳 

・ 供託有価証券件別帳 

○ 政府有価証券受払集計表（月末報告分）を当該月の翌月第２営業日までに到着す

るように統轄店に送付する。 
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①  削除 

②１．月末日に受払（選挙供託にかかる買入消却を含む。）があった場合は、別途政府有価証券

受払集計表（毎日報告分）（152ページの（２））を作成する。 

２．【政府有価証券受払集計表（月末報告分）の作成要領】 

（書式第９号） 
             

政府有価証券受払集計表（月末報告分） 

（日付）１ 

 

 代 理 店 

コード番号 
２ 

   

日本銀行  代理店 

 

              

取 扱 区 分 
残    

 証券 

枚数 
総額面  

 
 

 
 

 

 政府所有有価証券         

 

有 

価 

証 

券 

政 

府 

保 

管 

保管有価証券         

 
供託有価証券 

       
 

 供託有価証券 
（振替国債） 

  
 

 
 

 
 
 

 供託有価証券 
計        

 

  
 

        

 

            

１ 月末日（休日の場合は最終営業日）を記入する。 

２ 統轄店から通知を受けた番号を記入する。 

３ 月中取扱いの供託有価証券（振替国債）の利子支払件数を集計して記入する。なお、月

中に供託有価証券（振替国債）の利子の支払がなかった場合は、「０」を記入する。また、

元利分離国債（利子）の期日支払分の件数は含めない。 

４ 月中取扱いの利賦札の払渡件数（注）を集計して記入する。なお、月中に利賦札の払渡が

なかった場合は、「０」を記入する。 

（注）利賦札の払渡件数の書き留め等 

保管有価証券の場合･･････････106    

供託有価証券の場合･･････････144 
ページ参照 

本月中取扱いの供託有価証券（振替国債）の 

利子支払件数３ 
件 

本月中取扱いの利賦札の払渡件数 ４ 件 

 





 

 

 

 

 

 

後方２ 帳簿、書類の整理保管 
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帳簿の整理保管 

後方２ 帳簿、書類の整理保管 

 

１．帳簿の整理保管 

全部払渡済となった各件別帳は、次により整理保管する。 

 

（１）整理方法、保管期間 

 

帳 簿 名 称 整 理 方 法 保 管 期 間 ① 

 

 

 

 

 

保管有価証券件別帳 

 

 

供託有価証券件別帳 

 

１．次のとおり区分す

る。 

・保 管 

･･････取扱官庁別 

・供 託 

･･････同 上 

２．それぞれ払出順 

にそろえる。 

３．各帳簿の表紙に 

帳簿名称、該当の 

年度を記入②する。 

４．毎年３月末に、  

各帳簿の表紙裏に 

それぞれの件別帳 

の枚数②を記入して

取まとめる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 年 

 

 

 

（２）保管方法 

○ 各帳簿は、自行庫所定の保管台帳等に記入し、自店に保管する。 

○ 保管期間が満了した帳簿は、保管台帳等に廃棄日を記入したうえ、廃棄する。 

 

【整理保管・帳簿】 164 



① 保管期間の起算は、自行庫所定の方法による。 

②１．【帳簿表紙の記入例】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．名称の異なる帳簿を適宜合冊整理してもよい。この場合、合冊する各帳簿の表紙（仕切紙

を含む）はそのまま付けておき、別に合冊分の表紙を付ける。 

【帳簿表紙の記入例】－合冊整理した場合－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平 成 ７ 年 度 

供 託 有 価 証 券 件 別 帳 

 

50
枚

 

該当の年度 

帳簿名称 

件別帳の枚数
（注）

 
（表紙裏） 

・ 合冊した帳簿の名称を列

記する。 

（注） 1件が 2枚以上にわたる場
合はその枚数（払渡済利賦札
整理表等添付書類の枚数は
含まない）。 

平 成 ７ 年 度 

 

保 管 有 価 証 券 件 別 帳 

供 託 有 価 証 券 件 別 帳 
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書類の整理保管 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．書類の整理保管 

 

（１）整理方法、保管期間 

 

書 類 の 名 称 整 理 方 法 保管期間① 

印鑑票（取扱主任官、供託官分） 

印鑑証明書 
書類名称別に適宜取まとめる②。 ５ 年 

そ の 他 書類名称別に適宜取まとめる②。 適 宜 

 

 

（２）保管方法 

○ 書類は、自行庫所定の保管台帳等に記入③し、自店④に保管する。 

○ 保管期間が満了した書類は、保管台帳等に廃棄日を記入したうえ、廃棄する。 

 

 

 

 



 

 

① 保管期間の起算は、自行庫所定の方法による。 

 

② 保管期間が同一のものについては、適宜取まとめて整理してもよい（表紙等に取まとめた書

類の名称を列記する）。 

 

 

 

 

 

 

 

③ 保管期間が２年未満のものは、保管台帳等に記入しなくてもよい。 

 

④ 書類を自店以外の店舗等において保管する場合は、文書保管票等に記入したうえ、自行庫等

で定めた保管場所に保管する。 
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【統轄店照会事務一覧】 
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統轄店照会事務一覧 

 

国庫事務例規集（代理店用）に収録していない事務については、代理店は、すべて統轄

店に照会して、その指示にしたがって取扱うこととしている。このうち、政府有価証券に

関する事務にかかる主な統轄店照会事務は次表のとおり。 

 

照会事務 照会先（注） 

政府所有有価証券にかかる取扱い  

 取引の開廃 統轄店 

 現在額等の証明請求 統轄店 

 受入れ、払渡し 統轄店 

 計算整理、諸報告 統轄店 

 帳簿、書類の整理保管 統轄店 

取扱主任官から取引店を他店に変更する旨の申出を受けた場合または

官職名変更等の通知書の送付を受けた場合の取扱い 
統轄店 

取扱主任官から政府所有または供託有価証券の寄託書の訂正（枚数、

総額面を除く）請求を受けた場合の取扱い 
統轄店 

官庁、公署以外の受領権利者から証明請求書、証明申請書により保管、

供託有価証券の払渡し請求を受けた場合の取扱い 
統轄店 

官庁、公署から保管、供託有価証券の払渡し請求を受けた場合の取扱

い 
統轄店 

官庁、公署の受領権利者から証明請求書等により、有価証券の払渡し

請求を受けた場合の取扱い 
統轄店 

供託者等から供託有価証券償還金の代供託請求等（代供託または付属

供託の請求）を受けた場合の取扱い 
統轄店 

取扱主任官から保管有価証券の寄託替え請求を受けた場合の取扱い 統轄店 



       【統轄店照会事務一覧】 

169 



 

 

（注）照会先が統轄店となっているもののうち、日本銀行本店が統轄店の場合には、その

照会先は業務局国庫業務グループ。 

投資信託および貸付信託の無記名式受益証券付属収益金交付票の取扱

い 
統轄店 

国の債権保全の担保として供託のための手形の受入れならびに償還金

支払いの時効完成をみた供託有価証券に関する取扱い 
統轄店 

官庁の供託事務が廃止（開始）される場合の供託有価証券事務の取扱

い 
統轄店 

【統轄店照会事務一覧】 
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４．政府有価証券関係 

そ の 他 例 規 
 

（ 通 知 類 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 





政 府 有 価 証 券 関 係 
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（通 知 類） 
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償還金時効完成の供託有価証券の処理について 

 

昭和24.4.28 証第68号 

 （略）代理店で保管中の供託有価証券のうち、償還金支払いの時効が完成したものの処理（編注

①）について、法務省民事局へ照会したところ、同局より別紙民事甲第930号のとおり、日本銀行

より償還金時効完成の供託有価証券につき通知があったときは、法務局または地方法務局限りで

処理をするよう、各法務局長または地方法務局長に通達した旨回答がありました。 

 ついては、（略）代理店において保管中の供託有価証券で、償還金時効完成のものがありまし

たら、（略）その旨を法務局および地方法務局またはこれらの支局、出張所に通知し、払戻しを

するよう御取計らいください。なお、今後供託有価証券につき償還金支払いの時効が完成してい

ることが判った（編注②、③）場合には、（略）その都度同様の処置をするよう御取扱い願います。 

（編注）① 清算結了の日から20年（清算結了の有無不明の会社にあっては、解散の日から30年）を経過した会

社の無価値と認められる株券についても、本件に準じて処理することができる（昭和32.10.17民事甲

第2019号民事局長通達）。 

    ② 当該有価証券の発行機関または受託機関に対し書面をもって時効援用の有無を確認すること（昭和52．

4.20国丙第24号）。 

③ 供託有価証券の償還金時効完成については、金庫管理上の必要など各店の事情に応じて適宜調査す

る（平成18.2.17日付業庫第17号）。 

 

（別 紙） 

償還金時効完成の供託有価証券の処理について 

 

昭和24.4.25 民事甲第930号 

 標記に関し、日本銀行から照会があったが、今後同行より供託有価証券の償還金の支払が時効

により消滅した旨の通知があったときは、下記により処理されたい。 

 右通達する。 

記 

 償還金支払いの時効完成を事由として日本銀行に証券取戻しを請求し、供託書その他関係書類

にその事由を記載し、既済として取扱い取戻した証券は関係記録に綴込み保管されたい。 
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供託有価証券にかかる償還金消滅時効完成の調査の変更に関する件 

 

 平成18.2.17 業庫第17号 

 

代理店において、「償還金時効完成の供託有価証券の処理について」（昭和２４年４

月２８日付証第６８号）に基づき行っている供託有価証券の償還金消滅時効完成の調査

について、供託事務における現物国債の受入減少により代理店の金庫繰りも総じて緩和 

する方向にあることを勘案し、その取扱いを下記のとおり変更することとし、本日から

実施することとしましたので通知します。 

本変更により、現物国債についても各店の金庫管理上の必要などがなければ、本調査

を行って頂く必要はなくなります（現在、調査作業を行っている場合は、その結果を通

知した後で扱いを変更することで差し支えありません）。本件は法務省とも調整済みで

あり、同省から各法務局等あてに事務連絡が行われる予定ですので申し添えます。 

   

記 

（現 行） 

１．国債については毎年定期的に調査する。 

２．国債以外については、金庫管理上の必要など各店の事情に応じて適宜調査する扱

いでよい。 

（変更後） 

供託有価証券について、金庫管理上の必要など各店の事情に応じて適宜調査する。 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

そ  の  他 
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営業時間外における供託有価証券等の特別取扱いについて 

 

 昭和35.3.31 国丙第67号 

 今般、営業時間外における供託有価証券等の特別取扱いに関し【大蔵省】（編注）理財局長から

別紙（１）のとおり通知があり、この場合の法務局（地方法務局、支局、出張所を含む）側の扱

いについて、法務省民事局長から別紙（２）のとおり通知されましたので、よろしくお取扱い下

さい。 

なお、上記時間外取扱分の計算整理は翌営業日扱いとされるよう申し添えます。 

おって公職選挙法により選挙が行われる場合の供託事務の時間外扱いについては従来どおりで

あります。 

（編注）省庁再編に伴い、平成13.1.6以降「財務省」と読替える。 

 

別  紙（１） 

臨時至急を要する場合における供託有価証券の特別取扱について 

 

昭和35.2.17 蔵理第1292号 

 標記のことについては、供託所から書面により請求があった場合に限り、営業時間外において

も受領の手続をされたい。 
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別  紙（２） 

日本銀行の営業時間外における供託有価証券等の特別取扱について（通知） 

 

昭和35.3.21 法務省民事甲第666号 

 標記の件について、別紙のとおり各法務局長および地方法務局長に対して通達したから、御了

承願います。 

 

（別  紙） 

日本銀行の営業時間外における供託有価証券等の特別取扱について（通達） 

 

昭和35.3.21 法務省民事甲第665号 

 標記の件について、別紙甲号（略）のとおり【大蔵省】（編注）理財局長から依頼があったので、

別紙乙号（略）のとおり回答したから、これが処理については特に下記の点に留意されたく、こ

の旨貴管下供託官に周知方取り計らわれたい。 

 なお、本件については、日本銀行と打合せ済につき、念のため申し添える。 

（編注）省庁再編に伴い、平成13.1.6以降「財務省」と読替える。 

記 

１．供託官は、有価証券を供託しようとする者が、当該供託が臨時至急を要する旨を供託命令官

庁等の作成した書面により証明した場合に限り、日本銀行に対し営業時間外の取扱を請求する

ものとする。ただし、供託所の執務時間外においてはこの限りでない。 

２．前項の請求は、供託官が次の様式による請求書をもってするものとする。この場合、供託官

は、右請求書２通を作製し、うち１通を供託者に交付して、有価証券に添えて日本銀行に速か

に提出するよう指示しなければならない。 

  なお、供託官は右の処理を行なったのち日本銀行に対し電話による連絡をするのが相当であ

る。 
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供託有価証券受入臨時取扱請求書 

下記供託は、臨時至急を要するので、供託有価証券の受入について格別の取扱

を願いたい。 

年   月   日 

法務局（地方法務局又はそれらの支局、出張所） 

供託官                 □印  

日 本 銀 行  御中 

 供託年月日 供託番号 供託者の氏名住所 有価証券の名称、総額面及び枚数  

      

      

 

３．第１項の臨時至急を要する旨の証明書及び第２項の請求書（写）は、合てつして雑書つづり

込帳に編てつし、保存するものとする。 

４．日本銀行国庫金取扱規程11条に基づく供託金の特別取扱についても、今後は有価証券に準じ

て処理することとする。 

（おって書き 略） 

 





 

 

 

 

 

 

 

 

 

日本銀行代理店政府有価証券事務取扱手続の参考書式 

 

参   考 

 



 

1～2 

 

 

日本銀行代理店政府有価証券事務取扱手続の参考書式 

目    次 

 

参考書式番号 参  考  書  式  名  称 ページ 

１（１）～（４） 取引関係通知書 3 

２ （削除）  

３ （削除）  

４ （削除）  

５ （削除）  

６ 政府保管有価証券提出書 11 

７ 政府保管有価証券内訳書 12 

８ 政府保管有価証券払込書 13 

９ 政府保管有価証券一部払渡請求書 14 

10 政府保管有価証券利札・賦札請求書 15 

11 供託有価証券寄託書 16 

12（１）～（３） 供託書 17 

13（１）、（２） 供託有価証券払渡請求書 20 

14 供託有価証券一部払渡請求書 22 

15 供託有価証券利札請求書 23 

16 供託有価証券賦札請求書 24 

17 供託有価証券利札・賦札請求書 25 

18 （削除）  

19 （削除）  

20 （削除）  

21 （削除）  

22（１）、（２） 証明請求書 28 

参  考 



 

3 

参考書式第１号（１） 削除 

 

参考書式第１号（２）（政府保管有価証券取扱規程第９号書式） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備 考 

１．用紙寸法は、日本産業規格Ａ列４とする。 

２．通知書を作成するときは、不用の文字を抹消すること。 

３．第３条第１項の規定により取扱主任官に異動があった場合において作成する通知書

には、前任の取扱主任官の官職及び氏名を附記すること。 

４．第３条第２項の規定により残務を引き継ぐべき取扱主任官が定められた場合におい

て作成する通知書には、廃止される取扱主任官の官職及び氏名を附記すること。 

番       号 

年   月   日 

日 本 銀 行（ 何店 ）御 中 

（ 何庁 ）取扱主任官 官職 氏    名 □印  

取 引 関 係 通 知 書 

（ 官職 氏名 ）は、本日付をもつて、貴店との間に政府保管有価証券の寄託に 

関する取引を 
開始 

するので通知します。 終止 

（ 理由                                  ） 

（ 附記 ） 

日 本 銀 行（ 何店 ）受 付 

    年   月   日 
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参考書式第１号（３）（政府所有有価証券取扱規程第４号書式を準用） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備 考 

１．用紙寸法は、日本産業規格Ａ列４とする。 

２．通知書を作成するときは、不用の文字を抹消すること。 

３．（略）取扱主任官に異動があった場合において作成する通知書には、前任の取扱主

任官の官職及び氏名を附記すること。 

４．（略）残務を引き継ぐべき取扱主任官が定められた場合において作成する通知書に

は、廃止される取扱主任官の官職及び氏名を附記すること。 

番       号 

年   月   日 

日 本 銀 行（ 何店 ）御 中 

（ 何庁 ）取扱主任官 供託官 氏    名 □印  

取 引 関 係 通 知 書 

（ 官職 氏名 ）は、本日付をもって、貴店との間に供託有価証券の寄託に 

関する取引を 
開始 

するので通知します。 終止 

（ 理由                                  ） 

（ 附記 ） 

日 本 銀 行（ 何店 ）受 付 

    年   月   日 



 

参考書式第１号（４）（供託事務取扱手続準則附録第27号様式） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備 考 

１．この通知書には印鑑票を添付すること。 

２．供託官に異動があった場合において作成するときは、前任者の資格及び氏名を附記

すること。 

番        号 

年    月    日 

日 本 銀 行（ 何店 ）御 中 

（何）法務局 
何   某 □印  

供託官 

取 引 関 係 通 知 書 

何何法務局供託官何某は、本日付をもつて、貴店との間に供託有価証券の寄託に 

関する取引を開始するので通知します。 

（ 理由                                  ） 

（ 附記 ） 
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参考書式第２号 削除 

 

参考書式第３号 削除 

 

参考書式第４号 削除 

 

参考書式第５号 削除

6～10 
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参考書式第６号（政府保管有価証券取扱規程第１号書式） 

 

政 府 保 管 有 価 証 券 提 出 書 

（提出の事由） 

（何 庁）取 扱 主 任 官 殿 

年   月   日 

住   所 

氏         名  

下 記 の 証 券 を 提 出 し ま す。 
 

日 本 銀 行（何店）御 中 

年   月   日 

（何庁）取扱主任官 官職 氏       名  

下 記 の 証 券 を 寄 託 し ま す。 

証 券 名 称 枚 数 総 額 面 
内      訳 

備  考 
額面 回記号 番号 附属利賦札 

        

 

備 考 

１．用紙寸法は、日本産業規格Ａ列４とする。 

２．無額面株券については、総額面を零とし、額面に代えて券面ごとの株数を記入

すること。 

３．本書が２枚以上にわたるときは、各葉間に記名すること。 

４．株券以外の記名式証券については、名義人の裏書をなし、又は名義人の白紙委

任状及び処分承諾書を添附すること。 
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参考書式第７号（政府保管有価証券取扱規程第４号書式） 

 

政 府 保 管 有 価 証 券 内 訳 書 

 

 

（提出者氏名） 

日 本 銀 行（何店）御 中 

年   月   日 

（何庁）取扱主任官 官職 氏     名  

下 記 の 証 券 を 寄 託 し ま す。 

証 券 名 称 枚 数 総 額 面 
内      訳 

備  考 
額面 回記号 番号 附属利賦札 

        

 

備 考 

１．用紙寸法は、日本産業規格Ａ列４とする。 

２．無額面株券については、総額面を零とし、額面に代えて券面ごとの株数を記入

すること。 

３．本書が２枚以上にわたるときは、各葉間に記名すること。 

４．国税徴収法の規定又は国税徴収の例により差し押さえたものがあるときは、提

出氏名欄に取扱主任官の氏名を記載すること。 
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参考書式第８号（政府保管有価証券取扱規程第２号書式） 

 

政 府 保 管 有 価 証 券 払 込 書 

 

（払込の事由） 

日 本 銀 行（何店）御 中 

年   月   日 

住  所 

氏     名  

下記の証券を何庁の保管有価証券として払い込みます。 

証 券 名 称 枚 数 総 額 面 
内      訳 

備  考 
額面 回記号 番号 附属利賦札 

        

 

備 考 

１．用紙寸法は、日本産業規格Ａ列４とする。 

２．無額面株券については、総額面を零とし、額面に代えて券面ごとの株数を記入

すること。 

３．本書が２枚以上にわたるときは、各葉間に記名すること。 

４．株券以外の記名式証券については、名義人の裏書をなし、又は名義人の白紙委

任状及び処分承諾書を添附すること。 
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参考書式第９号（政府保管有価証券取扱規程第６号書式） 

政府保管有価証券一部払渡請求書 

受託証書又は払 
込済通 知書 の 
番号及 び日 付 

提 出 者 又 は 
払 込 人 氏 名 

日 本 銀 行（何店）御 中 

年    月    日 

（ 何庁 ）取扱主任官 官職 氏    名 □印  

下 記 の 証 券 を 払 い 渡 し て 下 さ い。 
 

日 本 銀 行（何店）御中 

年    月    日 

住  所 

氏       名  

下 記 の 証 券 を 受 領 し ま し た。 

証 券 名 称 枚数 総 額 面 
内    訳 

備   考 
額 面 回記号 番 号 

       

 

備 考 

１．用紙寸法は、日本産業規格Ａ列４とする。 

２．無額面株券については、総額面を零とし、額面に代えて券面ごとの株数を記

入すること。 

３．本書が２枚以上にわたるときは、各葉間に契印を押すこと。 
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参考書式第10号（政府保管有価証券取扱規程第７号書式） 

 

               

 政府保管有価証券利札・賦札請求書 取扱庁名  

 年   月   日 

日本銀行（ 何店 ）御中           住  所 

                       氏  名         

 

   
下記証券の 

利札 
賦札 

を交付して下さい。 
    

 
日本銀行（ 何店 ）御中 

下記証券の賦札を交付してさしつかえありません。 

（何庁）取扱主任官 官職 氏名   □印  

 

 受託証書又は 
払込済通知書の 
番号及び日付 

証券名称 枚数 総額面 
内   訳 請求利賦札 

備考 
 

 額面 回記号 番号 渡期 枚数  

            

   
上記証券の 

利札 
賦札 

を受領しました。 
 

年 月 日 
 

 日本銀行（ 何店 ）御中 
住  所 
氏  名           

 

               
 

備 考 

１．用紙寸法は、日本産業規格Ａ列４とする。 

２．利札又は賦札のみの交付を請求するときは、不用の文字を抹消すること。 

３．本書が２枚以上にわたるときは、各葉間に記名すること。 
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参考書式第11号（政府所有有価証券取扱規程第１号書式を準用） 

供託有価証券寄託書 

        供託番号 年度証第 号  

 年   月   日    供託者名    

日 本 銀 行（ 何店 ）御 中 

（ 何庁 ）取扱主任官 供託官 氏    名  

下記の証券を寄託します。 

 

 
証券名称 枚数 総 額 面 

内        訳 
備 考 

  

 額 面 回記号 番 号 附属利賦札   

           

            

備 考  

１．用紙寸法は、日本産業規格Ａ列４とする。 

２．無額面株券については、総額面を零とし、額面に代えて券面ごとの株数を記入す

ること。 

３．本書が２枚以上にわたるときは、各葉間に記名すること。 

４．利札又は賦札でけん欠のものがあるときは、備考欄にその旨を記入すること。 

（注）「附属利賦札」欄には年月日渡以降利（賦）札付と記載されるほか、最終の渡期が付記される。 



 

 

参考書式第12号（１）（供託規則第13号書式） 

 
                                                              （注）１．供託有価証券の枚数及び総額面の訂正はできない。 
供託書（裁判上の保証）                                                      ２．副本は折り曲げないこと。  

 

 申 請 年 月 日             年    月    日  法 令 条 項         年度証第      号  

 供 託 所 の 表 示  及
び
件
名
等 

裁
判
所
の
名
称 

裁判所 
      年（ ）第   号     事件 
支 部 

 

 

 

住
所
氏
名 

 

供
託
者
の 

 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
代理人による供託のときは、代理人の住所氏名をも 
記載すること。 

 
 
 
 
 
 

 

 

 当
事
者 

原告  申請人  債権者 被告  被申請人  債務者  

    

 供
託
の
原
因
た
る
事
実 

１．訴訟費用の 
担保 

２．仮執行の担 
保 

３．仮執行を免れ 
るための担保 

 

 ４．強制執行停 
止の保証 

５．強制執行取 
消の保証 

６．強制執行続行 
の保証 

 

 

 

住
所
氏
名 

 

被
供
託
者
の 

       

       
７．仮差押 

の保証 

８．仮差押取 
消の保証 

９．仮処分 
の保証 

 

       
10．仮処分取 

消の保証 

11． 
 

  

 供   託   有   価   証   券 備 
 

 

考 

         

 

符 
 
号 

名  称 

枚 
 
数 

総 額 面 

券       面       額 
 

回 記 号 及 び 番 号 

附 属 利 賦 札 及 
 

び 最 終 の 渡 期 

         

         

上記供託を受理する。 

供託有価証券を   年   月   日までに日本銀行      における供託所口座に納入されたい。 

同日までに納入しないときは、この決定は効力を失う。 

 

年   月   日 

法 務 局 

供 託 官            □印   

 

受入書式 

上記供託有価証券の受入を証する。 

年   月   日 

日本銀行                   □印  

         

         

 計      

                   

 

備考 用紙の寸法は、日本産業規格Ａ列４とする。 

（注）１．法務局ＯＣＲを利用して機械作成される場合の書式は、本書式に準じる。この場合、用紙が 

２枚以上となるときは、法務局所定の継続用紙が使用される。 

２．記載事項が訂正されている場合には、供託官の訂正印が押なつされる。 

1
7
 



 

 

参考書式第12号（２）（供託規則第15号書式） 

 
                                                            （注）１．供託有価証券の枚数及び総額面の訂正はできない。 
供託書（営業保証）                                                      ２．副本は折り曲げないこと。  

 

 申 請 年 月 日             年    月    日  法 令 条 項         年度証第      号  

 供 託 所 の 表 示  
供 

託 

の 

原 

因 

た 

る 

事 

実 

         

 

 

住
所
氏
名 

 

供
託
者
の 

 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
代理人による供託のときは、代理人の住所氏名をも 
記載すること。 

 
 
 
 
 
 

 

         

          

          

          

          

 

 

及
び
件
名
等 

 

官
庁
の
名
称 

               

                

                

 供   託   有   価   証   券 備 
 

 

考 

         

 符 
 
号 

名  称 

枚 
 
数 

総 額 面 

券       面       額 
 

回 記 号 及 び 番 号 

附 属 利 賦 札 及 
 

び 最 終 の 渡 期 

         

         

上記供託を受理する。 

供託有価証券を   年   月   日までに日本銀行      における供託所口座に納入されたい。 

同日までに納入しないときは、この決定は効力を失う。 

 

年   月   日 

法 務 局 

供 託 官            □印   

 

 

上記供託有価証券の受入を証する。 

年   月   日 

日本銀行                   □印  

         

         

 計      

                   

 

備考 用紙の寸法は、日本産業規格Ａ列４とする。 

（注）１．法務局ＯＣＲを利用して機械作成される場合の書式は、本書式に準じる。この場合、用紙が 

２枚以上となるときは、法務局所定の継続用紙が使用される。 

２．記載事項が訂正されている場合には、供託官の訂正印が押なつされる。 

1
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参考書式第12号（３）（供託規則第17号書式） 

 
                                                            （注）１．供託有価証券の枚数及び総額面の訂正はできない。 
供託書（雑）                                                         ２．副本は折り曲げないこと。  

 

 申 請 年 月 日             年    月    日  法 令 条 項         年度証第      号  

 供 託 所 の 表 示  
供
託
の
原
因
た
る
事
実 

         

 

 

住
所
氏
名 

 

供
託
者
の 

 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
代理人による供託のときは、代理人の住所氏名をも 
記載すること。 

 
 
 
 

 

         

          

          

          

          

 

 

住
所
氏
名 

 

被
供
託
者
の 

      
１．供託により消滅すべき質権 

又は抵当権 
 

２．反対給付の内容 
 

    

           

           

 供   託   有   価   証   券 備 
 

 

考 

         

 符 
 
号 

名  称 

枚 
 
数 

総 額 面 

券       面       額 
 

回 記 号 及 び 番 号 

附 属 利 賦 札 及 
 

び 最 終 の 渡 期 

         

         

上記供託を受理する。 

供託有価証券を   年   月   日までに日本銀行      における供託所口座に納入されたい。 

同日までに納入しないときは、この決定は効力を失う。 

 

年   月   日 

法 務 局 

供 託 官            □印   

 

受入書式 

上記供託有価証券の受入を証する。 

年   月   日 

日本銀行                   □印  

         

         

 計      

                   

 

備考 用紙の寸法は、日本産業規格Ａ列４とする。 

（注）１．法務局ＯＣＲを利用して機械作成される場合の書式は、本書式に準じる。この場合、用紙が 

２枚以上となるときは、法務局所定の継続用紙が使用される。 

２．記載事項が訂正されている場合には、供託官の訂正印が押なつされる。

1
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参考書式第13号（１）（供託規則第26号書式） 

                      
 
供託有価証券払渡請求書 係員印 受付  調査  照合  交付  元帳  

 

 
請 求 年 月 日 年   月   日 受付番号 第         号    年  月  日認可㊞ 

 

 
供託所の表示 

 び
還
付
取
戻
の
別 

払
渡
請
求
事
由
及 

還 

付 

1.供託受諾 2.担保権実行 備考 
   

 住
所
氏
名
印 

請
求
者
の 

   
3.  

     

   

（会社法人等番号（任意））    －  － 

代理人による請求のときは、代理人の住所氏名をも記載

し、代理人が押印すること。 

 

 
 
 
 

取 

戻 

1.供託不受諾 2.供託原因消滅 
     

 
3.  

     

 供 託 番 号 名    称 枚数 総  額  面 
券面額、回記号 
及 び 番 号 

     

 年度証第  号          

 年度証第  号          

 年度証第  号          

 計          

 
上記払渡しを認可する。 

年  月  日 

法務局 

供託官          □印  

供託官の認可した払渡請求書一通を受領した。 

又は 

上記有価証券を受領した。 

年  月  日 

受取人氏名              ㊞ 

（代理人により受け取るときは、本人の氏名及び代理人の氏名印） 

備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。 

（注）日本銀行に提出される請求書については、請求先日本銀行名が記載される。 

 

2
0
 

頁 
／ 
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参考書式第13号（２）（政府所有有価証券取扱規程第２号書式を準用） 

供 託 有 価 証 券 払 渡 請 求 書 

（ 供 託 番 号 ）   年度証第 号 

（ 供 託 者 名 ） 

（受託証書日付） 

日 本 銀 行（ 何店 ）御 中 

年   月   日 

（ 何庁 ）取扱主任官 供託官 氏    名 □印  

下記の証券を払い渡して下さい。 

 

日 本 銀 行（ 何店 ）御中 

年   月   日 

（ 何庁 ）取扱主任官 供託官 氏    名 □印  

下記の証券を受領しました。 

証 券 名 称 枚数 総 額 面 
内    訳 

備   考 
額 面 回記号 番 号 

       

 

備 考 

１．用紙寸法は、日本産業規格Ａ列４とする。 

２．無額面株券については、総額面を零とし、額面に代えて券面ごとの株数を記入す

ること。 

３．本書が２枚以上にわたるときは、各葉間に契印を押すこと。 
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参考書式第14号（政府所有有価証券取扱規程第２号の２書式を準用） 

 

供託有価証券一部払渡請求書 

       供 託 番 号  年度証第 号  

       受託証書日付  

       供 託 者 名  

日 本 銀 行（ 何店 ）御 中 

年   月   日 

（ 何庁 ）取扱主任官 供託官 氏    名□印  

  下記の証券を払い渡して下さい。     

日 本 銀 行（ 何店 ）御 中 

年   月   日 

（ 何庁 ）取扱主任官 供託官 氏    名□印  

下記の証券を受領しました。 

 

証 券 名 称 枚数 総 額 面 
内     訳 

備    考 
 

 額 面 回記号 番 号  

           

           

 

備 考 

１．用紙寸法は、日本産業規格Ａ列４とする。 

２．無額面株券については、総額面を零とし、額面に代えて券面ごとの株数を記入

すること。 

３．本書が２枚以上にわたるときは、各葉間に契印を押すこと。 



 

 

参考書式第15号（供託規則第31号書式） 

                     

 供託有価証券利札請求書  係員印 受付  調査  照合  交付   

 請 求 年 月 日      年    月    日 受付番号 第       号    年   月  日認可㊞  

 供託所の表示  備 考           

 

請
求
者
の
住
所
氏
名
印 

             

 

 （会社法人等番号（任意））    －  － 
代理人による請求のときは、代理人の住所氏名をも 

記載し、代理人が押印すること。 

             

 供 託 番 号 有価証券名称 枚 数 総  額  面 
券面額、回記号及び 
番号 

請求利札の渡期及び 
枚数 

 

    年度証第  号      円         

    年度証第  号               

    年度証第  号               

 

上記払渡しを認可する。 

年  月  日 

 

法 務 局 

供 託 官           □印  

供託官の認可した利札請求書一通を受領した。 

又は 

上記有価証券利札を受領した。 

年  月  日 

受取人氏名                   ㊞ 

（代理人により受け取るときは、本人の氏名及び代理人の氏名印） 

備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。 

（注） 日本銀行に提出される請求書については、請求先日本銀行名が記載される。 

2
3
 

頁 
／ 



 

 

参考書式第16号（供託規則第31号書式を準用） 

                     

 供託有価証券賦札請求書  係員印 受付  調査  照合  交付   

 請 求 年 月 日      年    月    日 受付番号 第       号    年   月  日認可㊞  

 供託所の表示  備 考           

 

請
求
者
の
住
所
氏
名
印 

             

 

 （会社法人等番号（任意））    －  － 
代理人による請求のときは、代理人の住所氏名をも 

記載し、代理人が押印すること。 
             

 供 託 番 号 有価証券名称 枚 数 総  額  面 
券面額、回記号及び
番号 

請求賦札の渡期及び 
枚数 

 

    年度証第  号      円         

    年度証第  号               

    年度証第  号               

 

上記払渡しを認可する。 

年  月  日 

 

法 務 局 

供 託 官           □印  

供託官の認可した賦札請求書一通を受領した。 

又は 

上記有価証券賦札を受領した。 

年  月  日 

受取人氏名                   ㊞ 

（代理人により受け取るときは、本人の氏名及び代理人の氏名印） 

備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。 

（注）日本銀行に提出される請求書については、請求先日本銀行名が記載される。 

2
4
 

頁 
／ 
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参考書式第17号（政府所有有価証券取扱規程第３号書式を準用） 

               

 供託有価証券利札・賦札請求書 供託者名  

 年   月   日 

 

日本銀行（ 何店 ）御中 

 

（ 何庁 ）取扱主任官 供託官 氏名 □印  

 

 

下記証券の 
利札 
賦札 

を交付して下さい。 

    

 供託番号お 
よび受託証 
書 の 日 付 

証券名称 枚数 総額面 
内  訳 請求利賦札 

備考 
 

 額面 回記号 番号 渡期 枚数  

            

  
上記証券の  を受領しました。 

年 月 日 

 

 日本銀行（ 何店 ）御中 

（ 何庁 ）取扱主任官 供託官 氏名 □印  

 

               
 

備 考 

１．用紙寸法は、日本産業規格Ａ列４とする。 

２．利札又は賦札のみの交付を請求するときは、不用の文字を抹消すること。 

３．本書が２枚以上にわたるときは、各葉間に契印を押すこと。 

 

 

 

 

利札 
賦札 



 

26～27 

参考書式第18号 削除 

 

参考書式第19号 削除 

 

参考書式第20号 削除 

 

参考書式第21号 削除
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参考書式第22号（１） 

証 明 請 求 書 

（受 託 番 号） 

（受 託 日 付） 

（取 扱 官 庁 名） 

（提 出 者 名） 

証 券 名 称 枚 数 総 額 面 
内    訳 

備 考 
額 面 回記号 番 号 

       

日 本 銀 行   店御中 

（ 日付 ） 

何庁 取扱主任官 官職 氏   名  

政府保管有価証券受託証書を亡失（またはき損）しましたので、上記の証券

を保管していることを証明してください。 

何庁 取扱主任官殿 

（ 日付 ） 

日 本 銀 行     店  

上記の証券を保管していることを証明します。 

日 本 銀 行   店御中 

（ 日付 ） 

何庁 取扱主任官 官職 氏   名 □印  

上記の証券を払い渡して下さい。 

日 本 銀 行   店御中 

（ 日付 ） 

住 所 

氏     名  

上記の証券を受領しました。 

用紙寸法 日本産業規格Ａ列４ 

備  考 １．この書式は、政府保管有価証券受託証書を亡失またはき損したた

め取扱主任官が証明請求する場合に使用する。 

２．政府保管有価証券払込済通知書を亡失またはき損したため、取扱

主任官が証明請求する場合は、「提出者名」欄を「払込人名」欄と、

「受託証書」とあるのを「払込済通知書」として使用する。 

３．供託の場合は、この書式に準じて作成する。この場合は、取扱主

任官の払渡証印欄および受領欄は不要である。 
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参考書式第22号（２） 

証 明 請 求 書 

（受  託  番  号） 

（受  託  日  付） 

（取 扱 官 庁 名） 

証 券 名 称 枚 数 総 額 面 
内    訳 

備 考 
額 面 回記号 番 号 

       

日 本 銀 行   店御中 

（ 日付 ） 

払込人   氏       名  

政府保管有価証券払込済通知書を亡失（またはき損）しましたので、上記 

の証券を保管していることを証明してください。 

払込人 氏     名 殿 

（ 日付 ） 

日 本 銀 行     店  

上記の証券を保管していることを証明します。 

（ 保管事由 ） 

何庁 取 扱 主 任 官 殿 

（ 日付 ） 

住 所 

氏       名  

上記の証券を払い込みました。 

日 本 銀 行   店御中 

（ 日付 ） 

何庁 取扱主任官 官職 氏 名 □印  

上記の証券を払い渡して下さい。 

日 本 銀 行   店御中 

（ 日付 ） 

住 所 

氏       名  

上記の証券を受領しました。 

用紙寸法 日本産業規格Ａ列４ 

備  考 この書式は、政府保管有価証券払込済通知書を払込人が官庁へ提出前に

亡失またはき損したため、払込人が証明請求する場合に使用する。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

日本銀行代理店政府有価証券事務取扱手続の書式一覧 

 

参   考 
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日本銀行代理店政府有価証券事務取扱手続の書式一覧 

 

 

書 式 番 号 書   式   名   称 記載のページ 

１ （削除）  

２ （削除）  

３ 政府保管有価証券受託証書 79（窓口３） 

４ 政府保管有価証券払込済通知書 79（ 〃 ３） 

５ 保管有価証券件別帳 109（ 〃 ３） 

６ 供託有価証券受託証書 117（ 〃 ４） 

７ 供託有価証券件別帳 147（ 〃 ４） 

８ 政府有価証券受払集計表（毎日報告分） 153（後方１） 

９ 政府有価証券受払集計表（月末報告分） 155（ 〃 １） 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

 

参  考 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

帳 簿 の 記 入 例 

 

 

参   考 



 

 

帳 簿 の 記 入 例 

 

目    次 

 

  ﾍﾟｰｼﾞ 

例１ （削除）   
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例３ 供託有価証券件別帳 ………………………………………………………… 4 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

 

 

参  考 

1                



 

例１ 削除

2 



 

 

例２ 保管有価証券件別帳 

 

受 入 年 月 日 取 扱 官 庁 現    在    高 

 （○○○○事務所）① 

   平成6年7月1日変更 

枚 数 総 額 面 枚   数 総 額 面 

 （6） （260,000）②   

 

△△△△事務所 

5 250,000   

     

証 券 名 称 
額面 
種類 

回記号 番 号 枚数 総額面 
払 渡 
年月日 

付属利賦札 
  

備 考 

電 信 電 話 債 券 50,000 い第10回 
自第100770号 

至第100774号  5 250,000    平成6年6月 
30日渡以降 

6/6       

6.6.30      

〃 10,000 い第15回 第105430号 1 10,000 6 10 30 
平成6年9月 
30日渡以降 

6/9       

6.10.1      

          
       

      

          
       

      

 
① 取扱官庁名変更の記入 

② 一部（１行の全部）払渡しの場合の記入

上 欄 は 渡 期 

下欄は払渡年月日 払渡済利賦札 

平 成 6 . 5 . 1 

受  託  番  号 

第 25 号 

提 出 者 

株 式 会 社 ○ ○ 建 設 

② 

3
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 



 

例3 供託有価証券件別帳 

 

受 入 年 月 日 取 扱 官 庁 現    在    高 

 ○○地方法務局  

     ○ ○支局  

枚 数 総 額 面 枚   数 総 額 面 

 （23） （1,075,000）④   

 

 

21 875,000   

     

証 券 名 称 
額面 
種類 

回記号 番 号 枚数 総額面 
払 渡 
年月日 

付属利賦札 
  

備 考 

利 付 国 庫 債 券 （ 1 0年 ） 100,000 第14回 
自000101 

至000110 10 1,000,000 6 6 6 
平成6年2月 
20日渡以降 

6/2      8.2.20渡利札けん欠   ① 

一部払渡（2枚200,000円）② 

のため残高移記 
6.2.20      

○ ○ 鉱 山 株 式 会 社 株 券 25,000 ほ C 
自16182 

至16184 
3 75,000     

       

      

○ ○ 家 電 販 売 株 式 会 社 

株 券 無 額 面 

株 
100 い 

自 253 

至 262 10 
0     

       

      

利 付 国 庫 債 券 （ 1 0年 ） 100,000 第14回 
自000103 

至000110 8 800,000 
   平成6年8月 

20日渡以降 

6/8、7/2 
     6.6.6一部払渡残高移記 

受入（8.2.20渡利札けん 

欠） 7.2.22      

 
         

      
 

      

 

① 付属利札が最終の渡期まで連絡しておらず一部が欠けている場合の記入 

② 一部（１行の一部）払渡しの場合の残高移記（払出）および払渡年月日の記入 

③ 無額面株券の受入れの記入 

④ 一部（１行の一部）払渡し分の残高移記（受入）および現在高欄の記入（前記②分） 

上 欄 は 渡 期 

下欄は払渡年月日 払渡済利賦札 

平 成 6 . 1 . 1 0 

供  託  番  号 

平成 5年度証第 3 8号 

供 託 者 

山 田  次 郎 

④ 

③ 

② 
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